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１

 

１ 目標値一覧 別紙１                                

 

２ 生活習慣病ごとの対策                             

（１）がん（報告書 P20～21） 

ア ７５歳未満年齢調整死亡率は低減目標に達しているが、乳がん以外は東

京都や全国平均を上回っている 

 

 

 

 H22 R3 

  足立区 東京都 全国 足立区 東京都 全国 

全がん 90.6 85.4 84.3 78.6 65.0 67.4 

肺 17.7 15.4 15.1 14.6 11.4 11.9 

胃 11.7 10.7 11.4 9.1 5.7 6.6 

大腸 11.8 11.1 10.3 13.9 9.5 9.6 

乳 11.4 11.9 10.8 8.3 10.5 9.9 

子宮 4.3 4.4 4.5 5.7 5.0 4.9 

 

 

 

 男 女 

 足立区 東京都 全国 足立区 東京都 全国 

全がん 94.8 78.0 82.4 62.2 52.7 53.6 

肺 21.1 17.1 18.4 7.8 5.9 5.8 

胃 14.6 8.1 9.6 3.2 3.4 3.9 

大腸 18.7 12.5 12.4 9.0 6.6 6.9 

乳 - - - 8.3 10.5 9.9 

子宮 - - - 5.7 5.0 4.9 

     出典： 足立区―人口動態、東京都および全国―国立がん研究センターHP 

         昭和 60 年人口モデルを使用 

 

 

【表Ⅰ-1-2】R3年足立区、 東京都、 全国のがんによる死亡状況（75歳未満年齢調整死亡率） 

      男女別 

【表Ⅰ-1-1】R3年足立区、東京都、全国のがんによる死亡状況（75歳未満年齢調整死亡率） 

第１章 「健康あだち２１（第二次）行動計画」の分析・評価 
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37.7

56.5

2.6 3.2

この1年間のがん検診の受診状況

受けた 受けていない 分からない 無回答

（％）

ｎ:1,643

Ｒ４実態調査

イ がん検診受診率が低い 

    令和４年１２月に実施した「健康あだち２１（第二次）行動計画実態 

   調査（以降、Ｒ４実態調査と表記）」では、１年間のうちにがん検診を受 

   けたと回答した人は 37.7％で、国の目標である 50％を下回りました。 

    ※ がん検診は足立区が行っている「区の検診」以外に職場等で受診

される方もおり、正確な受診率の把握が困難なため、Ｒ４実態調

査の結果を使用しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ウ 精密検査受診率が低い 

    乳がん検診以外は国の目標（90％）を下回っています。 

 

 

 

 

    

    

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図Ⅰ-1-1】 

【図Ⅰ-1-2】 



【資料編Ⅰ-1章】健康あだち２１(第二次)各分野 がん 

 

4 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図Ⅰ-1-3】 
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出典 法定報告 

 

出典 法定報告 

 

（２）循環器疾患（報告書 P22～23） 

ア 脳血管疾患、虚血性心疾患の年齢調整死亡率は改善傾向にあるが、全国

を上回っている 

全体的に高血圧や脂質異常症の割合が減少しており、脳や心臓の血管障

害も減少し脳血管疾患や虚血性心疾患の年齢調整死亡率が改善したこと

が推測されます。 

一方で４０歳代の脂質異常症は増加しており、Ｒ４実態調査では脂質

異常症を指摘され放置している人は約２割を占めています。健診による早

期発見と健康障害へ進行させないように働く世代への啓発が大切です。 

 

イ 特定健診受診率が全国や都より低い 

    特に４０～５０歳代の受診率は、20～30％に留まっています。 

   

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

  ウ 特定保健指導利用率が低い 

   【図Ⅰ-1-5】特定保健指導終了率（年次） 

  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図Ⅰ-1-4】 

R3 特別区 13.3％  東京都 13.8％ 

R3年度 

保健指導未実施 

又は、未終了者 

 3,826人 

(対象者の94.1％) 

特
定
保
健
指
導
対
象
者
数 

保健指導終了率 

保健指導 

 終了者数 
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（３）糖尿病   「２ 糖尿病対策アクションプランの分析・評価」P17参照。 

 

（４）ＣＯＰＤ（慢性閉塞性肺疾患）・喫煙（報告書 P25～26） 

  ア 喫煙率は減少傾向。妊婦の喫煙率は大きく減少し全国より低い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｒ４実態調査   

妊婦の喫煙率も平成２２年と比較すると、5.2％から 1.3％へ大幅に

減少しました。 

妊娠届出時の面接やファミリー学級で、妊婦本人やパートナーへの啓

発は効果的と考えられます。 

 

 

 

 

 

足立区 参考 全国 

計画策定時

（H22） 

 

目標値 実 績 値

（R3） 

出典 計画策定時 

（H25） 

健康日本２１

（第二次） 

評価時（R2） 

妊婦の喫

煙率(%） 
5.2 0 1.3 13 3.8 2.0 

       出典：13妊娠届 

 

区では令和２年度から受動喫煙防止のために「足立区子どもの健康を

守る卒煙チャレンジ支援事業※」を開始し、約 74％が禁煙治療を完遂で

きました。 

     ※ 18歳未満の子どもと同居する保護者、もしくは妊婦およびその同居パート 

       ナーを対象に、健康保険が適用される禁煙治療の自己負担分を助成（上限 

       万円）。成功率は禁煙治療薬が流通していた令和２年度実績。 

 

 

 

7.2 

3.9 

8.8 

6.4 

4.5 

5.7 

29.4 

29.0 

46.2 

52.6 

3.9 

2.4 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

H22(2010)
(N=1,746)

R4(2022)
(N=1,643)

現在の喫煙状況（全体）

1.吸っているが、禁煙したい

2.吸っているが、たばこの本数を減らしたい（節煙したい）

3.吸っていて、禁煙も節煙したくない

4.過去に吸っていたことがあるが、今は吸っていない

5.過去も現在も吸っていない

1－3 糖尿病 1－4 ＣＯＰＤ 

【図Ⅰ-1-6】 

【表Ⅰ-1-3】 
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イ 年代別では働く世代の喫煙率が高い傾向 

Ｒ４実態調査の結果では、年令が上がるにつれて禁煙への意向が 下が

る傾向があり、依存性が強まることが推測されます。また、年代が若いほ

どＣＯＰＤの認知度が低い傾向があるため、未成年者への啓発が重要です。 

 

  「Ｒ４実態調査」 

   問 17 現在、あなたは、たばこを吸っていますか（○は１つだけ）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ウ 喫煙している人の約７割は、タバコを減らすことや禁煙の意向あり（Ｒ４ 

 実態調査） 

タバコは依存性があり自分の意志だけでは禁煙が難しいこともあるた

め、禁煙について正しく理解し禁煙外来を利用するなど自分に合った方法

を選ぶことが大切です。 

【図Ⅰ-1-7】 
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過去も現在も
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ｎ （％）

全   体 (1,643)
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18.6

41.7

29.0
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３ こころの健康対策（報告書 P27～28）                   

（１）自殺率は減少しているが、全国より高い 

『足立区の「生きる支援」自殺対策計画』のもと、関係機関と連携して

対象者を絞った対策を講じた結果、自殺率が減少しました（図Ⅰ-1-8）。 

特に女性は、都を上回るスピードで死亡率が減少しています（出典：保

健医療科学院「全国市区町村主要死因別標準化死亡比（ＳＭＲ）の推移 2012

～2021年」）。 

 

 

 

Ｒ４年実態調査では、不安・抑うつ傾向（Ｋ６質問票※で 10点以上）の割

合は 13.1％でした（参考：全国 10.3％、令和元年国民生活基礎調査）。 

年代別性別で比較すると全国では２５～２９歳がピークで、足立区でも同

様に２０歳代では 52.2％を占めていました。しかし、２０歳代で「健康状

態が良い」と回答している割合は 47.1％となっており、精神面の不調を体

調の変化として認識しにくい可能性があります。 

また、コロナ禍で就労形態や生活リズムが変化し睡眠に影響したことも 

考えられます。年代別性別で比較すると６０歳代の男性と２０歳代の女性で

不眠傾向が増えていました。定年や進学、就職など生活環境の変化との関連

が推測されます。また、男性は不安・抑うつ傾向と飲酒量に関連が見られま

した。 

小中学校での「ＳＯＳの出し方教室」でメンタルヘルスの変調に気付ける

力、相談できる力を育むことは、生涯を通じたこころの健康に通じる重要な

取り組みです。 

  ※ うつ・不安症状を評価する国際的な評価尺度 

【図Ⅰ-1-8】足立区自殺率の経年変化（人口 10万対） 

出典：人口動態統計 
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（２）不眠傾向がある人の割合が増加傾向 

足立区政に関する世論調査で、「疲れているのに寝付けない、途中で目

が覚める、朝早く目覚めることが２週間以上続く」と回答した人の割合

は、増加傾向です。 

性別・年代別では２０歳代女性、３０歳代および６０歳代男性で割合が

増加傾向です。 

対処法や相談先を周知し、本人が体調の悪化を予防できるような体制づ

くりが大切です。 

 

【図Ⅰ-1-9】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

％ 

出典：足立区政に関する世論調査 
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４ 次世代の健康対策（報告書 P29～30）                   

（１）低出生体重児の割合は第二次行動計画策定時と変化なし 

妊娠届出時の妊婦のやせ（ＢＭＩ18.5 未満）の割合が増加していないこ

と（図Ⅰ-1-10）と関連が推測されます。低出生体重児は、将来糖尿病や高

血圧などの生活習慣病になりやすいことが指摘されています。妊娠届出時面

接※の実施は 89.6％で、一人ひとりの妊婦へ適切な体重増加の指導をするこ

とは重要です。 

   ※ スマイルママ面接、令和３年度の妊娠届出に対し令和４年５月までの対応数 

    （足立区事業概要） 

 

    

 

 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図Ⅰ-1-10】      低出生体重児（2500ｇ未満）出生割合 

【図Ⅰ-1-11】 妊娠届出時のＢＭＩの割合の年次推移（％） 

％ 

出典：足立区衛生部事業概要 

出典：足立区衛生システム
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（２）肥満傾向※にある子どもの割合の増加 

全国的に肥満の子どもの割合は増加傾向にあり、要因として新型コロナ

ウイルス感染症の流行による運動量の低下やスクリーンタイムの増加、食習

慣の変化が考えられます。 

足立区では全国や都と比較して肥満の子どもの割合が高い。肥満は生活

習慣病のリスクを高め、やせも低栄養から貧血、将来の骨粗しょう症などの

リスクとなることから適正体重を維持することが大切です。 

  ※ 肥満傾向児：性別・年齢別・身長別標準体重から肥満度を求め、肥満度が 

    20％以上の者。 

    肥満度＝（実測体重―身長別標準体重）／身長別標準体重 × 100（％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図Ⅰ-1-12】 

（年次） 

出典：学校保健統計書 
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５ 高齢者の健康対策（報告書 P31～32）                   

足立区の高齢化率は 25％前後で推移しています。高齢化率の伸びは、平成

１２年以降２３区の中で最も高く、今後も上昇することが見込まれています

（出典：足立区包括ケアシステムビジョン）。人生１００年時代に向けて高齢

期の健康を下支えするために、その前のライフステージである働く世代への健

康づくり対策や、フレイル予防についての普及啓発が必要です。 

 

（１）フレイル、ロコモティブシンドロームの認知度は若い年代ほど低い 

現在の生活習慣が将来の健康に繋がることが想像できても、日々の食事

や運動に気を配って生活することは容易ではありません。そのため、働く

世代に対しフレイル予防について効果的な方法で周知していくとともに、

バランスのよい食事を入手しやすい環境や、職場での運動の習慣、適切に

医療を活用できる体制や周囲の理解など、「自ずと健康に」なれる社会整備

も重要です。 

 

 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図Ⅰ-1-13】「R4実態調査」問 16 

     フレイル・ロコモティブシンドロームの年代別認知度 
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（２）要介護状態の予防には、壮年期からの健康づくりが大切 

介護保険第二号被保険者の要介護２以上の割合は 73.1％で、原因疾患は

脳血管疾患と糖尿病合併症で約 65％を占めています（令和４年度あだちの

介護保険）。要介護状態の予防には、壮年期からの生活習慣病予防および重

症化予防が重要です。 

糖尿病対策を進めることで認知症、脳血管疾患、虚血性心疾患、がんの

リスクを下げるにもつながり、要介護状態の予防が期待できます。 

肥満は動脈硬化を悪化させる要因となります。筋肉量が減ると歩く、立

ち上がる等の日常動作がしづらくなりフレイル※状態を招いたり、転倒リス

クも高まります。また、筋肉で使われる糖の量が減ってしまうため、血糖値

の変化にも影響します。このようなことから、高齢期も適正体重を保つこと

が大切です。 

   ※ 加齢により、筋力や心身の状態が低下し、衰弱した状態を「フレイル（虚弱）」 

     といいます。健康と要介護状態の間の段階で、高齢者の多くが「フレイル」の 

     段階を経て、要介護状態になると考えられています。 

     「身体的フレイル」「精神・心理的フレイル」「社会的フレイル」の３種類があ 

     ります。これら３つのフレイルが連鎖していくことで、自立度の低下が急速に 

     進みます。 

 

 

 



【資料編Ⅰ-1章】健康あだち２１(第二次)各分野 社会環境整備 

14 

 

６ 健康を支え、守るための社会環境整備について（報告書P33～34） 

（１）地域の活動に参加している人は減少傾向 

Ｒ４実態調査で「地域の健康づくり活動や催しに参加している」と回答し

た人の割合は、平成２２年：7.4％、令和４年：7.1％とほぼ同様でした。ま

た、「とりたてて、地域とのかかわりを持つ必要がない」と回答した人は

5.6％で、若い年代ほど高いです。ＳＮＳによる交流など、対面によらない

新しいコミュニケーション方法の普及も関連していると考えられます。 

近年では新型コロナウイルス感染症の感染拡大により、様々な活動が縮

小され地域での交流も影響を受けました。高齢者や女性の就業率が上昇し、

社会参加が進んでいます。このようなことから、地域の活動の参加率が低下

したと推測されます。 

    

（２）「いずれ地域の活動に参加したい」と回答した人の割合は、「地域活動に

参加している」と回答した人の割合を上回る（Ｒ４実態調査） 

５０歳～６０歳代で、上記の傾向が強くなっています。５０～６０歳代は、

社会的責任が増えつつも退職後の生活を少しずつ意識し始めるとともに、心

身の変化も自覚しやすい年代です。このようなことから、自分の健康状態に

目を向けることを入口として、地域の活動への参加のきっかけを作るような

取り組みがフレイル予防へ繋がると考えられます。 

 

    【図Ⅰ-1-14】「R4実態調査」 問３ 年代別割合 

    

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

0 5 10 15 20 25

20歳代

30歳代

40歳代

50-54歳

55-59歳

60-64歳

65-69歳

70-74歳

75-79歳

80歳以上

「地域活動に参加している」「いずれ参加したい」の割合

「地域活動に参加している」

「いずれ参加したい」

％ 
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（３）Ｒ４実態調査で「地域の健康づくり活動や催しに参加している」と回答

した人の割合は、平成２２年とほぼ同じ。７０歳以上で高い傾向。 

健康づくり推進員による活動や、通いの場の拡大が推測されます。 

①健康づくりの活動や催しに参加している、②地域活動に参加している、

③活動する仲間がいる、④積極的に外出することは、いずれも健康と感じ

ることと関連性がありました（資料編ⅡP63）。
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１ 成果指標の評価                                  

（１）健康寿命の延伸 

成 果 指 標 

実績 実績 実績 目標値 

2015年度 

(H27年度) 

2021年度 

(R3年度) 

2022年度 

(R4年度) 

2022年度 

（R4年度） 

健康寿命 

（厚生労働省健康寿命算定

ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ、平均自立期間） 

①男性 77.49歳 ― 78.41歳※ 78.9歳 

②女性 82.31歳 ― 82.99歳※ 83.3歳 

③区民の平均野菜摂取量（ＢＤＨＱ） 233ｇ 219ｇ 233ｇ 280ｇ 

（２）野菜が食べやすくなる環境づくり 

  網掛け部分      は 2016年度に比べ改善した項目 

成 果 指 標 

実績 実績 実績 目標値 

2016年度 

(H28年度) 

2021年度 

(R3年度) 

2022年度 

(R4年度) 

2022年度 

（R4年度） 

④あだちベジタベライフの認知割合 

（足立区政に関する世論調査） 
30.6％ 38.9％  41.6％  60％ 

⑤野菜から食べている区民の割合 

（足立区政に関する世論調査） 
64.7％ 68.1％  67.1％  80％ 

区民の 1日あたり

の推定野菜摂取量 

（ＢＤＨＱ） 

20 

歳代 

⑥男性 139.2ｇ 176.3ｇ 298.7ｇ 200ｇ 

⑦女性 192.7ｇ 191.1ｇ 173.9ｇ 255ｇ 

30 

歳代 

⑧男性 261.6ｇ 241.5ｇ 195.9ｇ 320ｇ 

⑨女性 244.7ｇ 220.2ｇ 250.1ｇ 305ｇ 

40 

歳代 

⑩男性 183.7ｇ 212.5ｇ 250.3ｇ 255ｇ 

⑪女性 202.8ｇ 211.1ｇ 234.1ｇ 260ｇ 

50 

歳代 

⑫男性 232.3ｇ 190.7ｇ 204.4ｇ 295ｇ 

⑬女性 257.3ｇ 270.7ｇ 254.9ｇ 320ｇ 

⑭ベジタベライフ協力店数（3月末） 607店舗 875店舗 827店舗 900店舗 

第２章 糖尿病対策アクションプランの分析・評価 

※ 令和２年 
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（３）野菜から食べるなどの良い生活習慣の定着を乳幼児期から推進 

（４） 糖尿病を悪化させない取り組み 

 

成 果 指 標 

実績 実績 実績 目標値 

2016年度 

(H28年度) 

2021年度 

(R3年度) 

2022年度 

(R4年度) 

2022年度 

（R4年度） 

肥満の子どもの割合 

（肥満度） 

（低減目標） 

⑮3 歳児 1.1％  1.04％  1.53％ 減少傾向へ 

⑯ 小 1 4.5％ 5.2％ 5.7％ 4.0％ 

小

6 

⑰男子 11.7％ 16.9％ 18.1％ 10.0％ 

⑱女子 10.6％ 11.2％ 13.4％ 8.0％ 

中

2 

⑲男子 10.2％ 15.2％ 16.1％ 8.0％ 

⑳女子 10.7％  12.2％ 10.9％ 7.5％ 

朝食を食べる子の
割合 
（東京都統一体力テス

トにおける足立区の

生活・運動習慣等調

査） 

㉑ 小 1 94.2％ 95.5％ 94.9％ 100％ 

㉒ 小 6 88.4％ 84.8％ 84.2％ 100％ 

㉓ 中 3 82.2％ 80.6％ 79.9％ 100％ 

むし歯がない 

子どもの割合 

（処置済みを含む） 
（3歳：3歳児健診） 

（小１：学校歯科健診） 

㉔ 3歳 86.4％  92.5％  93.5％ 90％ 

㉕ 小 1 59.8％  70.8％  72.4％ 65％ 

永久歯にむし歯がな

い生徒の割合（学校歯

科健診） 

㉖ 中 1 68.5％  74.9％  76.3％ 70％ 

成 果 指 標 

（低減目標） 

実績 実績 実績 目標値 

2016年度 

(H28年度) 

2021年度 

(R3年度) 

2022年度 

(R4年度) 

2022年度 

（R4年度） 

足
立
区
国
民
健
康
保
険 

㉗４０～７４歳の特定健診受診者で  

ヘモグロビン A1c7.0％以上の割合 
4.77％ 5.35％ 5.25％ 4.5％ 

㉘４０～７４歳の特定健診受診者で 

ヘモグロビン A1c8.0％以上の割合 
1.66％ 1.74％ 1.61％ 1.3％ 

㉙糖尿病と傷病名がついている

人 工 透 析 新 規 導 入 者 数 
62人 67人  55人  50人 

㉚新規人工透析導入患者数 

（難病医療費助成申請） 
264人 264人 279人 233人 
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（５）糖尿病対策アクションプランの取り組みと区民の健康意識・行動の関係 

   （報告書 P16～17） 

   糖尿病対策アクションプランが開始された平成２５年度からの区民の健 

  康意識と行動の変化をみると、野菜を食べることを意識することにより喫 

  煙習慣や健診受診率、運動習慣、主観的健康観※などに良い影響を与えてい 

  ることがわかります。 

    ※ 主観的健康観：「自分が健康である」と感じること。予後や死亡率と関連があ 

      ると言われている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：足立区政に関する世論調査結果Ｈ２５-Ｒ４ 

 

コロナ禍も維持 
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２ 事業評価一覧  別紙２-１参照                           

３ 分析と課題                                     

（１）足立区の糖尿病の現状 

  ア 国民健康保険被保険者の糖尿病有病率（糖尿病と診断されたことがあ

る人の割合）の２３区比較 

   「平成２９年は高い方から３番目から令和４年度は５番目、最も少ない区の 

  約 1.6倍」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 国民健康保険被保険者の糖尿病有病率の推移 

「３０歳、４０歳代の糖尿病有病率における都との差は、横ばい」 

足立区の国民健康保険被保険者の糖尿病有病率の推移を見ると、３０～

６０歳代の全ての年代で都より高い傾向が続いていますが、都との差は

横ばいです。 

 

【図Ⅰ-2-2】 
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ウ 国民健康保険特定健診未受診者の検査結果 「約９割に所見あり」 

国民健康保険特定健診の未受診者対策及び若年者への健診機会の提供

を目的に実施しているスマホ de ドック※の結果をみると、令和４年度は

何らかの所見のある人が、男性の９割、女性の８割を超えています。ヘモ

グロビンＡ１ｃ値 5.6～6.4％の生活習慣の改善が必要なレベルの人の割

合は、受診者の約２割でした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

*1 基準値（中性脂肪 30-149 orLDL60-119 or HDL 40- or 総コレステロール 140-199）

から一つでもはずれた項目がある 

*2基準値（GOT 0-30 or GPT 0-30 or γGTP 0-50）から一つでもはずれた項目がある 

*3基準値（尿素窒素 0-21.9 or クレアチニン 0-1(男), 0-0.7(女)）から一つでもはずれた項目がある 

*4基準値（血糖 70-99 or HbA1c(NGSP) 4.0-5.5）から一つでもはずれた項目がある 

出典：東京都国保連特定健診・保健指導支援システム 

【図Ⅰ-2-3】 

  ※ 「スマホ deドック」とは、スマートフォンやパソコンで申込をすると、簡易血液検査 

    キットが自宅に送付され、自分自身で指先から採血をして返送すると、１週間程度で検 

    査結果が出る健診です。結果はスマートフォンやパソコンに送信され確認できます。 

％ 
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（２）国民健康保険医療費の支出状況の特徴 

  ア 国民健康保険医療費支出額（各年５月）「医療費総額はやや減少傾向」 

国民健康保険の総医療費は加入者の減少に伴い減少傾向にあります。 

腎不全、糖尿病、高血圧疾患のいずれの医療費総額も、ほぼ横ばいです※。 

令和２年度に医療費総額が減少している要因として、新型コロナウイ

ルス感染症の流行による受診控えの影響が推測されます。 

※ 令和元年度に特定健診・特定保健指導支援システムが改修されたことにより従

来のデータ抽出ができなくなったため、平成３０年度以前と集計方法が異なる。 

 

【図Ⅰ-2-4】 

 

 

 

    総医療費に占める三疾患の医療費割合は減少傾向です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

疾
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別
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費 

出典：ＫＤＢシステム 医療費分析 中分類（入院＋外来） 

出典：ＫＤＢシステム  医療費分析  中分類（入院＋外来） 

【図Ⅰ-2-5】 
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令和４年５月の国民健康保険被保険者の患者一人あたりの糖尿病医療

費は、２３区中高い方から７番目でした。 

 

【図Ⅰ-2-6】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  イ 国民健康保険被保険者千人あたりの糖尿病レセプト件数 

令和４年５月の国保被保険者千人あたりの糖尿病レセプト件数（受診し

病名が付いている人の数）は、都や国においても例年より増加しました。 

足立区は、国および特別区+中核市の平均よりも下回りました。 

 

【表Ⅰ-2-1】 

国保被保険者千人当たりの糖尿病レセプト件数（外来） 各年 5月 

 国 東京都 特別区+中核市 足立区   

H29年度 45.76 34.09 42.32 42.55   

H30年度 49.11 36.20 44.70 45.19   

R 1年度 49.54 35.95 45.50 45.29   

R 2年度 46.03 32.16 42.18 40.86   

R 3年度 51.83 37.72 48.03 47.74   

R 4年度（暫定値） 53.50 38.77 53.50 48.99   

 

出典：東京都国保連「特定健診・保健指導支援システム」 生活習慣病の状況（外来） 

出典:ＫＤＢシステム 疾病別医療費分析 中分類 
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  ウ 糖尿病で人工透析を行っている患者割合の年次推移 

    「患者割合は横ばい」 

国民健康保険被保険者で年間 200 万円以上医療費がかかっている患者

のうち、糖尿病があり人工透析をしている患者※数、患者※割合は、ほぼ

横ばいです。都、特別区と比較すると依然として高い状況です。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  エ 人工透析患者数の推移 

       人工透析患者総数は横ばいで推移しています。 

【図Ⅰ-2-8】区における人工透析患者総数と割合及び生活保護受給者における

人工透析患者とその割合の年度別推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図Ⅰ-2-7】年間 200 万円以上医療費がかかっている被保険者の中で 

人工透析を行っている患者の割合 

出典：東京都国保連「特定健診・保健指導支援システム」年間高額医療費受給者の全額階層別の状況（年次） 

※ 患者とは年間医療費２００万円以上の被保険者の中で、糖尿病でかつ人工透析を行っている者 

患
者
割
合 

患
者
数 

(人) 

人
工
透
析
患
者
数 

出典：足立区衛生システム 

東京都 
患者割合 

足立区 
患者数 

足立区 
患者割合 

特別区 
患者割合 
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  オ 人工透析患者の平均年齢の推移（国民健康保険被保険者） 

国保加入者の糖尿病関連新規人工透析患者数は微増傾向でしたが、令和

４年度は減少しました。新規人工透析導入時の平均年齢は６０歳代前半

で推移しています。血糖値が高いまま経過した場合、人工透析導入まで

１０年程度と言われており、早期発見と治療の継続ができる環境づくり

が課題です。 

 

【図Ⅰ-2-9】国保被保険被保険者の糖尿病関連新規人工透析の年代別推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平均年齢 
59.3 歳 63.7 歳 

66.2 歳 64.4 歳 

63.7歳 

出典：足立区衛生システム、ＫＤＢシステム 

63.3歳 

人 
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４ 基本方針ごとのまとめ、および関連資料                  

 

 

 

【状況】 【課題】 

 区民の野菜摂取量は 233ｇで、R3年よりは 14

ｇ増加したが、依然として全国平均と比較すると

少ない。特に働き世代男性の野菜摂取量が課題で

ある。 

 働き世代の男性に重点をお

いた野菜摂取量を増やす取り

組みが必要。 

 

 ベジタベライフ協力店※は R2年度には 910店

舗まで増加したが、新型コロナウイルス感染症の

影響もあり、R4年度 827店舗と減少した。 

 新規開拓に改めて力を入れ

るとともに、日常的に活用す

るスーパーやコンビニ、弁当

店等へのアプローチが必要。 

【方針】 

・ 若い世代や働き世代（特に男性）を対象に、ベジチェック（推定野菜摂取

量を測定できる機器）等を活用し、事業所などの職場領域における啓発を進

め、健康行動につなげる動機づけを強化する。 

・ 区民の野菜摂取の意識づけを図るために、ベジタベライフ協力店の店舗数

拡大及び質の向上を推進する。 

・ おいしい給食事業と連携し、家庭への啓発を推進する。 

 

 

 

 
 

 

る 

 

 

        おいしい給食・食育対策編、歯科口腔保健対策編参照。

※ ベジタベライフ協力店 

  野菜たっぷりメニューやベジ・ファーストメニューの提供、野菜販売等を通じて 

ベジタベライフの取り組みに協力いただいているお店。野菜を食べることの意識づ 

けを目的として展開。 

（１）基本方針１ 野菜が食べやすくなる環境づくり 

（２）基本方針２ 子ども・家庭の良い生活習慣の定着 
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【状況】 【課題】 

４０歳前の健康づくり健診受診者数が R3年度より

35％増え、ヘモグロビンＡ１ｃ値 5.6％以上の割合

は R3年度の 1.5倍に増えている。受診者が増えた

ことで早期発見でき糖尿病予備軍への保健指導が

できるようになっている。 若年者への予防支援、合

併症を発症させないた

めの適切な医療の提供

が必要である。 

 

国保特定健診受診者におけるヘモグロビン A1c値

7.0％以上の割合は、横這いで推移。５０歳代で上

昇する傾向がある。 

特定健診受診者でヘモグロビンＡ１ｃ値 6.5％以上

の割合は 9.9％で、そのうち 34％は未治療だった。 

国保被保険者の糖尿病関連新規人工透析患者数は

R3年度より減少したが、４０～５０歳代の患者が

36.4％を占めている。 

【方針】 

糖尿病リスクが高くなる前の若年者への予防支援、糖尿病患者に合併症を発

症させないための医療との連携や患者への支援を行なう。 

 

ア 国民健康保険特定健診結果で合併症管理が必要となる者の割合の推移  

「ヘモグロビンＡ１ｃ７.０％以上の割合は 50歳代で上昇」 

特定健診受診者の男女別、年代別のヘモグロビンＡ１ｃ値が 7.0％以上の

割合をみると、女性より男性の割合が高く、男女ともに４０歳代から５０歳

代で倍近くに上昇しています。若い年代の発症予防と、早期発見、治療継続

が重要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）基本方針３ 糖尿病の重症化予防 

【図Ⅰ-2-10】 

出典：足立区国保特定健康診査結果 
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イ 足立区国保特定健診受診者におけるヘモグロビンＡ１ｃ値検査結果 

    令和４年度、足立区特定健診受診者のうちヘモグロビンＡ１ｃ値が

6.5％以上の人の割合 

   「受診が必要な人は、約 10％」 

 

令和４年度足立区国保特定健診受診者のうちヘモグロビンＡ１ｃ値が

6.5％以上の人の割合は、受診者の約 10％で、そのうち治療をしていない人

は約 34％でした。 

 

 

＜ヘモグロビン A1c の値が 6.5％以上の方の内訳＞ 

 R3年度 R4年度 

ヘモグロビン A1c の値が 6.5％以上 
4,148 人 

（全体の約 9.8％） 

3,923 人 

（全体の約 9.9％） 

 糖尿病治療中 2,589 人（66.0％） 2,589 人（66.0％） 

糖尿病治療は受けていないが、 

高血圧・脂質異常症の治療を 

受けている 

867人（22.1％） 867 人（22.1％） 

いずれの治療も受けていない 467 人（11.9％） 467 人（11.9％） 

 

 

ウ ４０～５９歳でヘモグロビンＡ１ｃ値が 7.0％以上の人の治療状況  

  「約 35％は未治療」 

  国民健康保険特定健診でヘモグロビンＡ１ｃの検査結果が、糖尿病で治

療が必要とされる７.０％（ＮＧＳＰ値）以上の４０～５９歳の者の割合

3.28％（355 人/10,801 人）のうち、31.5％は特定健診時「過去３カ月の

間に血糖を下げる薬やインスリン注射を使っていない」と答えています

（図  ）。平成２８年度と比較すると、服薬している人の割合が 3.4 ポ

イント高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：令和４年度足立区特定健康診査結果データ 

【表Ⅰ-2-2】 
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エ 合併症管理をしている患者割合  

「眼科、歯科受診ともに 40％に達せず」 

糖尿病は自覚症状がないまま全身に障害が出るため、糖尿病と診断さ

れたら、眼科や歯科を受診して合併症管理をすることが重要です。令和３

年度の重症化予防訪問象者※で、眼科を受診している人は 20.5％、歯科受

診をしている人は 33.3％にとどまっています（出典：足立区国保特定健

診結果、レセプト情報）。 

重症化予防部会では、相互に他科受診の勧奨を念頭に置き早期から合併

症を管理する重要性について、地域の医療機関と共有しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図Ⅰ-2-11】  令和 4年度 ﾍﾓｸﾞﾛﾋﾞﾝ A1c7.0％以上の人数 

        （40～59歳の足立区国保特定健診受診結果  n = 355） 

 

※ 特定健診受診者で次の全てに該当する場合 

 「医療機関受診勧奨送付」 

    条件：①空腹時血糖 130mg/dl またはヘモグロビン A1c7.0％以上。 

       ②問診で「血糖を下げる薬を飲んでいない」と回答）」から２か月後 

        受診の確認ができない。 

③40～64歳 

出典：足立区特定健康診査結果 
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【状況】 【課題】 

 コロナ禍でR3年度は新規事業所募集を見合わ

せたため、R4年度は新たに 5事業所を選定でき

たものの、健康経営に取り組む区内中小事業所

を計画どおりに拡大できていない。 

コロナの感染状況に留意し

つつ健康経営に取り組む区

内中小事業所を拡大し、働

き世代への健康づくりにつ

いて、支援を拡大していく

必要がある。 

 

 R4年度末で 5事業所が 3年間の支援期間が満

了となったが、コロナ禍で支援を中断せざるを

得ない状況が度々あり、効果的な取り組み事例

を生み出しにくかった。 

【方針】 

 働き世代を対象とした区内中小事業所の健康課題の改善に向けて、糖尿病

対策と連携して支援を行なっていく。 

 

ア 支援満了事業所の取り組み及び成果 

    令和４年度末で３年間の支援が満了となった５事業所では、主に社員の

健康意識の向上、健康リスクの改善、健康優良企業（銀の認定）の取得などの成

果がありました。 

※ 従業員数は応募申込時の人数 

事業所概要 各事業所独自の主な取り組み・成果 

Ａ社（情報通信サービス業） 

支援期間：R1～R4 

所 在 地：千住一丁目 

従業員数：151名 

【取り組み】 

・社内イントラネットでの動画配信（区保健師等に

よるストレッチ実践） 

・社内イントラネットでの情報配信（簡単レシピや

コンビニでの食事の選び方等） 

【成果】 

・食生活の健康リスクが支援開始前より4.3ポイント改善 

・測定会の実施等により、食生活などを意識する社員の増加 

Ｂ社（建設業） 

支援期間：R2～R4 

所 在 地：竹の塚五丁目 

従業員数：23名 

【取り組み】 

・血圧測定や塩分チェックシート等を定期的に実施

し測定結果をデータ化 

・社内報による情報発信を定期的に実施（健康情報

の提供） 

【成果】 

・血圧測定を自主的に行うなど社員の健康意識が向上 

・加入健康保険組合の「健康優良企業（銀の認定）」を取得 

事業所概要 各事業所独自の主な取り組み・成果 

（４）基本方針４ 元気な職場づくり応援事業（健康経営） 

Kenkou keiei  
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Ｃ社（運送業） 

支援期間：R2～R4 

所 在 地：保木間一丁目 

従業員数：195名 

【取り組み】 

・支援担当の保健センターが作成した 4 種類の DVD

（野菜摂取、ストレッチなど）を貸与し、事務室

内で放映。 

・出勤時に体重測定を毎日実施し、測定結果をデー

タ化（結果票に区保健師によるコメントを付けて

返却） 

【成果】 

・出勤時など仕事の動線上で体重測定を毎日実施す

るなどの取り組みにより、定期健康診断で肥満割

合が前年より 5％低下。 

Ｄ社（印刷業） 

支援期間：R2～R4 

所 在 地：宮城一丁目 

従業員数：37名 

【取り組み】 

・食堂内に設置した健康情報コーナーで、食事に関

するポスター等の健康情報を区から定期的に提供

し掲示。 

・区禁煙助成事業の紹介（チラシ、禁煙外来医療機

関一覧の配付） 

【成果】 

・健康情報コーナーの設置など職場にいるだけで健

康意識が高められる環境づくりに取り組んだ結

果、喫煙者の減少が見られ、パート従業員も含め

て、少しずつではあるが健康意識が向上。 

Ｅ社（建設業） 

支援期間：R2～R4  

所 在 地：堀之内二丁目 

従業員数：65名 

【取り組み】 

・体重測定等を毎日実施し測定結果をデータ化（区

保健師によるコメントをつけて返却） 

・支援担当の保健センターから提供された健康情報

を基に、毎月末に社内報を発行し、全社員に配付。 

【成果】 

・仕事満足度や食生活の健康リスクが前年より 12

ポイント改善 

・健康情報を含む社内報の毎月発行により、社員の

健康意識が向上。 
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１ 成果指標の評価                                  

【目標達成◎:５項目、現状値より改善・維持○:20 項目、現状値より悪化△:10 

 項目、不明:１項目】 

（１）あだち 食のスタンダードに対する指標 

成果指標 現状（H28） 実績（R4） 目標（H34） 

自分一人で、ごはん・みそ汁・目玉焼き

程度の朝食を作ることができる子どもの

割合中学 2年（子どもの健康・生活実態調査） 

76.0％ 

（できる 44.0％、 

まあできる 32.0％） 

 

77.5％ ○ 

 

100％ 

（２）課題に対する指標 

ア １日３食野菜を食べるなど、望ましい食習慣を身につける 

＜食に対する関心や意欲があり、野菜を食べる、野菜から食べる、朝食

を毎日食べるなどの健康的な食習慣が身についている＞ 

成果指標 現状（H27） 実績（R4） 目標（H34） 

朝食を毎日食べる人の割合 

小学 1年 

小学 6年 

中学 3年 

 20歳以上（足立区政に関する世論調査） 

 

94.5％ 

88.1％ 

81.4％ 

68.3％ 

 

94.9% ○ 

84.2% △ 

79.9％ △ 

63.7% △ 

 

100％ 

100％ 

100％ 

 85％ 

推定野菜摂取量 20～59歳 

（足立区食習慣調査）※１ 

233g 233g ○ 300g 

毎食野菜を食べる人の割合 

 3歳（3歳児健康診査） 

 小学 1年（子どもの健康・生活実態調査） 

中学 2年（子どもの健康・生活実態調査） 

 20～59歳（足立区食習慣調査時アンケート） 

 

26.6％ 

15.3% 

－ 

15.4％ 

 

28.0%（R3）○ 

16.0%（R3）○ 

20.6％（-） 

14.3％ △ 

 

45％ 

50％ 

70％ 

30％ 

食事のときに一番はじめに野菜から 

食べる子どもの割合 

保育園・幼稚園（生活・ﾍﾞｼﾞﾀﾍﾞｱﾝｹｰﾄ） 

小学 1年（子どもの健康・生活実態調査） 

中学 2年（子どもの健康・生活実態調査） 

 

 

36％ 

（区立保育園） 

11.5％ 

22.1％ 
（H28） 

 

 

70.5%（給食）○ 

43.2%（家庭）○ 

24.7%(R３）○ 

35.9％ ○ 

 

 

90％ 

 

90％ 

90％ 

給食のときに一番はじめに野菜から 

食べる子どもの割合  

小学 6年（おいしい給食アンケート） 

中学 2年（おいしい給食アンケート） 

 

（H29） 

41% 

49％ 

 

 

63％ ○ 

67％ ○ 

 

 

90％ 

90％ 

 

（東京都統一体力テストにお

ける生活・運動習慣等調査） 
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成果指標 現状（H27） 実績（R4） 目標（H34） 

給食を残さず食べている子どもの割合 

小学 6年（おいしい給食アンケート） 

中学 2年（おいしい給食アンケート） 

※足立区基礎学力定着に関する総合調査 

 

85％ 

87％ 
 

 

93% ○ 

89% ○ 

 

95％ 

95％ 

給食がおいしいと思う子どもの割合 

小学 6年（おいしい給食アンケート） 

中学 2年（おいしい給食アンケート） 

 

95% 

88％ 
（H29） 

 

95% ○ 

94% ○ 

 

100％ 

100％ 

一人あたりの給食残菜率 小学生 

           中学生 

3.0％ 

6.6％ 

2.5% ◎ 

4.8% ◎ 

2.7％ 

6.0％ 

 

イ 栄養バランスの良い食事を選択できる 

＜野菜を含む栄養バランスの良い組み合わせを選択できる＞ 

成果指標 現状（H27） 実績（R4） 目標（H34） 

推定食塩相当摂取量 

 20～59歳男性（足立区食習慣調査）※１ 

 20～59歳女性（   〃    ）※１ 

 

11.5ｇ 

 9.3ｇ 

 

10.9g ○ 

9.2g ○ 

 

10.5ｇ 

 8.5ｇ 

推定甘味飲料摂取量 

20～59歳男性（足立区食習慣調査）※１ 

 20～59歳女性（   〃    ）※１ 

 

122.6ｇ 

 56.9ｇ 

 

142.5g △ 

74.8g △ 

 

100ｇ 

 45ｇ 

推定菓子類摂取量 

20～59歳男性（足立区食習慣調査）※１ 

 20～59歳女性（   〃    ）※１ 

 

64.1ｇ 

68.3ｇ 

 

56.0g ○ 

67.6g ○ 

 

50ｇ 

55ｇ 

主食、主菜、副菜をそろえて食べるように心がけて

いる人の割合 20歳以上（足立区政に関する世論調査） 

 

52.0％ 

 

39.5% △ 

 

60％ 

肥満傾向者の割合 

  18～39歳男性（40歳前の健康づくり健診） 

 18～39歳女性（    〃      ） 

 

30.5％ 

 9.0％ 

 

33.6% △ 

12.8% △ 

 

24.5％ 

 7.5％ 

栄養バランスのよい食事を選択できる子ども 

の割合 小学 6年（おいしい給食アンケート） 

中学 2年（おいしい給食アンケート） 

 

78％ 
90% 

（H29） 

 

73% ○ 

92% ◎ 

 

90％ 

90％ 

  

ウ 簡単な料理を作ることができる 

＜簡単な料理を作り、家族や友人と食事をする機会を増やす＞ 

成果指標 現状（H27） 実績（R4） 目標（H34） 

誰かと食事ができる場所の提供 

子どもへの食の提供事業を実施する NPO

活動支援ｾﾝﾀｰ登録団体数 

居場所での食事提供回数 

住区ｄｅ団らんの参加人数 

 

 

３団体 

20回 

12,370人 

 

 

29団体◎ 

1,229回◎ 

6,259人△ 

 

 

１３団体 

1,100回 

14,800人 

 ※１ 足立区食習慣調査：簡易式自記式食事歴法質問票（ＢＤＨＱ）による。 
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２ 事業評価一覧 別紙２-２参照                             

３ 分析と課題                                     

【状況】 【課題】 

 給食時に野菜から食べる子どもは増えてきた

が、家庭での定着率が低い。R4年度はほとんど

の学年で肥満傾向児が増え、国や都との差は学年

が上がるにつれ、広がる傾向にある。 

 子ども自身が望まし

い生活習慣を身につけ

るため、関係部署と連携

した対応策が必要。 
 R4年度はほとんどの学年で肥満傾向児が増え、

国や都との差は学年が上がるにつれ、広がる傾向

にある。 

【方針】 

・ 「あだち食のスタンダード」の定着を図るため、乳幼児期から切れ目

のない食支援を行う。 

・ 子どもへの取り組みを通じて家族全体への波及を目指す。 

（１）野菜をはじめとした食生活の状況 

  ア ３歳児の食事別野菜摂取の割合 

朝食・昼食・夕食で野菜を食べている割合を、平成２７年度と令和４

年度で比較したところ、昼食、夕食は増加し、朝食は減少しました。 

    また起床時間が遅いほど、朝食や昼食で野菜を食べる割合が低い傾向

でした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 出典：３歳児健康診査問診票より 

朝・昼・夕食別 野菜を食べている割合 

(３歳児) 

起床時間と野菜を食べている割合 

(３歳児) 

34.5

68.6

81.6

31

81.7 85.7

20

30

40

50

60

70

80

90

朝食 昼食 夕食

H27 R2 R3 R4

47.2 

82.9 85.3 

24.1 

50.0 

67.2 

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

100.0

朝食 昼食 夕食
６時まで ７時まで ８時まで

９時まで ９時以降

% % 

朝食の野菜摂取が減少 

コロナで健診時の集団指導ができないこ

とも要因→R4より集団指導を再開する 

起床時間が遅いほど、野菜を食べる割合が低い 

⇒乳幼児期から継続し、生活リズムの啓発を実施 

 

 

【図Ⅰ-3-1】 【図Ⅰ-3-2】 
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  イ 保育園・幼稚園児の野菜から食べる割合 

４歳から５歳児で比較するとどの施設種でも大幅に増加しているが、

私立幼稚園 は他施設と比べると低めでした。また、５歳児になると家

庭でも約４割が実施しており、施設別に比較すると区立園が 57.7％と最

も高くなっています。 

保育園・幼稚園児の野菜から食べる割合 

 

 

 

 

 

 

ウ 野菜から食べる割合（中学校２年生） 

子どもの健康・生活実態調査では、「野菜から食べる」と回答した割合

は、非生活困難世帯・生活困難世帯ともに年々増加しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：令和４年度生活・ベジタベアンケート結果より 

【家庭】 

(％) 

野菜から食べる習慣の年次推移(中学校２年生)※同じ集団を経年比較 

非生活困難世帯 生活困難世帯 

<H30> 

<R2> 

 

 <R4> 

子どもの健康・生活実態調査結果（R4:n=3,233人） 「野菜から食べる」と回答した割合 

(％) 

【給食】 

【図Ⅰ-3-3】 【図Ⅰ-3-4】 

【図Ⅰ-3-5】 
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  エ ４０歳前の健康づくり健診での野菜摂取頻度 

朝食・昼食・夕食で野菜を食べている割合は、男性・女性とも朝食が

もっとも低く、特に男性の野菜摂取が低い傾向となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

オ 主食・主菜・副菜をそろえて食べる割合 

「主食・主菜・副菜をそろえて食べる割合」の男女別年次推移は、 

女性は減少、男性は増加傾向となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：足立区政に関する世論調査 

主食・主菜・副菜をそろえて食べる割合・男女別年次推移 

出典：40歳前の健康づくり健診（R3） 

【図Ⅰ-3-6】 

【図Ⅰ-3-7】 
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（２） 朝食摂取状況 

  ア 小・中学生における状況 

男女とも、学年が上がるにつれて朝食を食べる割合は減少しています。

平成２６年からの６年間の推移をみると、学年が上がるにつれ減少傾向

ですが、男子は令和３年と比較すると微増となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

小・中学生における「朝食を毎日食べる割合」（H26～R4 年次推移)男子 

要因：塾通いやスマートフォンの利用等で、生活リズムが乱れている 

⇒生活リズムを整え、まずは簡単でも朝食を食べる習慣を身につけることが必要 

出典：東京都統一体力テストにおける足立区の生活・運動習慣等調査 

95.6

86.3
81.9

60

65

70

75

80

85

90

95

100

小学１年 小学６年 中学３年

H26 H27 H28 H29 H30 R1 R3 R4

％ 

94.2

82.1
77.6

60

65

70

75

80

85

90

95

100

小学１年 小学６年 中学３年

H26 H27 H28 H29 H30 R1 R3 R4

＜朝食を食べない理由＞ 

食欲がない(34.8%) 

食べる時間がない(33.6%)、 
※ R4子どもの健康・生活実態調査(中 2) 

  

小・中学生における「朝食を毎日食べる割合」（H26～R4年次推移)女子 

％ 

【図Ⅰ-3-9】 

【図Ⅰ-3-8】 
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  イ 成人における朝食を毎日食べる割合の年次推移 

    男女ともに、若い世代ほど朝食を毎日食べる割合が低くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 出典：足立区政に関する世論調査 

出典：足立区政に関する世論調査 

20～30歳代の約半数は、朝食摂取習慣が身についていない 

⇒朝食摂取の必要性の啓発及び 

構えないでもできる朝食メニューの紹介が必要 

％ 

％ 

【図Ⅰ-3-10】 

【図Ⅰ-3-11】 
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（３）おいしいく給食を通じた取り組み結果 

  ア 給食をおいしいと思う子どもの割合 

給食をおいしいと思う子どもの割合は、小学６年生は横ばい、中学２

年生は平成２９年度と令和４年度を比較すると 88％から 94％と６ポイン

ト増加しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  イ 一人あたりの給食残菜率 

給食の残菜率は、おいしい給食推進事業開始時（平成２０年度）と比

較すると小学校、中学校ともに約７割減少しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図Ⅰ-3-13】 

9.0 

6.0 5.5 5.0 

3.7 3.7 
3.1 3.0 2.8 2.6 2.4 2.2 1.8 2.2 2.5 
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6.6 6.4 5.8 5.2 
4.6 4.3 5.1 4.8 
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2.0

4.0

6.0

8.0

10.0

12.0

14.0

16.0

H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4

給食平均残菜率の変化（％）

小学校（６８校平均）

中学校（３５校平均）

出典：学務課独自調査 

出典：足立区おいしい給食アンケート 

【図Ⅰ-3-12】  給食がおいしいと思う子どもの割合 



【資料編Ⅰ-3章】分析と課題(おいしい給食・食育対策編) 

42 

 

 

（４）肥満及び健康状況 

ア 中学２年生の肥満割合の年次変化 

肥満度測定判定による肥満型割合は、男子の割合が高く、約 6.4人に 

１人が肥満型でした。 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

イ 子どもの健康状況 

糖尿病有所見者割合をみると、令和４年度は男子の 9．01％、女子の

8.14％が要指導レベル以上でした。 

 

小児生活習慣病予防健診（足立区中学２年生）における糖尿病有所見者割合 

 

 

 
検査

年度 
検査人数 

ヘモグロビン A1c 値

が要指導レベル 

  高値  

6.5％以上 

正常高値 

5.6～6.0％未満 

高値 

6.0～6.5％未満 

男

子 

R2 2,000人 302人(15.10％) 294人(14.70％) 8人(0.40％) 2人(0.10％) 

R3 2,073人 126人(6.08％) 121人(5.84％ 5人(0.24％) 1人(0.05％) 

R4 1,964人 177人(9.01％) 172人(8.76％) 3人(0.15％) 2人(0.10％) 

女

子 

R2 1,949人 271人(13.90％) 265人(13.60％) 6人(0.31％) 0人(0.00％) 

R3 1,862人 82人(4.41％) 80人(4.3％) 2人(0.11％) 1人(0.05％) 

R4  1,781人 143人(8.03％) 142人(7.97％) 1人(0.06％) 2人(0.11％) 

足立区 中２ 肥満度測定判定による肥満型の割合 年次推移 
【図Ⅰ-3-14】 

肥満型：肥満度は性別・年齢別・身長別標準体重から求め、肥満度２０％以上 

 

出典：小児生活習慣病予防健診（中学 2 年）結果 

【表Ⅰ-3-1】 

 

出典：小児生活習慣病予防健診（中学 2 年）結果 
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ウ 適正体重の区民の割合 「年齢が上がるにつれ減少」 

小学１年生と中学１年生の体格を比較すると、中学１年生では、男女

とも肥満と やせの割合が増加し、適正体重の生徒の割合が減少してい

ました。１８～３９歳では適正体重の割合はさらに減少し、男性の肥満

者の割合が約 34％にのぼる一方、女性はやせの割合が約 18％でした。 

４０歳代、５０歳代では、男性の肥満の割合が全国より約 10％程度高く

なっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 小学１年・中学１年 肥満度による判定（令和 4年度 学校保健統計） 
  肥満度＝（実測体重―身長別標準体重）／身長別標準体重×100（％） 
  全国  令和 3年度 文部科学省学校統計調査 
※ １８～３９歳    ＢＭＩによる判定（令和 4年度 40 歳前の健康づくり健診） 
※ ４０歳代、５０歳代 ＢＭＩによる判定（令和 4年度 足立区特定健診） 
※ 全国        ＢＭＩによる判定（令和元年度 国民健康・栄養調査） 

 

【図Ⅰ-3-15】小学 1 年、中学 1年、大人（18～59歳） やせ・適正体重・肥満者の割合 
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BMI25以上 

20歳～60歳代 

35.1％ 

（年齢調整値

34.7％） 

【全国】 

肥満傾向児 

小 1：5.2％ 

中 1：9.2％ 

 

BMI25以上 

全国 

20歳～60歳代 

22.5％ 

（年齢調整値

22.7％） 
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     第４章 
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１ 成果指標の評価                                  

【◎「目標達成」17項目 〇「改善・維持」21項目 △「悪化」20項目】 
 

（１）0～6歳（未就学期）の歯科口腔保健対策 

成 果 指 標 

現状 実績 目標値 

2016 年度 
(H２８年度) 

２０２２年度 
(R４年度) 

２０２２年度 
（R４年度） 

むし歯がない子どもの割合 

(むし歯には処置済みも含む) 

3 歳 86.4% 93.5% ◎ 93% 

6 歳 
(年長児) 61.8% 77.3% ◎ 77% 

5 本以上未処置歯のむし歯
がある子どもの割合【低減】 

6 歳 
(年長児) 5.1% 2.5% ○ 2.3% 

甘い飲み物を与えない保護
者の割合 3 歳 76.0% 78.3% ○ 85% 

仕上げみがきを毎日してい

る保護者の割合 

3 歳 97.0% 97.9% ○ 100% 

6 歳 
(年長児) 72.3% 81.1% ○ 83% 

かかりつけ歯科医をもつ子
どもの割合 3 歳 49.2% 49.4% ○ 55% 

フッ化物配合歯みがき剤を

使用している子どもの割合 

3 歳 60.3% 83.3% ◎ 77% 

6 歳 
(年長児) 67.1% 89.7% ◎ 87% 

6 歳臼歯が永久歯と知ってい

る保護者の割合 
6 歳 

(年長児) 54.4% 80.7% ◎ 75% 

  ア むし歯がない３歳児の割合は目標値を達成しましたが、保健センター

別にみると、地域により差が見られます。 

  イ むし歯がない６歳(年長児)の割合は目標値を達成しました。 

ウ ５本以上未処置のむし歯がある６歳(年長児)の割合は目標を下回りました。 

エ 「仕上げみがきを毎日している保護者」の割合は、３歳・６歳(年長児)

ともに目標値を下回りました。 

【図Ⅰ-4-1】保健センター別・むし歯がない３歳児の割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

🔴 歯科口腔保健対策編 

子どもの成育環境の向上 

4.6㌽差 
※区平均  
  92.5％ 

86.0%

中央本町 92.7%

84.8%

竹の塚 92.4%

84.5%

江北 91.2%

89.5%

千住 95.8%

89.0%

東部 91.9%

84%

96%

H28 H29 H30 R1 R2 R3

管轄別・むし歯がない３歳児の割合

中央本町 竹の塚 江北 千住 東部

第４章 糖尿病対策アクションプラン「歯科口腔保健対策編」 
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（２）7～15歳(学齢期･思春期)の歯科口腔保健対策 

成 果 指 標 

現状 実績 目標値 

２０１6 年度 
(H２8 年度) 

２０２２年度 

(R４年度) 
２０２２年度 
（R４年度） 

むし歯がない児童の割合 
7歳 
(小 1) 

59.8% 72.4% ◎ 65% 

6歳臼歯にむし歯がない
児童の割合 

9歳 
（小 3） 

90.3% 92.6% ◎ 92% 

永久歯にむし歯がない 
児童・生徒の割合 

10歳 
(小 4) 

85.1% 87.9% ◎ 87% 

13歳 
(中 1) 

68.5% 76.3% ◎ 70% 

歯肉に所見のない児童・
生徒の割合 

10歳 
(小 4) 

85.3% 90.6% ◎ 90% 

13歳 
(中 1) 

80.7% 85.8% ◎ 84% 

 

  ア むし歯がない児童・生徒の割合は、目標値を上回りましたが、依然と

して特別区平均を大きく下回っています。 

  イ ６歳臼歯にむし歯がない小学３年生の割合は、目標値を上回りました

が、小３年生以降も年々増加しています。 

  ウ 歯肉に所見のない児童・生徒(小４･中１)の割合は、目標値を上回りました。 

 

 

【図Ⅰ-4-2】6歳臼歯・12歳臼歯の生える学年とむし歯り患率 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

歯・口腔の健康習慣の育成 

小学３年生以降も増加 

令和元年度、区独自に開始した「定期学校健康診断結果のデータ化」により、

学齢期・思春期の歯の健康課題の分析が可能になりました。 

次期計画では、データに基づく課題の抽出および評価を実施し、より効果的な

取り組みを進めていきます。 
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（３）歯周病の重症化予防と糖尿病予防 

成 果 指 標 

現状 実績 目標値 

２０１6 年度 
(H２8 年度) 

２０２２年度 

(R４年度) 
２０２２年度 
（R４年度） 

進行した歯周病のない区民

の割合 

20歳 85.0% 79.6% △ 90% 

35歳 70.0% 65.2% △ 80% 

40歳 65.9% 65.2% △ 75% 

50歳 66.0% 57.8% △ 70% 

60歳 52.2% 51.0% △ 60% 

糖尿病と歯周病の関係につ

いて知っている区民の割合 

20歳 23.2% 30.1% ◎ 30% 

35歳 35.8% 44.5% ○ 45% 

40歳 37.8% 43.2% ○ 45% 

50歳 45.6% 46.3% ○ 50% 

60歳 67.3% 55.2% △ 70% 

定期的に歯科管理を受ける

区民の割合 

20歳 24.0% 28.7% ○ 40% 

35歳 28.1% 28.7% ○ 40% 

40歳 25.9% 32.1% ○ 40% 

50歳 25.1% 26.1% ○ 40% 

60歳 37.3% 30.0% △ 40% 

1 日 1 回はていねいに（5分以

上）歯をみがく区民の割合 

20歳 19.9% 20.2% ○ 40% 

35歳 18.5% 24.4% ○ 40% 

40歳 14.8% 19.3% ○ 50% 

50歳 17.2% 19.6% ○ 50% 

60歳 15.5% 17.8% ○ 50% 

週に 1 回歯間清掃具を使用

する区民の割合 

20歳 9.8% 20.1% ◎ 20% 

35歳 30.4% 42.8% ◎ 40% 

40歳 35.5% 44.2% ○ 45% 

50歳 42.1% 45.7% ○ 50% 

60歳 48.6% 52.9% ◎ 50% 

 

ア 進行した歯周病のない区民の割合は、全年齢で目標値を下回りました。 

４０歳・６０歳を性別で比較すると、いずれも男性の割合が低い状況です。 

  イ 糖尿病と歯周病の関係を知っている区民の割合は、２０歳を除き、目

標値を下回りました。 

  ウ 「定期的に歯科管理を受ける」「１日１回はていねいに歯をみがく」割

合は、全年齢で目標値を下回りました。また、「週に１回は歯間清掃具を

使用する」割合は、４０歳、５０歳が目標値を下回りました。 

 

 



【資料編Ⅰ-4章】成果指標の評価(歯科口腔保健対策編) 

49 

 

22.6%

33.3%

28.0%
31.4%

0%

40%

男 女 男 女

40歳 60歳

定期的に歯科管理を受ける割合(令和４年度)

（40歳・60歳男女別）

R4目標値
40%

R4目標値
40%

 

【図Ⅰ-4-3】40歳・60歳における進行した歯周病のない区民の割合（男女比） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図Ⅰ-4-4】40歳・60歳における歯の健康習慣（男女比） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図Ⅰ-4-5】「週に 1回は歯間清掃具を使用する」割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

28.7%

54.2%

39.4%

61.9%

0%

40%

80%

男 女 男 女

40歳 60歳

週に１回は歯間清掃具を使う割合(令和4年度)

（40歳・60歳男女別）

R4目標値
50%

R4目標値
45%

19.5%
16.9% 17.6% 17.7%

0%

40%

男 女 男 女

40歳 60歳

１日１回は丁寧に歯をみがく割合(令和４年度)

（40歳・60歳男女別）

R4目標値
50%

R4目標値
50%

60.5%
68.1%

46.6%
54.0%

0%

40%

80%

男 女 男 女

40歳 60歳

令和４年度進行した歯周病のない区民の割合

（40歳・60歳男女別）

R4目標値 
 75% 

R4目標値 
 60% 

40歳・60歳ともに、

男性が低くなっている 

「定期的に歯科管理を受ける割合」

「週に１回は歯間清掃具を使用す

る割合」は、男性が低くなっている。 

 

「１日１回は丁寧に歯をみがく割

合」は、４０歳は女性が低く、６０

歳はほぼ同率となっている。 
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（４）関係機関等との連携と歯科口腔保健対策を担う人材のスキルアップ 

成 果 指 標 

現状 実績 目標値 

２０１6 年度 
(H２8 年度) 

２０２２年度 

(R４年度) 
２０２２年度 
（R４年度） 

歯みがき指導を実施する

園・学校の割合 

認可保育園 90% 

区立 76.7% △ 

私立 75.0% △ 

公設民営 71.4% △ 
100% 

幼稚園 68% 56.0% △ 80% 

小中学校 ― 81% ○ 100% 

年少児から給食後の歯み

がき(毎日)に取り組む教

育・保育施設の割合 

認証保育所 70% 8.3% △ 100% 

認可保育園 48% 

区立  6.7% △ 

私立 17.0% △ 

公設民営 21.4% △ 
100% 

幼稚園 53% 28.0% △ 80% 

給食後の歯みがき(全学

年･毎日)に取り組む学校

の割合 

小学校 71% 13.0% △ 100% 

中学校 11% 9.0% △ 50% 

「6歳臼歯の育成」に 

取り組む園・学校の割合 

認可保育園 95% 

区立  100% ◎ 

私立 89.3% △ 

公設民営 92.9% △ 
100% 

幼稚園 71% 72.0% ○ 80% 

小中学校 77% 100% ◎ 100% 

 

  ア 歯みがき指導を実施する割合は、保育園・幼稚園・小中学校すべてで、

目標値を下回りました。 

  イ 給食後の歯みがきを実施する割合は、保育園・幼稚園・小中学校すべ

てで、目標値を下回りました。 

  ウ ６歳臼歯の育成に取り組む割合は、区立保育園および小学校で目標値

を達成しました。 

 
【図Ⅰ-4-6】給食後の歯みがきを実施する割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

年少から実施している

教育･保育施設 54.9%

70.2% 74.3%

19.1%
15.3% 17.9%

小学校 72.0%

67.0%

81.0%

15.0%

12.0%
13.0%

中学校 11.0% 11.0%

26.0%

6.0% 9.0% 9.0%
0%

50%

100%

H29 H30 R1 R2 R3 R4

毎日給食後の歯みがきを実施する割合（H29～R4）

年少から実施している教育･保育施設 小学校 中学校

 

新型コロナウイルス感染

症の影響により大幅に減

少している。 
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２ 事業評価一覧  別紙２-３参照                        

 

 

３ 分析と課題                                  

糖尿病予防ならびに健康寿命の延伸の実現のため、歯科口腔保健の課

題から取り組みを進めてきました。 

【表Ⅰ-4-1】糖尿病対策アクションプランと歯科口腔保健対策 

 歯科口腔保健対策の課題 

むし歯予防 歯周病重症化予防 よく噛む習慣づくり 

糖
尿
病
対
策
ア
ク
シ
ョ
ン
プ
ラ
ン 

子ども・家庭の

生活習慣づくり 

1 0～15歳の歯科口腔保健対策 
(1)0～6歳 【未就学期】 

(2)7～15 歳【学齢期・思春期】 

･ 食べる機能の育成 

･ 野菜からよく噛んで

食べる習慣づくりの推進 

重症化予防対策 2 歯周病の重症化予防と糖尿病予防 
(1)成人期の歯周病予防 

(2)医科歯科連携事業 

･ 野菜からよく噛んで食

べる習慣づくりの推進 

･ ８(歯ち)がつく日

はかむカムデー 

野菜を食べる 

環境づくり 

環境の整備 
3 関係機関等との連携と歯科口腔保健を担う人材の 

スキルアップ 

 

一方、国の「第２次歯科口腔保健の基本的事項（令和６～１７年）」は、

「全ての国民にとって健康で質の高い生活の基盤となる歯科口腔保健の

実現」を掲げ、「３歳児で４本以上のう蝕のある歯を有する者の割合をゼ

ロ％にする」など、１７項目の目標値を定めました。足立区においても、

区民の質の高い生活の基盤となる歯科口腔保健の実現に向け、次期対策

を検討する必要があります。 

区の歯科口腔保健対策は、糖尿病対策アクションプラン「歯科口腔保

健対策編」の評価分析を踏まえ、引き続き重点対策を進めるとともに、

高齢期や健康格差等、新たな課題にも取り組んでいくことといたします。 

 

【表Ⅰ-4-2】次期「歯科口腔保健対策」の推進イメージ 

 妊娠期・未就学期 学齢期・思春期 成人期・壮年期 高齢期 

むし歯予防       

歯周病予防     

口腔機能の向上 

よく噛む習慣 
    

歯・口腔の 

健康格差縮小 
    

歯科口腔保健

の環境整備 

    

        ※      は「糖尿病対策アクションプラン」で取り組む 

追加 

  

 

  

 

  

 

  

    

    

追加 



　

別紙１　目標値一覧

統計抽出元　1:人口動態　2:特定健診　3:衛生部事業概要　4:世論調査　5:学校保健統計
　　　　　　6:乳幼児健診　7:保育課調査　8:足立区学力向上に関する総合調査
　　　　　　9:歯周病健診　10:独自調査　11:東京都国保連特定健診・保健指導支援システム　
　         12:高齢者保健福祉統計　13:妊婦面接（妊娠届）　14:35歳健診
   　　　　15:食習慣調査　16:ベジタベアンケート調査　17:40歳前の健康づくり健診

【がん】

健康日本21
（第二次）
策定時
(H22)

目標(R4)

最終評価
(R1)
＊参考値
(R2)

90.6
（H22)

78.0 1 78.6 1 84.3 減少傾向
70.0
*69.6

胃がん
(ハイ
　　リスク)

0.59% 10.0% 3 2.6% 3 - - -

肺がん 0.07% 0.10% 3 5.5% 3 - 50.0%
男53.4%
女45.6%

大腸がん 8.31% 15.0% 3 13.2% 3 - 50.0%
男47.8%
女40.9%

子宮頸
　　がん

24.06% 30.0% 3 22.0% 3 - 50.0% 43.7%

乳がん 18.57% 25.0% 3 21.8% 3 - 50.0% 47.4%

【循環器】

健康日本21
（第二次）
策定時(H22)

目標(R4)
最終評価
(R1)

男性
58.3
（H22)

49.8 1 36.7 1 49.5 41.6 33.2

女性
29.0
（H22)

27 1 19.0 1 26.9 24.7 18.0

男性
49.7
（H22)

45.5 1 48.3 1 37.0 31.8 27.8

女性
25.7
（H22)

20.7 1 16.5 1 15.3 13.7 9.8

40歳男性 21.2% 20.4% 2 18.8% 2 - - -

40歳女性 9.9% 8.5% 2 9.1% 2 - - -

50歳男性 29.9% 24.5% 2 27.3% 2 - - -

50歳女性 19.3% 18.0% 2 16.4% 2 - - -

60歳男性 36.2% 30.3% 2 31.4% 2 - - -

60歳女性 26.4% 25.5% 2 24.8% 2 - - -

脳血管疾患の
年齢調整死亡率
(10万人対)

虚血性心疾患の
年齢調整死亡率
(10万人対)

高血圧病率
(最高血圧
140mmHg以上
又は最低血圧
90mmHg以上)

参考（国）

75歳未満のがん
年齢調整死亡率

がん検診受診率
40歳～69歳
（子宮頸がんは
20歳～69歳）

目標
第二次
計画策定
時(H23)

目標
(R4)

数
字
抽
出
元

R3

数
字
抽
出
元

参考（国）

目標
第二次
計画策定
時(H23)

目標
(H27)

数
字
抽
出
元

R3

数
字
抽
出
元

1
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   　　　　15:食習慣調査　16:ベジタベアンケート調査　17:40歳前の健康づくり健診

【循環器】

健康日本21
（第二次）
策定時(H22)

目標(R4)
最終評価
(R1)

40歳男性 14.6% 11.5% 2 16.7% 2

40歳女性 7.3% 4.2% 2 9.5% 2

50歳男性 13.9% 10.7% 2 13.9% 2

50歳女性 19.0% 11.5% 2 18.7% 2

60歳男性 10.5% 8.3% 2 9.9% 2

60歳女性 17.8% 15.7% 2 16.6% 2

【糖尿病】

健康日本21
（第二次）
策定時(H22)

目標(R4)
最終評価
(R1)

22,449人 25,210人 11 24,942人 2
有病者
890万人
（H19)

有病者
1000万人

1150万人
＊参考値

48.5% 50.0% 2 43.8% 2 - - -

1.4% 1.0% 2 1.2% 2
1.2%
(H21)

1.0% 0.94%

- - - 38.9% 4 - - -

266g 350g - 219g 15 - - -

22.0% 35.0% 14 17.8% 10 - - -

20歳代女性の
やせ

H25年よ
り調査

減少傾向 13 17.3% 13 29.0% 20% 20.7%

40～60歳代男
性の肥満

38.5%
30.0%
(H27)

2 42.4% 2 - - -

40～60歳代女
性の肥満

21.5%
20.0%
(H27)

2 25.6% 2 22.2% 19% 22.5%

1日の野菜摂取量

よく噛んで食べている人の
（一口30回）割合の増加

適正体重を維持し
ている者の割合
（肥満BMI25以
上、やせBMI18.5
未満）

参考（国）

糖尿病治療者

糖尿病患者は確実に増えるので増加を抑える方向の目標

糖尿病有病者
（HbAc1がJDS値5.2(NGSP値
5.6％)以上の者の割合）

血糖コントロール不良者の割
合(HbA1cがJDS値8.0％（NGSP値
8.4％）以上の者の割合)

野菜を食べる効用を
知っている区民の割合

目標
第二次
計画策定
時(H23)

目標(R4)

数
字
抽
出
元

R3

数
字
抽
出
元

数
字
抽
出
元

R3

数
字
抽
出
元

参考（国）

脂質異常症
（LDLコレステ
ロール160mg/dl
以上の者の割
合）

男性 8.3%
女性11.7%

男性6.2%
女性8.8%

男性9.8%
女性13.1%

目標
第二次
計画策定
時(H23)

目標
(H27)

2
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統計抽出元　1:人口動態　2:特定健診　3:衛生部事業概要　4:世論調査　5:学校保健統計
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   　　　　15:食習慣調査　16:ベジタベアンケート調査　17:40歳前の健康づくり健診

【糖尿病】

健康日本21
（第二次）
策定時(H22)

目標(R4)
最終評価
(R1)

保育園
5歳児

96.8%
100%
(H27)

7 93.6% 16 - - -

小5 97.0%
100%
(H27)

8 95.3% 8 - - -

中2 94.0%
100%
(H27)

8 91.9% 8 - - -

35歳 74.0%
80.0%
(H27)

14
※1
58.1%

17 - - -

27.0%
(H22)

30.0%
(H27)

4 37.5% 4 - - -

60店舗 120店舗 - 107 - - - -

35.1%
(H22)

40% 4 35.7% 4 - - -

40歳～64歳 27.7% 32.0% 2 29% 2 - - -

65歳～74歳 50.2% 55.0% 2 44.4% 2 - - -

男性
16.5%

男性15.3％
男性
13%

男性14.9%

女性
11.1%

女性7.5％ 女性6.4%
女性
9.1%

小学5年男子
46.0%
(H24)

50.0%
(H27)

8 45.2% 8 61.5%
評価指標
を変更

-

小学5年女子
24.0%
(H24)

30.0%
(H27)

8 33.6% 8 35.9%
評価指標
を変更

-

40歳
(35～44歳)

70.8% 79.0%
9,1
4

60.8% 9 - - -

50歳
(45～54歳)

68.1% 72.0% 9 54.3% 9 - - -

60歳
(55～64歳)

59.5% 64.0% 9 50.4% 9 - - -

44.0%
(H22)

48.0% 10 39.1% 10 - - -

32.0%
(H22)

38.0% 10 33.5% 10 - - -

10 10

運動やスポーツ
をしている割合

進行した歯周病
のない人の割合

定期的に歯科健診を受けてい
る人の割合

週に一度はデンタルフロスや
歯間ブラシを使用している人
の割合

あだち食の応援店数

暮らしの中で身体を動かして
いる人

1回30分以上の運
動を週2回以上
続けて行っている
人（40歳以上）

生活習慣病のリスクを高める
量※２を飲酒している割合

※2　質問変更。純アルコールで
男約40g/日以上、女約20g/日

H25年
から

7%

数
字
抽
出
元

R3

数
字
抽
出
元

参考（国）

毎日朝食を食べ
ている割合

※1
４０歳前の健康づく

り健診

主食・主菜・副食を合わせた
食事を食べる人

目標
第二次
計画策定
時(H23)

目標(R4)

3
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　         12:高齢者保健福祉統計　13:妊婦面接（妊娠届）　14:35歳健診
   　　　　15:食習慣調査　16:ベジタベアンケート調査　17:40歳前の健康づくり健診

【次世代】

健康日本21
（第二次）
策定時

目標(R4)

最終評価
(R1)
＊参考値
(R2)

9.5% 8.0% 3 9.48% 3
9.6%
(H22)

減少傾向
9.4%
*9.2%

小5男子
3.1%
(H22)

減少傾向 5 8.2% 5
4.6%
(H23)

小5女子
1.5%
(H22)

減少傾向 5 5.1% 5
3.4%
(H23)

中2男子
2.9%
(H22)

減少傾向 5 9.0% 5 - - -

中2女子
2.1%
(H22)

減少傾向 5 5.8% 5 - - -

1歳6か月児
51.0%
(H22)

55.0%
(H27)

6 58.8% 6 - - -

3歳児
47.0%
(H22)

50.0%
(H27)

6 58.5% 6 - - -

1歳6か月児
45.0%
(H22)

50.0%
(H27)

6 54.3% 6 - - -

3歳児
39.0%
(H22)

45.0%
(H27)

6 43.2% 6 - - -

小学5年生
76.3%
(H24)

80.0%
(H27)

8 質問変更 - - - -

中学2年生
55.7%
(H24)

60.0%
(H27)

8 質問変更 - - - -

中学生の
飲酒率

5.0%
(H22)

0% 10 - - - - -

高校生の
飲酒率

24.0%
(H22)

0% 10 - - - - -

7.2%
(H22)

0%
(H26)

6 0.8% 13 8.7% 0%
1.0％
*0.8％

5.9%
(H22)

3.0% 10
4.5％
※3

- 10.7%

望まない受
動喫煙のな
い社会の実

現

6.9％

妊娠中
5.2%
(H22)

0%
(H26)

10 1.3% 13 5.0% 0%
2.3%

＊2.0％

15歳以下
3.3%
(H22)

0% 10 - -
中学1年生
男子1.6％
女子0.9％

中学3年生
0％

中学3年生
男子0.1％
女子0.1％
＊R3参考値

18歳以下
9.5%
(H22)

0% 10 - -
高校1年生
男子8.6％
女子3.8％

高校3年生
0％

高校3年生
男子1.0％
女子0.6％
＊R3参考値

午後９時までに
寝る子の割合

早寝早起きなど
規則正しい生活
をしている割合

未成年者の飲酒
をなくす

妊娠中の飲酒をなくす

受動喫煙の機会を有するもの
の割合(乳児のいる家庭での
喫煙率)
※3　乳児健診時の母の喫煙率

未成年や妊娠中
の喫煙をなくす

参考（国）

低体重出生児の減少

肥満傾向にある
子どもの減少
（中等度・高度
肥満の割合）

減少傾向
9.57%
*11.91%

午前７時までに
おきる子の割合

目標
第二次
計画策定
時(H23)

目標(R4)

数
字
抽
出
元

R3

数
字
抽
出
元
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別紙１　目標値一覧

統計抽出元　1:人口動態　2:特定健診　3:衛生部事業概要　4:世論調査　5:学校保健統計
　　　　　　6:乳幼児健診　7:保育課調査　8:足立区学力向上に関する総合調査
　　　　　　9:歯周病健診　10:独自調査　11:東京都国保連特定健診・保健指導支援システム　
　         12:高齢者保健福祉統計　13:妊婦面接（妊娠届）　14:35歳健診
   　　　　15:食習慣調査　16:ベジタベアンケート調査　17:40歳前の健康づくり健診

【次世代】

健康日本21
（第二次）
策定時(H22)

目標(R4)
最終評価
(R1)

3歳
(乳歯）

83.0% 86.0% 6 92.5% 6 - - -

6歳
(永久歯）

96.3% 98.0% 5 98.8% 5 - - -

9歳
(永久歯）

78.9% 81.0% 5 88.6% 5 - - -

12歳
(永久歯）

60.2% 62.0% 5 74.9% 5 - - -

1.08 1 5 0.67 5 - - -

9歳 84.8% 86.0% 5 87.4% 5 - - -

12歳 77.5% 80.0% 5 85.2% 5 - - -

68.4% 70.0% 6 79.1% 6 - - -

【COPD】

健康日本21
（第二次）
策定時(H22)

目標(R4)
最終評価
(R1)
＊参考値

H25年よ
り調査

80.0% 4 37.9% 10 25.0% 80.0%
28.0％
*28.0％
（R3）

特定健診
19.9%
(H22)

12.0% 4 17.5% 4

世論調査 18.8% 12.0% 4 16.0% 10

数
字
抽
出
元

参考（国）

COPDを認知している
区民の割合

成人の喫煙率の
減少

19.5% 12.0%
16.7%

参考（国）

幼児期や学齢期
でむし歯のない
子の割合

１２歳の永久歯の
ＤＭＦＴ指数

学齢期で歯肉炎
のない子の割合

甘い飲み物を毎日与えていな
い親(３歳児)の割合

目標
第二次
計画策定
時(H23)

目標(R4)

数
字
抽
出
元

R3

目標
第二次
計画策定
時(H23)

目標(R4)

数
字
抽
出
元

R3

数
字
抽
出
元

5



　

別紙１　目標値一覧

統計抽出元　1:人口動態　2:特定健診　3:衛生部事業概要　4:世論調査　5:学校保健統計
　　　　　　6:乳幼児健診　7:保育課調査　8:足立区学力向上に関する総合調査
　　　　　　9:歯周病健診　10:独自調査　11:東京都国保連特定健診・保健指導支援システム　
　         12:高齢者保健福祉統計　13:妊婦面接（妊娠届）　14:35歳健診
   　　　　15:食習慣調査　16:ベジタベアンケート調査　17:40歳前の健康づくり健診

【こころ】

健康日本21
（第二次）
策定時(H22)

目標
最終評価
(R1)＊参考
値(R2)

25.2%
(H22)

18.5% 1 17.4% 1 23.4%
13.0%以
下(R8)

15.7%
*16.4%

小学生
（小６）

63.5% 70.0% 8 調査不可 - - - -

中学生
（中３）

56.1% 60.0% 8 調査不可 - - - -

10.6% 7.0% 4 25.1% 4 - - -

【高齢者】

健康日本21
（第二次）
策定時(H22)

目標(R4)
最終評価
(R1)＊参考
値(R3)

前期高齢者 5.7% 増加抑制 12 6.2% - - - -

後期高齢者 30.2% 増加抑制 12 33.7% - - - -

29.0%
(H22)

38.0% 10 37.9% 10 - - -

H25年よ
り調査

80.0% 4 33.6% 10 44.4% 80%
44.8％
*44.6％

15.0% 減少傾向 2 16.9% 2 17.4% 22% 16.8%

【地域】

健康日本21
（第二次）
策定時(H22)

目標(R4)
最終評価
(R1)

13.6% 増加傾向 4 20.5% 10 - - -

4.1% 増加傾向 4
109社
※4

- - - -

28.1% 増加傾向 4 10.2% 10 - - -

数
字
抽
出
元

参考（国）

自然や家族、地域の健康づく
りを支援する活動への参加意
向

健康づくりに関する活動に取り
組む企業等（ボランティアやNPO
などの活動）
※4　足立区WLB認定企業数（R4）

１年間に町会や自治会、老人
会、子ども会、PTAなどの催しや
活動に参加している割合

参考（国）

要支援、
要介護率

８０歳で自分の歯が
２０本以上ある人の割合

ロコモティブシンドロームを
認知している区民の割合

やせ傾向（BMI20以下）の
高齢者の割合（65～75歳）

目標
第二次
計画策定
時(H22)

目標(R4)

数
字
抽
出
元

R3

参考（国）

自殺者（人口10万対）

自分の考えや気
持ちをわかって
くれる友達がい
る

疲れているのに寝付けない、
途中で目が覚めてしまう、
朝早く目覚めてしまうことが
2週間以上続くことがある人

目標
第二次
計画策定
時(H23)

目標(R4)

数
字
抽
出
元

R3

数
字
抽
出
元

目標
第二次
計画策定
時(H23)

目標(R4)

数
字
抽
出
元

R3

数
字
抽
出
元

6
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１　野菜を食べること、野菜から食べることを推進（健康応援部会）
（１） 野菜から食べやすくなる環境づくり

Ｎｏ. 事業名 目的・具体的内容 対象者
実施頻度
実施回数

活動目標
令和4年度

令和4年度
事業実績

令和4年度
目標達成率

（％）

令和4年度
目標達成度

（Ａ・Ｂ・Ｃ）
令和5年度の方針

活動目標
令和5年度

成果指標
(事項・データ・対象　等）

成果指標
現状

（平成29年
度）

成果指標
現状

（令和2年度）

成果指標
目標値

（令和4年度）

成果指標
現状

（令和4年度）

成果指標
目標値

（令和5年度）
担当部署

（１）
①

北足立市場における野菜の取
扱高の維持

北足立市場での野菜の取扱高を維持すること
で、区民への野菜流通に貢献する。

区民 ‐ 15万トン 10.9万トン 73% Ｂ

北足立市場での野菜の
取扱高を維持すること
で、区民への野菜流通
に貢献する。

15万トン
事項：１日の野菜摂取量の増加
データ：食習慣調査
対象：区民

220ｇ 229ｇ 280ｇ 233ｇ 280ｇ
東京都中央卸売市場
北足立市場

（１）
②

区内のＪＡ東京スマイル各支
店での野菜販売

ＪＡ東京スマイルが、足立区内の各支店で区内
産野菜の販売会を行う。

区民
66回

（5支店）
66回

（5支店）
66回

（4支店）
100% Ａ

引き続き「ときめき」
での広報活動を行う。

66回
（5支店）

JA東京スマイル各支店での野菜販売
回数

66回
（5支店）

59回
（4支店）

66回
（5支店）

66回
（4支店）

66回
（5支店）

産業振興課
（ＪＡ東京スマイ
ル）

（１）
③

あだちベジタベライフ協力店

野菜の販売、野菜たっぷりメニューの提供、ベ
ジ・ファーストメニューの提供等の店舗を登録
し、区民がいつでも野菜を食べることができる
環境づくりを行う。また、併せて朝食に野菜を
食べる環境を整備するため、ベジタベモーニン
グを推進する。

区民
登録店
607店

900店 827店 92% Ａ

職員によるスーパー等
へアプローチを行いつ
つ、新規開拓委託を再
開して900店舗の登録
を目指す。

900店 登録店舗数 607店 910店 900店 827店 900店
こころとからだの健
康づくり課

（１）
④

区内民間企業との連携
区内民間企業へ働きかけ、食育月間・糖尿病月
間等を中心に連携し、野菜を食べやすい環境づ
くりを推進する。

区民 ‐

協力企業と
の連携を強
化し、新た
な啓発を行
う。

【協力】
13企業
（新規2社）
食育月間等で
ベジチェック
実施（アリオ
西新井、文教
大学など）

100% Ａ

商業施設やスーパー、
ファミリーレストラン
等を運営する協力企業
に加えて、食品メー
カーとの連携も強化し
ていく。

協力企業との連
携を強化し、新
たな啓発を行
う。

事項：１日の野菜摂取量の増加
データ：食習慣調査
対象：区民

220ｇ 229ｇ 280ｇ 233ｇ 280ｇ
こころからだの健康
づくり課、ｼﾃｨﾌﾟﾛﾓｰ
ｼｮﾝ課

（１）
⑤

商店、スーパー等で1食分や1
日分の野菜やサラダ等惣菜の
製造販売

1食分の野菜120ｇ(1日の野菜摂取量の1/3)パッ
ク、350ｇパックなどの野菜や、サラダ・惣菜な
どの販売を推進する。

区民 13店 15店 13店 87% Ａ
各保健センターと連携
を図りながら、協力店
舗数を増やしていく。

15店 実施店舗数 15店 12店 15店 13店 15店
こころとからだの健
康づくり課

（１）
⑥ 簡単野菜レシピ啓発

調理の知識がなくても、多忙でも、手軽に簡単
に野菜が食べられるレシピを作成し、ホーム
ページ、Ａメール、クックパッド、レシピカー
ド等様々な方法で周知する。
（レシピに関するもの）

区民 年54品
年48品

(1品/週)

Ａメール
42回

クックパッド
25回

88% Ａ

物価高騰による影響も
考慮したうえで、今後
も区のSNSを活用し
て、ベジレシピ情報を
発信していく。

年48品
(1品/週)

活動目標 年48品 年53品 年48品 年42品 年48品
こころとからだの健
康づくり課

（１）
⑦

あだち食の健康応援店

バランスのよい食事を選択できる環境づくりと
して、エネルギーをはじめ、塩分・野菜量等の
表示を行う店舗や、食に関する情報発信等を行
う店舗を登録し、区民へ栄養バランス及び野菜
摂取の必要性を啓発する。

区民
登録店
全124店

新規5店
全140店

新規1店
全100店

71% Ｂ
各保健センターと連携
を図りながら、応援店
舗数を増やしていく。

新規5店
全140店

登録店舗数
登録店
124店

新規1店
全110店

新規30店
全140店

新規1店
全100店

新規30店
全140店

こころとからだの健
康づくり課

（２） 働く人の食環境の整備と健康づくりの推進

Ｎｏ. 事業名 目的・具体的内容 対象者
実施頻度
実施回数

活動目標
令和4年度

令和4年度
事業実績

令和4年度
目標達成率

（％）

令和4年度
目標達成度

（Ａ・Ｂ・Ｃ）
令和5年度の方針

活動目標
令和5年度

成果指標
(事項・データ・対象　等）

成果指標
現状

（2017年度）

成果指標
現状

（令和2年度）

成果指標
目標値

（令和4年度）

成果指標
現状

（令和4年度）

成果指標
目標値

（令和5年度）
担当部署

（２）
①

集団健康診断等における啓発
用パンフレットの配布

勤労福祉サービスセンター「ゆう」の会員及び
区民で集団健康診断、ライフプランセミナーに
参加する人に、区作成のチラシを配布し、あだ
ちベジタベライフの周知を図る。

「ゆう」が
実施する日
曜健診・ラ
イフプラン
セミナーに
参加するゆ
う会員及び
区民

年３回 110部

集団健康診断
は例年実施会
場の勤労福祉
会館が大規模
改修のため中
止、ライフプ
ランセミナー
は実施した
が、チラシ配
布の機会がな
かった。

0% Ｃ

令和5年度以後の集団
健康診断におけるチラ
シ配布の方法は、受付
の横にチラシ設置場
所。
ライフプランセミナー
の開催は未定。

110部
日曜健診及びライフプランセミナー
の会場で配布するチラシを持ち帰る
人数

60人

新型コロナウ
イルス感染症
の蔓延防止の
ため、２回の
集団健康診断
とライフプラ
ンセミナーは
中止となっ

た。

110人

集団健康診断
は、例年実施
会場の勤労福
祉会館が大規
模改修のため
中止。
ライフプラン
セミナーは、
実施したがチ
ラシ配布の機
会がなかっ
た。

110人
企業経営支援課
（勤労福祉サービス
センター）

（２）
②

特定給食施設指導

特定多数の人に継続的に食事を提供している施
設において、喫食者の健康の維持増進を図るた
め、健康増進法に基づき、指導・支援を行う。
それぞれの施設の特性に応じた栄養管理ができ
るよう、塩分・野菜量等の適正量等を含めて指
導し、あだちベジタベライフの普及啓発も行
う。

対象施設
503施設

個別指導
2,025件

2,300件 2,385件 100% Ａ

コロナ禍で実施できな
かった新規開設施設及
び栄養管理に課題のあ
る施設への巡回指導を
強化する。また適切な
栄養管理の実施に繋が
るよう、栄養関連情報
の提供等の支援に努め
るとともに、あだちベ
ジタベライフの普及啓
発を行う。

2,300件 指導後の改善率 60.60% 66.7% 70% 61.7% 70%
こころとからだの健
康づくり課

1
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（３） 区民への啓発・周知を進める

Ｎｏ. 事業名 目的・具体的内容 対象者
実施頻度
実施回数

活動目標
令和4年度

令和4年度
事業実績

令和4年度
目標達成率

（％）

令和4年度
目標達成度

（Ａ・Ｂ・Ｃ）
令和5年度の方針

活動目標
令和5年度

成果指標
(事項・データ・対象　等）

成果指標
現状

（2017年度）

成果指標
現状

（令和2年度）

成果指標
目標値

（令和4年度）

成果指標
現状

（令和4年度）

成果指標
目標値

（令和5年度）
担当部署

（３）
①

各媒体を活用した啓発（あだ
ち広報・ＳＮＳ等）

広報・ホームページ・フェイスブック・Ａメー
ル等の電子媒体及び、パンフレット、ＤＶＤ等
を活用して区民へ野菜を食べることの重要性を
啓発する。（レシピに直接関係ないもの）

区民

Aメール及
びフェイス
ブック各10

回

Aメール及び
フェイス

ブック各10
回

Aメール3回
フェイスブッ
ク5回
Twitter2回
YouTube1回

55% Ｃ

今後も食育月間や糖尿
病月間などで、区のＳ
ＮＳを活用して野菜を
食べることの重要性を
啓発していく。

Aメール及びフェ
イスブック各10

回

事項：野菜から食べている区民の割
合
データ：区政に関する世論調査
対象：区民

64.7% 64.8% 80% 67.1% 80%
こころとからだの健
康づくり課

（３）
②

各媒体を活用した啓発（その
他）

上記の媒体以外でも、区民へ野菜を食べること
の重要性を啓発する。

区民 ‐

協力企業と
の連携を強
化し、新た
な啓発を行
う。

【協力】
13企業
（新規2社）
懸垂幕や横断
幕、のぼり旗
等の設置

100% Ａ

区によるレシピ監修な
どの協力企業が作製し
た啓発リーフレット等
を配布するなど、引き
続き連携を強化してい
く。

協力企業との連
携を強化し、新
たな啓発を行
う。

事項：野菜から食べている区民の割
合
データ：区政に関する世論調査
対象：区民

64.7% 64.8% 80% 67.1% 80%
こころからだの健康
づくり課、ｼﾃｨﾌﾟﾛﾓｰ
ｼｮﾝ課

（３）
③

商店街と連携した啓発
足立区商店街振興組合連合会を通じたベジタベ
ライフ協力店の協力依頼や、ベジタベライフ啓
発物の配布等を行う。

区民

チラシ
配布１回
（52商店街
×30部）

ティッシュ
配布１回
（52商店
街）

ティッシュ
配布１回
（25商店街、
7,400個）

100% Ａ

歳末セール抽選会など
のイベント時に、ベジ
タベティッシュの配布
を依頼する。

ティッシュ
配布１回
（52商店街）

足立区商店街振興組合連合会を通じ
て配布したティッシュを配布した回
数

チラシ
配布
１回

（52商店街×
30部）

ティッシュ
配布１回

（19商店街、
7,750個）

ティッシュ
配布１回
（52商店街）

ティッシュ
配布１回
（25商店街、
7,400個）

ティッシュ
配布１回
（52商店街）

こころとからだの健
康づくり課
（産業振興課）

（３）
④

医療関連団体や公共施設等と
連携した啓発

足立区医師会、足立区歯科医師会、足立区薬剤
師会、東京都柔道整復師会足立支部の会員施設
や、学習センター、図書館、地域包括支援セン
ター、警察署、税務署、青色申告会でポスター
を掲示し、区民へ糖尿病などの生活習慣病を予
防するために野菜を食べることの重要性を啓発
する。

区民
2年に1回ポ
スターを作
成・掲示

ポスター
2,500枚
を掲示

（継続）

ポスター
2,500枚
を掲示
（継続）

100% Ａ

令和3年度に配布した
ベジタベライフ啓発用
ポスターの掲出依頼期
間が「令和5年3月31
日」までとなっている
ことを踏まえ、令和5
年度から新しいポス
ターの掲示を依頼する
（令和7年3月まで）。

ポスター
2,500枚
を作成
・掲示

事項：野菜から食べている区民の割
合
データ：区政に関する世論調査
対象：区民

64.7% 64.8% 80% 67.1% 80%
足立区医師会、
こころとからだの健
康づくり課

（３）
⑤

地域学習センター等の活用

地域学習センターでベジタベ関連講座を実施
し、野菜のおいしい食べ方や、野菜摂取・ベジ
ファーストの効用などを区民に伝え、糖尿病の
予防に寄与する。

区民 通年 年30回

年60回
398名参加

（ほか動画配
信3回）

100% Ａ

図書館や体育館との複
合施設であるという強
みを生かし、様々な世
代向けのベジタベ関連
講座を開催していく。

年30回
事項：食事の際、野菜から食べる区
民の割合
データ：事業実施時アンケート

－ － 80% － 80% 生涯学習支援課

（３）
⑥

総合型地域クラブ等での啓発
区内に９つある総合型地域クラブ等に配布する
チラシ、ポスター等に糖尿病月間のＰＲを掲載
する。

区民 通年 年２回

コロナ禍の影
響から抜け切
れず、配布対
象となるイベ
ントが開催さ
れなかった。

0% Ｃ

地域型総合クラブを始
めとし、各種協力団体
にあだちウォーキング
チャレンジのチラシ・
ポスターに糖尿病月間
のPRを掲載し衛生部と
配布先を連携、啓発範
囲の拡大にあたる。

年１回
事項：食事の際、野菜から食べる区
民の割合
データ：事業実施時アンケート

－ － 100% － 100% スポーツ振興課

（３）
⑦

区内イベントや歯科保健事業
での啓発

区内イベントや歯科保健事業等において、リー
フレット等を配布し、「野菜からよくかんで食
べること」や「歯と口の健康づくり」を啓発す
る。

区民 通年 7,000人 3,200人 46% Ｃ
保健センター母子事業
を中心に配付・啓発す
る。

7,000人
事項：野菜から食べている区民の割
合
データ：区政に関する世論調査

64.70% 64.8% 80% 67.1% 80%
データヘルス推進
課、保健センター

（３）
⑧

食育サポーターによる食育啓
発事業

区民ボランテｨアである食育サポーターが、食育
体験教室・健康教室等で、食事の適量や野菜摂
取の重要性について、「手ばかり栄養法」や
「食育クイズ」などのツールを活用して、区民
へ広く啓発する。

区民
活動回数

27回
3,245人

大人対象
20回

2,000人
子ども対象

30回
900人

大人対象
12回

2,194人
子ども対象

9回
423人

計21回
2,617人

42% Ｃ

昨年度は活動再開と
なったものの、感染対
策のため、規模を縮小
して活動した。今年度
は活動の場を増やし、
広く野菜摂取の重要性
等を啓発していく。ま
たコロナ禍に新規会員
となった方に積極的に
声掛けを行い、活動を
体験いただき、スキル
アップを目指す。

大人対象
20回

2,000人
子ども対象

30回
900人

活動回数
27回
3245人

新型コロナウ
イルス感染症
の感染拡大防
止のため活動

中止

※食育サポー
ターへの資料

配付2回

大人対象
20回

2,000人
子ども対象

30回
900人

計50回
2,900人

大人対象
12回

2,194人
子ども対象

9回
423人

計21回
2,617人

大人対象
20回

2,000人
子ども対象

30回
900人

計50回
2,900人

こころとからだの健
康づくり課

（３）
⑨

健康づくり推進員事業

区民ボランティアである健康づくり推進員が、
区民の健康課題や健康づくりに関する情報を学
び、その内容を地域の活動を通じて区民に広め
る。「あだちベジタベライフ～そうだ、野菜を
食べよう」運動を広めるため、「野菜から食べ
よう」の声かけ、あだちベジタベライフ協力店
の募集の協力や利用、野菜から食べる効果の普
及等を実施する。

区民

健康づくり
推進員が所
属する全住
区センター
において実

施

健康づくり
推進員が所
属する全住
区センター
において実

施

健康づくり推
進員が所属す
る全住区セン
ターにおいて

実施

100% Ａ

引き続き３つの内容を
全健康づくり推進員が
活動の中に取り込める
よう、年２回の推進員
研修等で説明し支援し
ていく。

健康づくり推進
員が所属する全
住区センターに

おいて実施

事項：野菜から食べている区民の割
合
データ：区政に関する世論調査

64.7% 64.8% 80% 67.1% 80%
こころとからだの健
康づくり課

（３）
⑩

足立成和信用金庫との連携
足立成和信用金庫へ働きかけ、食育月間等を中
心に連携し、区民へ野菜を食べることの重要性
を啓発する。

区民 適宜 適宜

食育月間リー
フレット
2,500部
ベジレシピの
同信金公式
LINE配信
26回

100% Ａ

リーフレットの配布や
ベジレシピのLINE配信
を引き続き行ってい
く。

適宜 野菜摂取量 － 229ｇ 280ｇ 233ｇ 280ｇ
こころとからだの健
康づくり課
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（３） 区民への啓発・周知を進める

Ｎｏ. 事業名 目的・具体的内容 対象者
実施頻度
実施回数

活動目標
令和4年度

令和4年度
事業実績

令和4年度
目標達成率

（％）

令和4年度
目標達成度

（Ａ・Ｂ・Ｃ）
令和5年度の方針

活動目標
令和5年度

成果指標
(事項・データ・対象　等）

成果指標
現状

（2017年度）

成果指標
現状

（令和2年度）

成果指標
目標値

（令和4年度）

成果指標
現状

（令和4年度）

成果指標
目標値

（令和5年度）
担当部署

（３）
⑪

「二十歳の集い」記念誌にベ
ジタベ啓発記事掲載

「二十歳の集い」参加者へ配布する記念誌に、
ベジタベライフ関連の記事を掲載する。

20歳 年１回 年１回 年１回 100% Ａ

引き続き「二十歳の集
い」式典当日及び区民
事務所（式典当日から
１月末日まで）におい
て、20歳の方を対象に
冊子を配布する。

年１回 冊子の配布部数 3,860部 3,400部 3,900部 3,158部 3,900部 青少年課

（３）
⑫

区内大学等における「野菜か
らかむカムランチ」の提供

東京電機大学学生食堂等と連携し、「かむカム
ランチ」の提供や、歯と口の健康週間（６月）
及び「いい歯の日」（１１月）に関連した啓発
キャンペーン等を実施する。

学生
区民

年２回 年４回

新型コロナウ
イルス感染症
の感染拡大防
止のため事業
中止

0% Ｃ
関係機関等と連携し、
よく噛んで食べる取り
組みを検討する。

年４回
事項：よく噛んで食べる者の割合
データ：参加者アンケート

37%

新型コロナウ
イルス感染症
の感染拡大防
止のため事業

中止

50%

新型コロナウ
イルス感染症
の感染拡大防
止のため事業
中止

50%
データヘルス推進
課、千住保健セン
ター

（３）
⑬

区役所内食堂における「野菜
からかむカムランチ」の提供

区役所食堂と連携し、８(歯ち)がつく日に「野
菜からかむカムランチ」を提供する。

職員
区民

通年 通年 通年 100% Ａ

引き続き、区役所内食
堂と連携し、よく噛ん
で食べることを啓発す
る。

通年
提供した「野菜からかむカムラン
チ」の食数

1,898食 2,001食 2,000食 1,890食 2,000食 竹の塚保健センター

（３）
⑭

糖尿病予防の情報提供

グループウェアに開設した「糖尿病対策掲示
板」や「健康だより」に記事を掲載するほか、
健診等の機会にリーフレットを配布し、職員の
糖尿病への理解と予防対策の啓発を進める。

職員 年４回 年４回 年４回 100% Ａ

健康診断時や健康だよ
りでの啓発を行う。ま
た、健診結果からの個
別保健指導を行う。

年４回 糖尿病関連のリーフレット配布部数 200部 120部 250部 250部 250部 人事課

（３）
⑮

健康管理講演会の開催
職員向けの健康管理講演会を糖尿病予防月間
（11月）に開催し、糖尿病への理解を深め、予
防対策を行う。

職員 年１回 年１回

新型コロナウ
イルス感染拡
大防止のため
中止

0% Ｃ

糖尿病予防の健康管理
講演会を実施する。
健康診断の結果をもと
に糖尿病リスクの高い
職員に対し、個別に勧
奨通知を発送する。

年１回
定期健康診断でヘモグロビンA1c7.0
以上となった職員に対し個別に受講
案内をし、受講に繋がった割合

4%

新型コロナウ
イルス感染拡
大防止のため

中止

10%

新型コロナウ
イルス感染拡
大防止のため
中止

10% 人事課

（３）
⑯

職員の個別指導

定期健診結果において、糖尿病の二次検査を受
診（＝要精密）後に要指導となった職員、およ
びﾍﾓｸﾞﾛﾋﾞﾝA1c7.0以上の職員の糖尿病合併症を
予防するために個別指導を行い、重症化を防
ぐ。

職員 年１回 年１回 年１回 100% Ａ

糖尿病予防の健康管理
講演会を実施する。
健康診断の結果をもと
に糖尿病リスクの高い
職員に対し、個別指導
する。

年１回
個別指導実施後、次年度の健診でﾍﾓ
ｸﾞﾛﾋﾞﾝA1cの数値が改善した割合

31人（67％）

新型コロナウ
イルス感染拡
大防止の観点
から定期健康
診断が12月中
旬まで延期さ
れたことに伴
い、二次検査
が中止となっ

た。

78% 81% 78% 人事課
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２　野菜から食べるなどの良い生活習慣の定着を乳幼児期から推進

NO.
新規・
継続

事業名 目的・具体的内容 対象者
実施頻度
実施回数

活動目標
令和4年度

事業実績
令和4年度

目標達成率
（％）

目標達成度
令和4年度

(Ａ・Ｂ・Ｃ)
令和5年度の方針

活動目標
令和5年度

成果指標
(事項・データ・対象

等）

成果指標現状
平成29年度

成果指標現状
令和2年度

成果指標現状
令和4年度

成果指標目標値
令和5年度

担当部署

1 継続
乳幼児期からの野菜摂取の大切
さの啓発
【食育対策編(1)3】

乳児健診、1.6歳児歯科健診、3歳児健診
等での集団指導において、望ましい食習
慣のポイントや朝ベジの効果、簡単朝食
向け野菜レシピを伝える。また、食支援
が必要な母子には個別指導を行う。

乳児健診
1.6歳歯科健診

3歳児健診
の受診保護者

169回98%
112回98%
115回94%

169回98%
112回98%
115回94%

165回96%
122回93%
136回100%

97.9％
94.9％
106.4％

Ａ
Ａ
Ａ

各健診にて、望ましい
食習慣のポイントや朝
ベジの効果を伝え、簡
単朝食野菜レシピを配
布する。また食支援が
必要な母子には個々の
状況にあわせた個別指
導を実施する。また野
菜摂取につながるよ
う、ホームページやSNS
を活用し、レシピや動
画による啓発に重点を
置く。

169回98%
112回98%
115回94%

事項：
朝食に野菜を食べて
いる割合
データ：
①1歳6か月健診
②3歳児健診

①49.2%
②34.5%

①49.6％
②33.0％

①47.3％
②31.0％

①55%
②50%

保健予防課
保健所保健栄養
こころとからだの健
康づくり課

2 継続
保健センターでの乳児の母の糖
尿病リスクチェック

乳児健診時、妊婦健診結果や家族歴、簡
易血糖検査から母の糖尿病リスクを
チェックし、3歳までの健診において随時
保健指導を行う。

乳児健診
の保護者

174回 169回 204 121% Ａ

引き続き乳幼児健診等に
おける血糖検査や個別指
導を継続するとともに、
糖尿病講演会との両輪で
糖尿病ﾘｽｸの高い方をﾌｫﾛｰ
していく。

169回 糖尿病講演会参加人数 254人 0人 41 250人
こころとからだの健
康づくり課

3 継続
「早寝・早起き・朝ごはん、野
菜も食べよう」の啓発
【食育対策編(1)4】

子どもの健やかな成長に欠かせない「基
本的な生活リズム」を身につける。保育
園等での生活リズムカレンダーの取り組
み、リーフレットやポスターなどによる
啓発活動を行う。

①「生活リズムカレンダー」
②「リーフレット」
③「ポスター」

①保育園、幼稚園
等の4･5歳児
②保育園等や保健ｾ
ﾝﾀｰに配布。保護
者、区民向け
③保育園等や区内
公共施設、小中学
校に配布。児童、
保護者、区民向
け。

生活ﾘｽﾞﾑｶﾚﾝﾀﾞｰの取
り組み
4･5歳児在籍園
143/175園(81.7%)
〔区立保育園39/39
園(100%)
認証保育所14/15園
(93.3%)
私立幼稚園36/53園
(67.9%)
私立保育園54/68園
(79.4%)〕

221園全園に配布

生活リズムカレ
ンダーの取り組
み
区立保育園
100％
私立保育園
75.8％
私立幼稚園72％
認証保育所
41.6％

71.6% Ｂ

各園で行われているカレ
ンダーの活用方法の紹介
や使い方の工夫も含めた
提案を行い、実施園数を
拡大していく。また、取
り組んだ効果や課題を洗
い出し事業の改善につな
げる。

221園全園に配布

事項：
早寝・早起き・朝ご
はんカレンダーの取
り組み園数
データ：
カレンダー配付園数
対象：
区立保育園・認定こ
ども園の4･5歳児、私
立保育園、私立幼稚
園、認証保育所の4･5
歳児

143/175園(81.7%)

〔区立保育園39/39園
(100%)
認証保育所14/15園
(93.3%)
私立幼稚園36/53園
(67.9%)
私立保育園54/68園
(79.4%)〕

158/223園
（70.8％）

〔区立保育園30/30
園
（100％）
認証保育所9/15園
（60.0％）
私立幼稚園37/51園
（72.5％）
私立保育園82/127園
（64.5％）

156/218園
(71.6%)

〔区立保育園30/30園
（100％）
認証保育所5/12園
（41.6％）
私立幼稚園36/50園
（72％）
私立保育園85/112園
（75.8％）

221/221園(100%)

〔区立保育園31/31園
(100%)
認証保育所13/13園
(100%)
私立幼稚園51/51園
(100%)
私立保育園126/126園
(100%)〕

青少年課

4 拡充
野菜に親しむ体験の提供
【食育対策編(3)1】

幼児期の好奇心旺盛な時期に調理体験を
することは、自分で食べるものを作るこ
とができたという自己肯定感を育て、将
来的に生きる力につながると考えてい
る。区立保育園では、ﾎｯﾄﾌﾟﾚｰﾄ、ガラス
鍋、包丁・まな板等を導入し、調理体験
の充実を図っている。私立保育園も様々
な取り組みを実施しているが、園により
取組みにバラつきがある。そのバラつき
を把握し、すべての保育・幼稚園で一定
水準の調理体験を園児が体験できるよう
事業を推進する。

保育・幼稚園児 不定期
区内全保育施設・
幼稚園で実施

①区立園100%
　公設民営園
100％
　私立認可園91％
　認証保育所80％
　私立幼稚園50％
　施設全体92％

②区立園児59％
　全園児　61％

①施設全体
92％
②全園児61％

Ａ

安全な食育体験の方法や
年齢に合わせた取組など
具体的に各施設に情報発
信を行い、すべての施設
で野菜に親しむ食育体験
の実施ができるよう支援
していく。

区内全保育施設・
幼稚園で実施

①事項：調理体験実
施園の拡大
データ：食育月間ア
ンケート等
対象：区内5歳児全保
育施設・幼稚園

②事項：家庭での園
児調理体験実施拡大
データ：ベジタベア
ンケート等
対象：区内5歳児全保
育施設・幼稚園

区立保育園100％
私立保育園85％
幼稚園未実施

区立保育園児32％
（小松菜味噌汁）

①区立園100%
　公設民営園33％
　私立認可園53％
　認証保育所100％
　私立幼稚園18％
　施設全体53％

②区立園児50％
　全園児　56％

①区立園100%
　公設民営園100％
　私立認可園91％
　認証保育所80％
　私立幼稚園50％
　施設全体92％

②区立園児59％
　全園児　61％

全保育施設・幼稚園
100％

全園児　50％

子ども施設指導・支
援担当課

5 継続
区立園（保育園・こども園）で
の「野菜の日」（毎月）の設定
【食育対策編(1)8】

給食に「野菜の日」を設け、園児の野菜
への興味を深める取組みを実施する。保
護者対象に当日の野菜メニューレシピ及
び野菜摂取の啓発メモを配布する。

園児および
保護者

毎月実施 全園毎月実施 全園毎月実施 100% Ａ

区立園ではクックパッ
ドに掲載したレシピを
保育支援アプリを活用
しデジタル配信をした
ことで活用率が上昇し
ている。
今後も継続していく。

全園毎月実施

事項：「野菜の日レ
シピを家庭で参考・
活用したことがある
人の割合」
データ：ベジタベア
ンケート
対象：保育園保護者

区立園保育園保護者
（５才児）
59％

区立園保護者57％

全保護者48％

区立園保護者50％

全保護者44％
保育園保護者

（50％）

子ども施設指導・支
援担当課

6 継続
保護者給食体験の実施
【食育対策編(1)5】

区立園：申込があった保護者に給食を提
供する。給食を通じて、園栄養士および
園職員が野菜摂取の必要性を啓発する。
私立・公設民営園：試食会等、保護者が
給食を食べる機会を設け、給食を媒体と
した食育や野菜摂取の大切さを伝える。

保育園児の
保護者

各園随時
区立園
私立園

公設民営園
未実施 未実施 Ｃ

令和5年度より区立園各
園で、順次実施開始

区立園
私立園
公設民営園

①事項：保護者が野
菜から食べる割合
データ：ベジタベア
ンケート
対象：区立・私立・
公設民営園

②事項：保護者が１
日の野菜の必要量を
知っている割合
データ：ベジタベア
ンケート
対象：区立・私立・
公設民営園
※H30から生活・ベジ
タベアンケートに変
更（調査項目変更あ
り）

①区立園保護者
58％

②区立園保護者
43％

①区立園保護者49%
  全保護者47％

②区立園保護者66%
　全保護者63％

-
全園実施
100％

子ども施設指導・支
援担当課

4
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NO.
新規・
継続

事業名 目的・具体的内容 対象者
実施頻度
実施回数

活動目標
令和4年度

事業実績
令和4年度

目標達成率
（％）

目標達成度
令和4年度

(Ａ・Ｂ・Ｃ)
令和5年度の方針

活動目標
令和5年度

成果指標
(事項・データ・対象

等）

成果指標現状
平成29年度

成果指標現状
令和2年度

成果指標現状
令和4年度

成果指標目標値
令和5年度

担当部署

7 拡充
「ひと口目は野菜から」の声か
け

「ひと口目は野菜から」の声かけ運動を
行う。給食を通じて、野菜に慣れ親し
み、興味を持つことで、野菜への抵抗感
を少なくし、野菜摂取の習慣化を図る。

保育・
幼稚園児 毎日

区内３～５歳児全
保育施設・幼稚園
で実施。

①区立園100%
　公設民営園
100％
　私立認可園93％
　認証保育所71％
　私立幼稚園67％
　施設全体93％

※4.5歳児在園施
設対象。幼稚園は
モデル園のみ

施設全体93％ Ａ

未実施園には巡回訪問
時等で状況を確認し、
取り組みの大切さを伝
え実施に向けての支援
を行う。

区内３～５歳児全
保育施設・幼稚園
で実施。

①事項：「ひと口目
は野菜から」家庭で
実践園児及び保護者
拡大
②事項：園児が野菜
を自分から食べよう
とする割合
データ：ベジタベア
ンケート
対象：区内３～５歳
児全保育施設・幼稚
園
※2018年度から生
活・ベジタベアン
ケートに変更（調査
項目変更あり）

①区立園児27％
区立園保護者58％

②区立園児60％

①区立園園児23％
　全園児19％
　区立園保護者
49％
　全保護者47％

②区立園児61％
　全園児61％

①区立園園児58％
　全園児43％
　区立園保護者72％
　全保護者69％

②区立園児62％
　全園児58％

①全園児90％
保護者90％

②全園児　100％

子ども施設指導・支
援担当課

8 継続
幼稚園等保護者向け栄養教室
【食育対策編(1)6】

幼稚園や保育園、ひとり親の保護者を対
象に、野菜摂取の必要性、ベジ・ファー
ストや朝ベジの効果、栄養バランス、薄
味の大切さ等を伝える。また、家庭での
実践につながるよう、簡単朝食向け野菜
レシピのデモンストレーションや試食を
行う。

幼稚園、保育園、
豆の木サロン等の
保護者

年間20回程度
616人

20回程度
700人

2回
42人
11月以降集団教
室再開
※園児向け教室
13回586人

6％ Ｃ

出張栄養教室を本格実
施するととのに、家庭
で取り組める「おうち
でもひと口目は野菜か
らチャレンジシート」
を併用し、両者の相乗
効果による朝ベジ、ベ
ジファーストの普及に
努める。

20回程度
700人

事項：
①朝食に野菜を食べ
る割合
②食事を野菜から食
べる割合
データ：事前事後ア
ンケートの比較

①36.1%
②64.2%

①―
②81.9％
実施内容に合わせ
アンケート項目変
更したため、①の
数値なし。

①33.3％
②60％

①50%
②75%

こころとからだの健
康づくり課
保健所保健栄養

9 終了
小学校の就学時健診を活用した
保護者への働きかけ

就学時健診に参加した児童の保護者に、
生活習慣病予防のために日常における野
菜摂取の必要性を伝える。希望者には簡
易血糖検査を実施する。

小学校
新入生の
保護者

10校 10校 10校
簡易血糖検査実施学
校数

― － - ―

こころとからだの健
康づくり課
学務課
各保健センター

10 継続
学校給食で「野菜の日」をもう
け、野菜摂取の啓発
【食育対策編(1)8】

毎月、区立保育園、小・中学校ごとに
「野菜の日」を実施する。給食で旬の野
菜のおいしさを味わうとともに、給食だ
より等で家庭用レシピを提供し、家庭へ
の啓発も行う。

保育園児
小学生
中学生

毎月実施 全校実施 全校実施 100% Ａ
引き続き、学校と連携
しながら実施

全校実施

事項：「給食のとき
に一番はじめに野菜
から食べる子どもの
割合」
データ：おいしい給
食アンケート
対象：小学6年、中学
2年

57% 61% 64% 小学6年
（90％）
中学2年
（90％）

子ども施設指導・支
援担当課
学務課

11 拡充
「ひと口目は野菜から」事
業

区立保育園で行っている「ひと口目
は野菜から」の声かけを小・中学校
にも拡大する。
ひと口目に野菜から食べることを習
慣化することで、体に良い食習慣を
身につけ、食を選択する力を培うこ
とができるようにする。

小学生
中学生

小・中学校全校で
の普及啓発

小・中学校全校で
の普及啓発

82校 80% Ａ
引き続き、学校と連
携しながら実施

小・中学校全校
での普及啓発

事項：「給食のと
き一番はじめに野
菜から食べる子ど
もの割合」
データ：おいしい
給食アンケート
対象：小学6年、中
学2年

57% 61% 64% 90%
学務課（区立小・
中学校）

12 変更 給食レシピの紹介
各小・中学校の給食だより等で学校
給食のレシピを紹介し、給食を通じ
て野菜摂取の意義を伝える。

小・中学生
保護者向け

年11回 1144枚 1144枚

野菜レシピ等を掲
載し、野菜摂取の
普及啓発を行った
「給食だより」の
発行回数（全小・
中学校×11か月）

－ － － 1144枚 学務課

12 新規
「給食メニューコンクー
ル」の応募数

栄養バランスのよい食事を子どもた
ち自ら考え、料理を作る「給食メ
ニューコンクール」を実施する。

小学生
中学生

年1回 7,221作品 99% Ａ
引き続き、学校と連
携しながら実施

事項：「自分一人
で、ごはん、みそ
汁、目玉焼き程度
の料理を作ること
ができる子どもの
割合」
データ：おいしい
給食アンケート
対象：小学6年、中
学2年

75% 84% 70% 100% 学務課

13 継続
高校生向け栄養教室
【食育対策編(3)16】

家庭科の授業等で、コンビニ等での
栄養バランスのよい食事の選び方、
野菜を使った簡単な朝ベジ料理の実
習やデモンストレーション等、体験
を交えた教室を実施する。

高校生
８校

(都立９校中）
1,716人

9校
1900人

7校
1518人

80％ Ａ

栄養教室を再開し、
内容を充実させる。
都立高校だけではな
く、私立高校にも働
きかけを行い、望ま
しい食習慣の定着に
向けた取り組みを進
めていく。

9校
1900人

事項：栄養バラン
スを考えて食事を
選ぶ
データ：高校生向
け教室時アンケー
ト

26.4％
(※H28)

35.0% 36.0% 50%
こころとからだの
健康づくり課
保健所保健栄養

14 継続
小児生活習慣病予防健診お
よび生活習慣改善指導の実
施

定期健診や小児生活習慣病予防健診
の結果を基に、各小･中学校と連携
し、生活習慣改善指導や健診の受診
勧奨、有所見者への指導を実施す
る。

小学４年生
中学２年生

および
前年度

有所見者

通年実施 全小･中学校実施
全小・中学校

実施
100% Ａ

引き続き、学校や関
係部署と連携しなが
ら、健康な生活習慣
が身に付くよう指導
や啓発等を促してい
く。

全小･中学校実施

小児生活習慣病予
防健診における
「管理不要」と
「正常」の割合
（中学２年生）

77.0% 74.9% 73.7% 84% 学務課

5
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NO.
新規・
継続

事業名 目的・具体的内容 対象者
実施頻度
実施回数

活動目標
令和4年度

事業実績
令和4年度

目標達成率
（％）

目標達成度
令和4年度

(Ａ・Ｂ・Ｃ)
令和5年度の方針

活動目標
令和5年度

成果指標
(事項・データ・対象

等）

成果指標現状
平成29年度

成果指標現状
令和2年度

成果指標現状
令和4年度

成果指標目標値
令和5年度

担当部署

15 変更
健康な永久歯を育成するた
めの取り組み

生え始めの６歳臼歯のむし歯予防の
ため、年長児、小学校低学年児童お
よび保護者を対象に、６歳臼歯健康
教室を実施する。

年長児
小学１年生

保護者
4月～1月 180回 226回 126% Ａ

教室実施と家庭での
「歯みがきチャレン
ジカード」をセット
で取り組み、６ちゃ
んみがき＋仕上げみ
がきの定着を図る。
また、６歳臼歯のむ
し歯り患率が区平均
よりも高い学校を中
心に取り組みを強化
する。

230回

①年長児:6歳臼歯
が永久歯であると
知っている保護者
の割合(事前アン
ケート)
②小学生:6歳臼歯
にむし歯がない小
学3年生の割合

①57.8%
②91.4%

①73.3％
②90.9％

①80.7%
②92.6%

①81％
②93％

データヘルス推進
課

16 継続
健康な永久歯を育成するた
めの取り組み

学校の歯科健診結果を分析し、関係
部署と子どもの歯の健康課題を共有
する。関係機関と連携して、歯の健
康教室や歯みがき習慣づくりに取り
組む。

小学生
中学生

通年実施 全校実施 全校実施 100% Ａ

引き続き感染対策を講
じながら、学校状況に
応じ工夫した取り組み
を促していく。

全校実施
全学年・毎日歯み
がきを実施する小
学校の割合

66.7% 14.7% 13.4% 73% 学務課

17 変更
子どもの頃からの歯みがき
習慣定着の取り組み

保育園、幼稚園等の歯科健診結果を
分析し、関係部署と子どもの歯の健
康課題を共有する。関係機関と連携
して、歯の健康教室や歯みがき習慣
づくりに取り組む。

保育・幼稚園児 通年実施 全園

私立幼稚園
56％
区立園
77％

公設民営
71％
私立園
75％
認証
25％

68% Ｂ

子ども家庭部歯科衛
生士が園長会や施設
訪問を通して、感染
症対策をとりながら
安全に年少からの給
食後の歯磨き実施が
できるよう、啓発・
支援していく。

全園

事項:年少児クラス
から、給食後に歯
みがきをしている
割合
データ:保育施設・
こども園・幼稚園
における「歯科保
健の取り組み」ア
ンケート
対象:3.4.5歳児

私立幼稚園45％
区立園　　97％
私立園　　73％
認証　　　82％

私立幼稚園28％
区立園　　13％
公設民営　19％
私立園　　15％
認証　　　33％

私立幼稚園28％
区立園　 　7％
公設民営　21％
私立園　　17％
認証　　 　8％

私立幼稚園　80％
区立園　　 100％
公設民営　100％
私立園　　 100％
認証　　　 100％

子ども政策課
子ども施設運営課
子ども施設整備課
子ども施設入園課

拡充

保育園の共通献立の８日（又は１８
日）には、「かむカムメニュー」を
取り入れるなど、園ではよく噛むよ
う声かけを実施する。また、献立表
には「かむカムデー」のマークをつ
ける。

保育・
幼稚園児 毎月実施 全園・全校実施 区立園100％ 100％ Ａ 今後も継続していく。 全園・全校実施

事項：よく噛むよ
う声かけの実施
データ：食育月間
アンケート等
対象：全園

区立園100％
その他の園（－）

区立直営園100％

区立園100%
※他施設には調
査未実施

全園
100％

子ども施設指導・
支援課

継続

毎月８(歯ち)がつく日(8日・18日・
28日)は、「かむカムデー」として、
根菜類・豆類・小魚等のよく噛む食
材を用いて、噛むことを意識できる
献立を取り入れる。また、給食時に
よく噛んで食べるように声かけや説
明を行い、噛むことの効果・咀嚼に
ついて指導する。

小学生
中学生

通年実施
区内３～５歳児全
保育施設・幼稚園
で実施

小学校66校
中学校28校

小学校97.1%
中学校82.4%

Ａ

学校現場の状況に応
じて感染対策を考慮
しながら、引き続き
担任、栄養士、養護
教諭が連携し「よく
噛むことの大切さ」
について啓発を行っ
ていく。

区内３～５歳児
全保育施設・幼
稚園で実施

事項：かむカム
デー等、よく噛ん
で食べる習慣づく
りに取り組む小・
中学校の割合
データ：学校保健
行動計画及び実施
結果報告（歯科）
（Ｈ29～）
対象：小・中学校

（H27）全小・中
学校実施割合46％

小学校90%
中学校83%

小学校97%
中学校79%

全小・中学校実施
割合100％

支援担当課
学務課（メイン）
データヘルス推進
課
保健所歯科保健

19 継続 統計資料の収集・分析

定期健康診断結果を基に、小・中学
校の学校別に『肥満度データ』、
『歯科健診データ』、『６歳臼歯状
況調査（小3,小6年生）』『貧血小児
生活習慣病予防健診結果』のデータ
を作成する。

小・中学生 年１回 年１回 年１回 100% Ａ

新型コロナウイルスの
影響で例年より作成が
遅れているが、引き続
き年度内作成を目標に
進めていく。

年１回
学校保健統計書の
作成

年１回 年１回 年１回 年１回 学務課

20 継続
専門職間の情報共有・一貫
性のある取り組みの実施

庁内栄養士ネットワークでは、乳幼
児期からの野菜摂取の習慣化を目指
し、一貫性のある取組を進めるため
に、課題や情報の共有、推進方法の
検討を行う。あわせて、ライフス
テージ別の指導案やレシピ案も検討
する。

行政栄養士

庁内栄養士連絡会
6回
ﾈｯﾄﾜｰｸ
1回

庁内栄養士連絡会
6回
ﾈｯﾄﾜｰｸ
1回

庁内栄養士
連絡会6回

ネットワーク
連絡会未実施

86% Ａ

乳幼児期から高齢期
まで一貫性のある栄
養施策の推進のため
連携を強化し、課題
（野菜摂取量の増加
等）に取り組む。

庁内栄養士連絡
会
6回
ﾈｯﾄﾜｰｸ
1回

実施回数

庁内栄養士連絡会
6回
ﾈｯﾄﾜｰｸ
1回

庁内栄養士連絡会
6回
ネットワーク
1回

庁内栄養士連絡会
6回
ネットワーク
0回※
※感染拡大のた
め未実施

庁内栄養士連絡会
6回
ﾈｯﾄﾜｰｸ
1回

学務課
子ども施設指導・
支援課
各保健センター

21 中止 合同おいしい給食検討会

保育園・学校における給食（野菜摂
取等）についての現状・課題を合同
で話し合い、地域毎に見学会を実施
し課題の検討・共有を図る。

保育園及び小・
中学校栄養士

年1回
実施

年1回
実施

年1回
実施

事項：「給食のと
き一番はじめに野
菜から食べる子ど
もの割合」
データ：おいしい
給食アンケート
対象：小学6年、中
学2年

57% － － 100%
学務課
子ども施設指導・
支援課

18
『８(歯ち)がつく日はかむ
カムデー』の推進

6
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３　糖尿病を重症化させない取り組み

NO. 新規･継続 事業名 目的･具体的内容 対象者
実施頻度
実施回数

活動目標
令和4年度

事業実績
令和4年度

目標達成率
（％）

目標達成度
令和4年度

(Ａ・Ｂ・Ｃ)
令和5年度の方針

活動目標
令和5年度

実施頻度
実施回数

活動目標
2020年度

成果指標
(事項・データ・対

象等)

成果指標現状
平成29年度

成果指標現状
令和2年度

成果指標現状
令和4年度

成果指標
目標値

令和5年度
担当部署

1 継続
イベントや各種
媒体を利用した
健診のＰＲ

イベントに参加している
一般区民に、広く健診の
必要性や健康に関する知
識を伝え、特定健診や健
康に関心を高め受診率の
向上につなげる。

イベント来場者 年2回 年2回

新型コロナウ
イルス感染症
の影響により
出展を予定し
ていたイベン
トが中止と
なった。代替
手段として、
SNSやA-メール
を活用した情
報発信を実施
した。

0 Ｃ

新型コロナウイルス
感染症が５類に移行
したことに伴い再開
されるイベントにお
いて積極的にＰＲし
ていく。

年2回 年2回 年２回 特定健診受診率 45.1% 39.1%

令和4年度法定報
告値は令和5年11
月以降発表され
るため、現時点
では記入できま
せん。

57.0%
データヘルス推
進課

2 中止
小・中学校保護
者への受診勧奨

４０代・５０代の受診率
向上のため、足立区立の
小中学校の保護者に児童
生徒を通して、特定健診
のご案内のチラシを配付
し、特定健診や健康につ
いて関心を高め受診率向
上につなげる。

区立小中学校の全児
童生徒の保護者

年1回 年1回

保護者の中に
は、特定健診
の対象となら
ない方もいる
ため、他の健
診についても
周知できる内
容とした。

100 Ａ

令和5年度以降は教
育政策課から、児童
に関する資料以外の
送付は不可との申し
入れを受けて中止と
する。

年1回 年1回 年１回 特定健診受診率 45.1% 39.1%

令和4年度法定報
告値は令和5年11
月以降発表され
るため、現時点
では記入できま
せん。

57.0%
データヘルス推
進課

3 継続
特定健診未受診
者への受診勧奨

４０歳から６９歳の特定
健診対象者のうち、健診
期間中の一定の時期まで
に健診を受けていない者
に受診勧奨を行う。

当該年度特定健診未
受診者

年2回 年2回

地域別・年齢
別に内容を変
えた通知を送
付し、対象者
の属性ごとの
受診状況につ
いて分析を実
施した。

100 Ａ

対象者の属性や年齢
により通知への反応
率が大きく異なって
いたことを踏まえ、
より効果的な勧奨方
法について検討して
いく。

年2回 年2回 年２回 特定健診受診率 45.1% 39.1%

令和4年度法定報
告値は令和5年11
月以降発表され
るため、現時点
では記入できま
せん。

57.0%
データヘルス推
進課

4 継続
薬局での糖尿病
重症化予防フォ
ロー事業

区内１２ヵ所の薬局でヘ
モグロビンA１c測定測定
結果で6.5％以上の区民
への受診勧奨を薬剤師よ
り行う。

薬局でヘモグロビン
A1c測定実施結果
6.5％以上の者

随時 随時

区民109人にヘモ
グロビンA1c値を
測定し、結果が
6.5％以上であっ
た16人へ受診勧
奨を行った。

100% Ａ

ヘモグロビンA1c測定
を実施している薬局の
周知を行い受検を促進
していく。

随時 随時 随時 受診に繋がった割合 25.0%

受診勧奨した7人
中医療機関につ
ながったのは1人

（14.3%）。

受診勧奨した10
人中医療機関に
つながったのは4
人（25.0%）。

40.0%
こころとからだ
の健康づくり課
薬剤師会

5 継続

生活習慣病のリ
スクがある対象
者への生活改善
指導
（早期介入保健
指導　非肥満者
への情報提供）

特定保健指導の基準には
該当しないが、健康リス
クのある人（やせメタ
ボ）に対して、生活改善
を促す案内を送付する。

当該年度の特定健診
の結果で、腹囲と
BMIは基準値以下だ
が、血圧や血糖、脂
質の値が特定保健指
導レベルの者

年10回 年10回

令和2年度は、新
型コロナウイル
ス感染症の影響
により実施回数
が減となってい
たが、令和3年度
から引き続き令
和4年度も目標通
り実施すること
ができた（年10
回 計726人）。

100 Ａ

令和5年度も、継続
実施し若い世代から
の生活改善指導の周
知に努める。

年10回 年10回 年１０回
通知送付の翌年度の
特定健診受診を確認

一 71.8%

令和4年度の対象
者の評価は、令
和5年度の健診結
果で行うため、
記入不可

50.0%
データヘルス推
進課

6 中止
特定保健指導未
利用者の電話勧
奨

特定保健指導該当者に架
電し、保健指導の利用勧
奨を行う。

当該年度特定保健指
導該当者

年5回 年5回 年5回 年5回
利用勧奨実施者の特
定保健指導利用率

16.8% - - 30.0%
データヘルス推
進課

7 継続

４０歳前の健康
づくり事業の要
受診者への受診
勧奨及び生活改
善等の保健指導
の実施

４０歳前の健康づくり事
業で、医療機関への受診
が必要な方に対しての
フォロー（受診確認、生
活状況、健診のすすめ
等）を実施し、糖尿病等
生活習慣病の悪化を防
ぐ。

健診結果がヘモグロ
ビンA1c6.5以上、Ⅱ
度高血圧以上の者

随時 随時

要受診者（ヘモ
グロビン
A1c6.5％以上、
Ⅱ度高血圧以上
の者）12人全員
へ保健指導を実
施し、2か月後の
フォローを実施
した。

100% Ａ

40歳前の健康づくり健
診結果日（二日目）に
て要指導者および要受
診者への保健栄養指導
を行う。さらに、2か
月後に生活状況等を
フォローし重症化を予
防する。

随時 随時 随時
特定健診受診者で、
ヘモグロビン
A1c7.0%以上の割合

4.77% 5.91% 5.24% 4.5%
こころとからだ
の健康づくり課

8 継続
糖尿病眼科健診
の実施

糖尿病網膜症を早期に発
見し進行を予防するとと
もに内科につなげること
で、糖尿病の重症化を防
ぐ。併せて生活習慣や加
齢に伴う緑内障、白内
障、加齢黄斑変性等の眼
科疾患を早期に発見し進
行を予防する。

45.50.55歳の前年度
国民健康保険特定健
診未受診者、及び前
年度特定健診受診者
でヘモグロビン
A1c5.6%以上の眼底
検査未受診者、並び
に60.65歳の区民全
員

年8か月
1,000人

年10か月
1,200人

年10か月
3,145人

262% Ａ

受診率向上のため、
受診券を封書から対
象者が気づきやすい
ハガキ型に変更し
た。また、受診状況
に応じて再勧奨を検
討する。

年10か月
3,800人

年10か月
年１０ヶ月
1,200人

糖尿病眼科健診受診
率

8.10% 14.7% 16.1% 19.0%
データヘルス推
進課

7
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NO. 新規･継続 事業名 目的･具体的内容 対象者
実施頻度
実施回数

活動目標
令和4年度

事業実績
令和4年度

目標達成率
（％）

目標達成度
令和4年度

(Ａ・Ｂ・Ｃ)
令和5年度の方針

活動目標
令和5年度

実施頻度
実施回数

活動目標
2020年度

成果指標
(事項・データ・対

象等)

成果指標現状
平成29年度

成果指標現状
令和2年度

成果指標現状
令和4年度

成果指標
目標値

令和5年度
担当部署

9 継続

特定健診の結
果、糖尿病疑い
で未治療者への
医療機関受診勧
奨

糖尿病の疑いがある者に
医療機関受診勧奨の通知
をする。通知発送2か月
後にレセプトで受診が確
認できなかった65歳未満
の者に保健センターの保
健師が電話または訪問
し、医療機関受診勧奨を
行う。

当該年度の特定健診
の結果で、血圧、血
糖値が医療機関受診
レベルにもかかわら
ず未治療の者

年10回 年10回

令和2年度は、
新型コロナウ
イルス感染症
の影響により
実施回数が減
となっていた
が、令和3年度
から引き続き
令和4年度も目
標通り実施す
ることができ
た（年10回 計
924人）。

100 Ａ
令和5年度も、継続
実施し未受診者の傾
向把握等に努める。

年10回 年10回 年１０回

医療機関未受診者の
割合（レセプトで確
認）

受診勧奨を行った糖
尿病の疑いがある者
のうち、受診の確認
ができた者の割合
（レセプトで確認）
※令和元年度より指
標を変更

7.2% 88.8%

令和4年度の対象
者の評価は、令
和5年度の健診結
果で行うため、
記入不可

90%
令和元年度から指
標変更したことに
伴い目標値も変更

データヘルス推
進課

10 継続

糖尿病重症化予
防をはじめとし
た栄養指導の充
実

糖尿病重症化予防をはじ
めとした栄養指導の充実
を図るため、地域の栄養
指導に関わる人材を対象
とした学習会を実施し、
栄養指導の質の向上と仕
組みづくりを行う。

栄養指導に関わる方
年2回
60人

年2回
60人

年2回
51人

回数100％
人数85％

Ａ

糖尿病重症化予防栄
養指導の充実を図る
ため、学習会を実施
し、栄養指導の質の
向上を推進する。

年2回
60人

年2回
60人

年２回
６０人

学習会実施回数
年2回
60人

年1回
85人

(※新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ
感染拡大防止の
観点から1回のみ

開催)

年2回
51人

年2回
60人

こころとからだ
の健康づくり課

11 変更
歯周病と糖尿病
の関連について
啓発する

歯周病と糖尿病の相互関
係をリーフレット等によ
り区民に啓発し、歯周病
の重症化予防に取り組
む。歯周病予防の取り組
み強化により、糖尿病が
重症化し、さらに合併症
で生活の質が低下してし
まう区民を減らす。

区民 通年 1,500人

歯周病予防教
室、ちゅう
りっぷ体操教
室の参加者お
よび40歳前の
健康づくり健
診受診者の計
1,300人に配付
した。

87% Ａ

歯周病と糖尿病の関
連について引き続き
若い世代から啓発し
ていく。

1,500人 通年 1,200人

歯周病と糖尿病の関
係について知ってい
る区民の割合
データ:成人歯科健
診問診結果

40歳37.8%
50歳45.6%

40歳39.3%
50歳44.5%

40歳43.2%
50歳46.3%

40歳45%
50歳50%

こころとからだ
の健康づくり課
各保健センター

12 継続
内科、歯科連携
チケットの普及

糖尿病の合併症予防のた
めに眼科未受診の40-50
歳代の区民に対して、無
料で歯科健診が受診でき
る「医科、歯科連携チ
ケット」の利用を促進す
る。

40-50歳代のヘモグ
ロビンA1c7%以上で
かかりつけ歯科医が
いない区民

随時 35人 0人 0% Ｃ

新型コロナの感染状
況を見ながら、R1年
度以降休止していた
重症化予防部会を再
開し検討予定。

35人 随時 25人 歯科に繋がった人数 4人 1人 0人 35人

こころとからだ
の健康づくり課
データヘルス推
進課
各保健センター

13 継続
糖尿病性腎症重
症化予防（保健
指導）

糖尿病を原因とする人工
透析の新規導入を予防、
あるいは遅延するため、
対象者のかかりつけ医と
連携し、生活習慣改善の
ため、6か月間保健指導
を行う。

前年度の特定健診の
結果で、ヘモグロビ
ンA1c7.0%以上、
eGFR30以上60未満ま
たは尿蛋白(+)以
上、健診受診時40か
ら69歳で、糖尿病の
治療中の者
※令和2年度より尿
蛋白の基準を(±)以
上に変更

年1回
（6か月間）

年1回
（6か月間）

当初17人で開
始し、6か月の
保健指導を実
施した。
継続率は100％
であり、行動
変容ステージ
において4人が
維持期、11人
が実行期と
なった。

100 Ａ

令和5年度も継続実
施をし、プログラム
参加前後の変化を健
診結果等で確認して
いく。

年1回
（6か月間）

年1回
（6か月間）

年１回
（６か月間）

プログラム利用者の
人工透析の新規導入
割合

0%
（H27利用者)

15%
（H27利用者)

0.0％
(H29利用者)

0.0%
データヘルス推
進課

14 新規 医師会への情報提供

足立区国民健康保険被保
険者の糖尿病治療のレセ
プト情報を整理し、医師
会へ情報提供する

ー
年２回
程度

年２回
程度

未実施 0% Ｃ

新型コロナ感染症の
流行状況を見なが
ら、R5年度は実施予
定。

年２回
程度

年２回
程度

年２回程度
特定健診受診者で、
ﾍﾓｸﾞﾛﾋﾞﾝA1c8.0%以
上の割合

1.66% 2.00% 1.61% 1.30%
こころとからだ
の健康づくり課

8



別紙２-２　　　令和４年度食育事業一覧（活動実績及び活動目標の達成状況)

１　１日３食野菜を食べるなど、望ましい食習慣を身につける

No. 事業名 目的・具体的内容 対象者
実施頻度
実施回数

活動目標
2022年度

2022年度
活動実績

2022年度
活動目標の

達成率
（％）

2022年度
目標達成度
（A・B・C)

2023年度の方針
成果指標

(事項・データ・対象　等）

成果指標
現状

（2016年
度）

成果指標
現状

（2022年
度）

成果指標
目標値

(2022年度）
担当部署

1 にこにこ離乳食

離乳食の進め方の教室の中で、乳児期からいろ
いろな食べ物の味を体験することの重要性を伝
える。
また、栄養バランスや野菜摂取、朝食に野菜を
食べる（以下、朝ベジ）効果、薄味の大切さ等
も伝え、家族全体の食習慣を見直すきっかけづ
くりを行う。

7.8か月児
の保護者

60回
1,130人
受講率
20％

60回
1,500人
受講率
26％

30回 140人
受講率 3.3％
※10～3月の

み実施
4～9月
個別相談
193人

9％ Ｃ

食材や媒体を活用し、離乳食の進め方や乳幼児期の
生活リズムについて伝えるとともに、保護者の食習
慣を整えることの重要性についても啓発を行う。朝
食欠食や普段料理をしない等食習慣に課題のある保
護者には継続的な関わりをもてるようにし、ＨＰの
離乳食動画の紹介や電話相談も合わせて行ってい
く。

事項：朝食に野菜を食べている割
合
データ：1歳6か月健診

49.2% 47.3% 55%
保健予防課
保健所保健栄養

2
１歳ごろの栄養教
室

離乳食から幼児食への移行期の食事の進め方の
教室の中で、栄養バランスや野菜摂取、薄味、
共食の重要性を伝える。
また、朝ベジの効果を伝え、忙しい朝でも簡単
に作ることができる野菜レシピやアイデアを紹
介する。

１歳前後の
子を持つ保

護者

20回
330人
受講率

6%

28回
580人
受講率
10％

14回
76人

受講率1.8％
※10～3月の

み実施
4～9月

個別相談
104人

13％ Ｃ

食材や媒体を活用しながら、離乳食から幼
児食への食事の進め方とあわせ、朝ベジ等
の保護者にとっても望ましい食習慣につい
て啓発していく。

事項：朝食に野菜を食べている割
合
データ：1歳6か月健診

49.2% 47.3% 55% こころとからだの
健康づくり課
保健所保健栄養

3
母子健診での集団
指導及び個別指導

乳児健診、1.6歳児歯科健診、3歳児健診等での
集団指導において、望ましい食習慣のポイント
や朝ベジの効果、簡単朝食向け野菜レシピを伝
える。また、食支援が必要な母子には個別指導
を行う。

乳児健診
1.6歳歯科

健診
3歳児健診
の受診保護

者

169回98%
112回98%
115回94%

169回98%
112回98%
115回94%

165回96%
122回93%
136回100%

97.9％
94.9％
106.4％

Ａ

各健診にて、望ましい食習慣のポイントや
朝ベジの効果を伝え、簡単朝食野菜レシピ
を配布する。また食支援が必要な母子には
個々の状況にあわせた個別指導を実施す
る。また野菜摂取につながるよう、ホーム
ページやSNSを活用し、レシピや動画による
啓発に重点を置く。

事項：朝食に野菜を食べている割
合
データ：①1歳6か月健診
　　　　②3歳児健診

①49.2%
②34.5%

①47.3％
②31.0％

①55%
②50%

保健予防課
保健所保健栄養

4
生活リズム推進事
業「早寝・早起
き・朝ごはん」

子どもの健やかな成長に欠かせない「基本的な
生活リズム」を身につける。保育園等での生活
リズムカレンダーの取り組み、リーフレットや
ポスターなどによる啓発活動を行う。

①「生活リズムカレンダー」
②「リーフレット」
③「ポスター」

①保育園、
幼稚園等の
4･5歳児

②保育園等
や保健ｾﾝﾀｰ
に配布。保
護者、区民

向け
③保育園等
や区内公共
施設、小中
学校に配
布。児童、
保護者、区
民向け。

生活ﾘｽﾞﾑｶﾚﾝ
ﾀﾞｰの取り組み
4･5歳児在籍園

143/175園
(81.7%)

〔区立保育園
39/39園(100%)
認証保育所

14/15園(93.3%)
私立幼稚園

36/53園(67.9%)
私立保育園
54/68園

(79.4%)〕

生活ﾘｽﾞﾑｶﾚ
ﾝﾀﾞｰの取り

組み
4･5歳児在

籍園
175/175園
(100%)

生活リズム
カレンダー
の取り組み
区立保育園
100％
私立保育園
75.8％
私立幼稚園
72％
認証保育所
41.6％

71.6% Ｂ

各園で行われているカレンダーの活用方法
の紹介や使い方の工夫も含めた提案を行
い、実施園数を拡大していく。また、取り
組んだ効果や課題を洗い出し事業の改善に
つなげる。

事項：早寝・早起き・朝ごはんカ
レンダーの取り組み園数
データ：カレンダー配付園数
対象：区立保育園・認定こども園
の4･5歳児、私立保育園、私立幼稚
園、認証保育所の4･5歳児

143/175園
(81.7%)

〔区立保育
園39/39園
(100%)

認証保育所
14/15園
(93.3%)

私立幼稚園
36/53園
(67.9%)

私立保育園
54/68園

(79.4%)〕

156/218園
(71.6%)

〔区立保育
園30/30園
（100％）
認証保育所

5/12園
（41.6％）
私立幼稚園
36/50園
（72％）

私立保育園
85/112園

（75.8％）

175/175園
(100%)

〔区立保育園
39/39園
(100%)

認証保育所
15/15園
(100%)

私立幼稚園
53/53園
(100%)

私立保育園
68/68園
(100%)〕

青少年課

5

「ひと口目は野菜
から」事業

区立保育園で行っている「ひと口目は野菜か
ら」の声かけを私立園、幼稚園、小・中学校に
も拡大する。
ひと口目に野菜から食べることが習慣化するこ
とで、体に良い食習慣が自然と身につき、食を
選択する力を培うことができる。また、糖尿病
をはじめとした生活習慣病ひいては認知症の予
防にもつながる。

保育・幼稚
園児

小学生
中学生

通年実施

(保育・幼
稚園)

普及啓発
事業（園
長会・栄
養士会）
年2回324

人
(学校)

小・中学
校全校で
の普及啓

発
105校

82校 80% Ａ 引き続き、学校と連携しながら実施

①事項：「食事のときに一番はじ
めに野菜から食べる子どもの割
合」
データ：食育・おいしい給食アン
ケート及び子どもの健康・生活実
態調査
対象：保育・幼稚園児、中学2年

②事項：「給食のときに自ら一番
はじめに野菜から食べる子どもの
割合」
データ：おいしい給食アンケート
対象：小学6年、中学2年

①
区立園児
(36％)

区立園保
護者

(66％)
中学2年
（－）

②
小学6年及
び中学2年
（－）

①
保育・幼
稚園児
(71％)

②
小学6年
(63％)
中学2年
(67％)

①
保育・幼稚

園児
(90％)
中学2年
(90％)

②
小学6年
(90％)
中学2年
(90％)

子ども施設指導・
支援担当課

学務課

おいしい給食おいしい給食おいしい給食おいしい給食おいしい給食おいしい給食おいしい給食おいしい給食

1



別紙２-２　　　令和４年度食育事業一覧（活動実績及び活動目標の達成状況)

No. 事業名 目的・具体的内容 対象者
実施頻度
実施回数

活動目標
2022年度

2022年度
活動実績

2022年度
活動目標の

達成率
（％）

2022年度
目標達成度
（A・B・C)

2023年度の方針
成果指標

(事項・データ・対象　等）

成果指標
現状

（2016年
度）

成果指標
現状

（2022年
度）

成果指標
目標値

(2022年度）
担当部署

6
幼稚園等保護者向
け栄養教室

幼稚園や保育園、ひとり親の保護者を対象に、
野菜摂取の必要性、ベジ・ファーストや朝ベジ
の効果、栄養バランス、薄味の大切さ等を伝え
る。また、家庭での実践につながるよう、簡単
朝食向け野菜レシピのデモンストレーションや
試食を行う。

幼稚園、保
育園、豆の
木サロン等
の保護者

年間20回程度
616人

20回程度
700人

2回
42人

11月以降集団
教室再開

※園児向け教
室

13回586人

6％ Ｃ

出張栄養教室を本格実施するとともに、家
庭で取り組める「おうちでもひと口目は野
菜からチャレンジシート」を併用し、両者
の相乗効果による朝ベジ、ベジファースト
の普及に努める。

事項：①朝食に野菜を食べる割合
　　　②食事を野菜から食べる割
合
データ：事前事後アンケートの比
較

①36.1%
②64.2%

①33.3％
②60％

①50%
②75%

こころとからだの
健康づくり課
保健所保健栄養

7
８（歯ち）がつく
日はかむカムデー

毎月８(歯ち)がつく日(8日・18日・28日)は、
「かむカムデー」として、根菜類・豆類・小魚
等のよく噛む食材を用いて、噛むことを意識で
きる献立を取り入れる。また、給食時によく噛
んで食べるように声かけや説明を行い、噛むこ
との効果・咀嚼について指導する。

保育園児
小学生
中学生

通年実施
全園・全
校実施

区立園100％
小学校66校
中学校28校

区立園
100％
小学校
97.1%
中学校
82.4%

Ａ

学校現場の状況に応じて感染対策を考慮し
ながら、引き続き担任、栄養士、養護教諭
が連携し「よく噛むことの大切さ」につい
て啓発を行っていく。

事項：かむカムデー等、よく噛ん
で食べる習慣づくりに取り組む
小・中学校の割合
データ：学校保健行動計画及び実
施結果報告（歯科）（Ｈ29～）
対象：小・中学校

（H27）全
小・中学
校実施割
合46％

小学校
97%
中学校
79%

全小・中学
校実施割合

100％

子ども施設指導・
支援担当課
学務課
データヘルス推進
課
保健所歯科保健

8 野菜の日

毎月、区立保育園、小・中学校ごとに「野菜の
日」を実施する。給食で旬の野菜のおいしさを
味わうとともに、給食だより等で家庭用レシピ
を提供し、家庭への発信も行う。

保育園児
小学生
中学生

毎月実施
全園・全

校
毎月実施

全校実施 100% Ａ 引き続き、学校と連携しながら実施

①事項：「野菜の日レシピを家庭
で参考・活用したことがある人の
割合」
データ：保育園食育アンケート
対象：保育園保護者

②事項：「給食のときに一番はじ
めに野菜から食べる子どもの割
合」
データ：おいしい給食アンケート
対象：小学6年、中学2年

①
保育園保

護者
（－）

②
小学6年及
び中学2年
（－）

①区立園
保護者
50％
全保護者
44％

②64％

①
保育園保護

者
（50％）

②
小学6年
（90％）
中学2年
（90％）

子ども施設指導・
支援担当課

学務課

9 かむカム体験学習

よく噛んで食べる大切さを「体験」を通して学
ぶ。
（１）噛むカム教室：クイズやよく噛む体験等
の教室
（２）かむカム体験学習：よく噛む効果等の学
習や、児童の委員会活動支援等
（３）かむカム給食体験：給食時によく噛んで
食べる学習ができるよう、噛む回数計等の貸し
出しを実施
よい姿勢でよく噛む習慣の啓発（Ｒ４～）
「グー・ペタ・ピン・カムカム！」ポスター・
チラシの配付

小学生等 依頼実施 15回

実施無（新型
コロナウイル
ス感染拡大防
止のため）

※「噛むカム
カード」

「グー・ペ
タ・ピン・カ
ムカム」ポス
ター・チラシ
の配付を実施

0％ Ｃ

コロナ禍で３年間中止となっていた「かむ
カム体験学習」を小学校等に周知するとと
もに、「グー・ペタ・ピン・カムカム」チ
ラシや「噛むカムカード」等を活用して、
よい姿勢でよく噛むことを啓発する。

事項：参加した子どものうち、よ
く噛んで食べる子どもの割合
対象：小学生（高学年）
データ：参加者アンケート

　
59.8%

※参考値
(H21東京

都)

―
80%

小学校
（高学年）

データヘルス推
進課
保健所歯科保健

10
もりもり給食
ウィーク

６月の食育週間、１月の給食週間に「食べる時
間の確保」、「食育指導」の取り組みを全小・
中学校で実施する。

小学生
中学生

年2回
（6月、1月）

年2回
（6月、1

月）
全校実施

６月、１月実
施 100% Ａ 引き続き実施する。

事項：年間平均残菜率
データ：学校給食残菜率調査
対象：小学校、中学校

小学校
　(3.0％)
中学校

　(6.6％)

小学校
　(2.5％)
中学校

　(4.8％)

小学校
　(2.7％)
中学校

　(6.0％)

学務課

11 小松菜給食の日
JA東京スマイル農業協同組合事業の一環とし
て、足立区産の小松菜を提供してもらい、全
小・中学校で「小松菜給食」を実施する。

小学生
中学生

年1回(11月)
年1回(11

月)
全校実施

１１月実施 100% Ａ
引き続き、ＪＡ東京スマイルより無償提供
を受け、小松菜給食を全校一斉に実施す
る。

事項：「給食のときに自ら一番は
じめに野菜から食べる子どもの割
合」
データ：おいしい給食アンケート
対象：小学6年、中学2年

小学6年及
び中学2年
（－）

小学6年
（63％）
中学2年
（67％）

小学6年
（90％）
中学2年
（90％）

学務課

おいしい給食

おいしい給食

おいしい給食

おいしい給食

おいしい給食

おいしい給食

おいしい給食おいしい給食

おいしい給食

おいしい給食

おいしい給食

おいしい給食
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別紙２-２　　　令和４年度食育事業一覧（活動実績及び活動目標の達成状況)

No. 事業名 目的・具体的内容 対象者
実施頻度
実施回数

活動目標
2022年度

2022年度
活動実績

2022年度
活動目標の

達成率
（％）

2022年度
目標達成度
（A・B・C)

2023年度の方針
成果指標

(事項・データ・対象　等）

成果指標
現状

（2016年
度）

成果指標
現状

（2022年
度）

成果指標
目標値

(2022年度）
担当部署

12
野菜の摂取量に関
するポスター配
付、全校での掲示

１日の野菜摂取量の推奨はどのくらいか、一目
でわかるポスターを全小・中学校に配付し掲示
する。
常に子どもたちが目にすることで、必要量を視
覚的に覚えることができる。

全小・中学
校 通年 全校実施 実施済 100% Ａ 引き続き野菜摂取啓発を実施していく。

事項：1日に必要な野菜摂取量は両
手に山盛り3杯程度であると知って
いる子どもの割合
データ：おいしい給食アンケート
対象：小学6年、中学2年

小学6年及
び中学2年
（－）

小学6年
（66％）
中学2年
（82％）

小学6年
（100％）
中学2年
（100％）

学務課

13
食育リーダーを中
心とした体制の強
化

栄養士以外の教諭を食育リーダーとして指定
し、栄養士だけでなく教諭を含めた校内体制を
構築することで、学校全体でおいしい給食・食
育対策を推進させる。また、食育リーダー研修
会を年３回実施する。

全小・中学
校

年３回

食育ﾘｰﾀﾞｰ
研修会
年３回

270人

３回実施
215人 80% Ｂ

おいしい給食指導員のこれまでの指導・助
言事例を周知するなど、食育リーダーのス
キルアップを目指す。

事項：子どもたちが食に関心を持
つような食育の取り組みができた
学校の割合
データ：おいしい給食・食育行動
計画（自己点検表）
対象：小学校、中学校

― 89% 100% 学務課

14
栄養士の指導・研
修

新任や若手栄養士を中心に、学務課栄養士の巡
回指導や育成担当栄養士の個別指導等により指
導育成を行う。また、より実践的な研修や他校
への視察など通じて栄養士のスキルアップを図
る。

全小・中学
校

新人栄養士向
け研修
年１回

若手栄養
士向け
研修

年１回
20人

実施済 100% Ａ
新規採用の学校栄養士に向けた研修を実施
し、遺漏のない指導育成によりスキルアッ
プを図っていく。

事項：給食がおいしいと思う子ど
もたちの割合
データ：おいしい給食アンケート
対象：小学6年、中学2年

小学6年及
び中学2年
（－）

小学6年
（96％）
中学2年
（94％）

小学6年
（100％）
中学2年
（100％）

学務課

15
おいしい給食・食
育における保護者
への情報提供

各校において、おいしい給食・食育活動の取り
組みを保護者向けの「給食だより」発行などを
活用して各家庭に情報提供していく。

全小・中学
校

給食だよりの
発行全校実施

年1回
以上

保護者向
け説明

全校実施

実施済 100% Ａ 給食だより等を通じて家庭用レシピを保護
者に情報提供し、家庭への啓発を行う。

事項：「給食だより」発行などで
保護者向けに情報発信できた学校
の割合
データ：おいしい給食・食育行動
計画（自己点検表）
対象：小学校、中学校

― 100% 100% 学務課

16
おいしい給食指導
集の改定

より実践的に活用できるよう現行の指導集を改
定し、新たな指導集を作成する。また、あわせ
て食育リーダー研修会を活用して、実務担当者
の育成にも力を注いでいく。

全小・中学
校

通年
校内の食
育指導

全校活用

校内の食育
指導全校活

用
100% Ａ

引き続き全校での活用を進めるとともに、
より活用しやすくなるよう改訂を検討す
る。

事項：食事のときに食べ物を残し
たらもったいないと思う子どもの
割合
データ：おいしい給食アンケート
対象：小学6年、中学2年

小学6年及
び中学2年
（－）

小学6年
（96％）
中学2年
（96％）

小学6年
（100％）
中学2年
（100％）

学務課

17
おいしい給食レシ
ピ集の改定

野菜をしっかり摂取することができる献立をさ
らに追加して、学校給食で活用するとともに、
積極的に保護者へ情報提供する。

全小・中学
校

通年
10食新規

掲載
掲載なし 0% Ｃ 給食メニューについてＡメールにて発信す

る。

事項：給食がおいしいと思う子ど
もたちの割合
データ：おいしい給食アンケート
対象：小学6年、中学2年

小学6年及
び中学2年
（－）

小学6年
（96％）
中学2年
（94％）

小学6年
（100％）
中学2年
（100％）

学務課

おいしい給食

おいしい給食

おいしい給食

おいしい給食

おいしい給食

おいしい給食

おいしい給食

おいしい給食

おいしい給食

おいしい給食

おいしい給食

おいしい給食

おいしい給食おいしい給食

おいしい給食

おいしい給食

おいしい給食

おいしい給食

おいしい給食

おいしい給食

おいしい給食

おいしい給食

おいしい給食

おいしい給食
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別紙２-２　　　令和４年度食育事業一覧（活動実績及び活動目標の達成状況)

No. 事業名 目的・具体的内容 対象者
実施頻度
実施回数

活動目標
2022年度

2022年度
活動実績

2022年度
活動目標の

達成率
（％）

2022年度
目標達成度
（A・B・C)

2023年度の方針
成果指標

(事項・データ・対象　等）

成果指標
現状

（2016年
度）

成果指標
現状

（2022年
度）

成果指標
目標値

(2022年度）
担当部署

18
給食残菜量・残菜
率の減少への取組

おいしい給食・食育行動計画（PDCA）の実施に
より、「おいしい給食アンケート」・「自己点
検表」の結果を踏まえて、各校で残菜率の目
標・具体的な改善策を立て進めることで、残菜
量・残菜率の減少に努める。

全小・中学
校

通年 全校実施 全校実施済 100% Ａ

ＰＤＣＡを実施し、前年度の反省や改善点
など、掲げた目標に向け各校にて取り組み
を実施するとともに、必要に応じておいし
い給食指導員の巡回指導を行う。

事項：年間平均残菜率
データ：学校給食残菜率調査
対象：小学校、中学校

小学校
　(3.0％)
中学校

　(6.6％)

小学校
　(2.5％)
中学校

　(4.8％)

小学校
　(2.7％)
中学校

　(6.0％)

学務課

19
給食調理事業者と
の意見交換会

学校と給食調理事業者との連携をさらに図り、
相互のスキルアップのために、全校で年１回意
見交換会（四者協議会含む）を実施する。

全小・中学
校

給食調理事
業者

年１回
全校実施

年１回
意見交換
会実施

５３校実施 100% Ａ
学校給食運営協議会（四者協議会）設営の
目的は達成されているため、今後は、必要
に応じて意見交換会を行うこととする。

事項：給食を残さず食べている子
どもの割合
データ：おいしい給食アンケート
対象：小学6年、中学2年

小学6年
（85％）
中学2年
（87％）
※基礎学力定
着に関する総

合調査

小学6年
（94％）
中学2年
（89％）

小学6年
（95％）
中学2年
（95％）

学務課

20 歯みがき講座

昨年度の利用者に行ったアンケートでは約５人
に１人が朝か夜のどちらかに歯みがきが出来て
いない。きちんとした生活習慣を身につけさせ
るため、歯科衛生士を招いて、歯みがきと糖尿
病の関連について講義を行う。また、スタッフ
の呼びかけや、室内にポスターなどを掲示し
て、継続的な啓発を行う。

居場所を兼
ねた学習支
援事業利用
中の中学生

年4回程度
（各施設1回

ずつ）

年4回
（ｱﾝｹｰﾄ結
果を基に
回数増も
検討）

各回10名
16％

0回 0% Ｃ

前年度に引き続き、2022年度もコロナ禍の
影響により実施できなかった。歯科衛生士
による講義形式等、内容や実施方法につい
ては衛生部と協議、検討する必要がある。
スタッフによる声かけや、啓発グッズの配
布、施設内への掲示等を行う、意識づけを
継続する。

事項：「朝と夜、歯磨きをしてい
る」と回答する子どもの割合
データ：
現状:｢足立区基礎学力定着に関す
る総合調査｣における｢学習意識調
査｣結果の中学生の総回答数を元
に、くらしとしごとの相談セン
ターが算出した回答割合
進捗状況:｢居場所を兼ねた学習支
援アンケート集計結果｣
対象：居場所利用中の中学生

朝と夜、
歯みがき
をしてい

る。
87.4％

朝と夜、
歯みがき
をしてい

る。
83.7％

基礎学力定
着に関する
総合調査以
上の結果

くらしとしごと
の相談センター

21 食事ゲーム

職場体験・健診事後指導に来所した中学生に対
し、そのまんま料理カードを用いて、栄養バラ
ンス・難易度を考えて料理一食分３品を選ぶ学
習を行う。また、帰宅後作り方を調べるよう声
かけする。

中学生（職
場体験）1

回
2～3人

年5回程度
12～15人

5回
10～15人

実績なし 0％ Ｃ 職場体験の受け入れもコロナ禍前に戻りつ
つあるので、可能な範囲で取り組む。

職業体験来所時にそのまんま料理
カードで選んだ料理3種類を、自分
で作ってみた中学生の割合

―
実施な

し
50％

5～7人

こころとからだの
健康づくり課
保健所地域保健

22 ファミリー学級

妊娠期の食生活のポイント、栄養バランス、食
事の適量、朝ベジの重要性などをグループワー
クを取り入れ具体的に伝える。家族の健康を含
めた家庭での望ましい食習慣の基本を啓発す
る。

妊婦・
ﾊﾟｰﾄﾅｰ

52回
646人

72回
1,500人

実施なし 0％ Ｃ

2022年までは中止していた3日制の教室を、
2日制として内容を一部変更し、再開する。
パートナーの参加が増えている中、生まれ
てくる子どもも含めた家族全体の望ましい
食習慣について啓発していく。妊婦面接時
の資料配布は引き続き実施する。

事項：①朝食に野菜を食べる割合
②食事を選ぶポイントで「栄養バ
ランス」を１番に選ぶ人の割合
データ：教室事前事後アンケート

①34.1%
②65.9%

実施なし
①40%
②75%

保健予防課
保健所保健栄養

23
食育サポーター育
成事業

食育に関心の高い地域住民を公募し、食に関す
る基本的な講座を行い、食の大切さを伝えるボ
ランティアを育成する。

全区民
ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ登録

50人

新規10人
ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ登
録50人

新規22人
ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ登録

59人
118％ Ａ

現会員との交流や講習会を開催し、新規加
入者が継続できるような環境づくりを心が
ける。

活動目標
ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ登
録50人

ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ登
録50人

ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ登
録50人

こころとからだの
健康づくり課
保健所保健栄養

24
食育サポーターに
よる食育啓発事業

区民ボランティアである食育サポーターが、食
育体験教室・健康教室等で、食事の適量や野菜
摂取の重要性について、「手ばかり栄養法」や
「食育クイズ」などのツールを活用して、区民
へ広く啓発する。

全区民
活動回数

34回
3,264人

大人対象
(乳幼児保
護者等)
20回

2,000人
子ども対象
(学童等)

30回
900人

活動回数
21回

2,617人

回数42％
人数90％ Ｂ

昨年度は後期の10月頃から活動を再開した
ため、回数は目標に及ばなかった。今年度
は教室の開催数を伸ばし、より多くの場面
で活動を行い食育の啓発に努めていく。

活動目標
34回

3,264人
21回

2,617人

大人対象
20回

2,000人
子ども対象

30回
900人

計50回
2,900人

こころとからだの
健康づくり課

保健所保健栄養

25
健康づくり推進員
事業

区民ボランティアである健康づくり推進員が、
区民の健康課題や健康づくりに関する情報を学
び、その内容を地域の活動を通じて区民に広め
る。「あだちベジタベライフ～そうだ、野菜を
食べよう」運動を広めるため、「野菜から食べ
よう」の声かけ、あだちベジタベライフ協力店
の募集の協力や利用、野菜から食べる効果の普
及等を実施する。

全区民

健康づくり推
進員が所属す
る全住区ｾﾝﾀｰ
において実施

健康づくり
推進員が所
属する全住
区ｾﾝﾀｰにお
いて実施

推進員が所属
する44住区セ
ンターターで

実施

100% Ａ

新型コロナウイルス感染症が５類となった
が、安心して活動に参加してもらうため
に、感染予防対策と健康づくり活動の両立
が必要な状況は続いている。健康づくり推
進員の活動全般について支援する中で、
「野菜から食べよう」運動の普及啓発も
行っていく。

事項：野菜から食べる区民の割合
データ：区政に関する世論調査 64.7% 67.1% 80%

こころとからだの
健康づくり課
保健所地域保健

おいしい給食

おいしい給食

おいしい給食

おいしい給食

おいしい給食おいしい給食

おいしい給食おいしい給食
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No. 事業名 目的・具体的内容 対象者
実施頻度
実施回数

活動目標
2022年度

2022年度
活動実績

2022年度
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26 食生活講演会
各ライフステージに合わせ、望ましい食習慣の
ポイントや野菜摂取の必要性等の講演会を実施
する。

全区民
実施回数

3回
3回

150人
2回
34人 23％ Ｃ

2022年度は新型コロナウイルス対策を鑑
み、定員数を絞っての開催だった。定員数
を増やし、より多くの方に参加してもらえ
るよう工夫しながら実施する。

参加人数
130人

(過去３年
間実績）

34人 150人
こころとからだの
健康づくり課
保健所保健栄養

27 フードドライブ

家庭で余っている食品を持ち寄り、食に困って
いる方に提供するフードドライブ活動を実施。
平成30年1月より区役所、清掃事務所、あだち再
生館で常設窓口を開始。

全区民

窓口実施日数
（区民が実施
し、区が認知
したものを含
む）

1,694日 1,886日 111% Ａ 区イベント等でフードドライブを実施
し、区民向けに食品ロスの啓発を図る。

事項：家庭から出される燃やすご
みに占める未利用食品の割合
データ：燃やすごみの組成調査
（家庭系・事業系）

3.6% 3.8% 2.0% ごみ減量推進課

5



別紙２-２　　　令和４年度食育事業一覧（活動実績及び活動目標の達成状況)

２　栄養バランスのよい食事を選択できる

No. 事業名 目的・具体的内容 対象者
実施頻度
実施回数

活動目標
2022年度

2022年度
活動実績

2022年度
活動目標の

達成率
（％）

2022年度
目標達成度
（A・B・C)

2023年度の方針
成果指標

(事項・データ・対象　等）

成果指標
現状

（2016年
度）

成果指標
現状

（2022年
度）

成果指標
目標値

(2022年度）
担当部署

1

家庭科指導案作成
「足立ベーシック
献立作成・調理実
習学習指導案」

小・中学校の授業において栄養知識・献立作成
と調理実習について、基礎的な指導案を作成
し、全校で一定レベル以上の学習指導が実施さ
れるようにする。

若手（経験
浅）教員

非常勤講師
通年 全校実施

指導案活用
校

４７校
46% Ｃ 小・中家庭科部の家庭科教員と協力して家庭

科学習指導案の活用を促進させる。

事項：栄養バランスのよい食事を選択
できる子どもの割合
データ：おいしい給食アンケート
対象：小学6年、中学2年

小学6年及
び中学2年
（－）

小学6年
（76％）
中学2年
（93％）

小学6年
（90％）
中学2年
（90％）

学務課
教育指導課

2 惣菜活用塾

身近な小売店・スーパー・コンビニを活用し
て、子ども自らが野菜を含む安価で栄養バラン
スのよい惣菜を選択し、それを踏まえた上で栄
養士による栄養指導を行う。実地またはゲーム
方式等で行う。
夏季休暇期間中に居場所を兼ねた学習支援施設
を利用中の中学生を対象に実施する。

居場所を兼
ねた学習支
援事業利用
中の中学生

250名

年4回程度
（2施設で夏
季休暇中に2
回、または4
施設で夏季休
暇期間中に1

回）

年4回
各回10名

16％

開催:1回
人数:10名

回数:25%
人数:25% Ｃ

食育月間にポスターやのぼり旗掲示を通じた
啓発活動や、区のホームページに掲載されて
いるおいしい給食のレシピ等を参考にしなが
ら、野菜を取り入れたバランスの良い食事提
供を心がける（栄養士による保健指導の代替
手段検討が必要）。

事項：①「朝食を食べますか」、
②「食事のとき何を一番はじめに
食べますか」、③「甘いジュース
をどのくらい飲みますか」、④
「ふだんのお菓子のとり方につい
て」と回答する子どもの割合
データ：
現状:｢第2回子どもの健康・生活実
態調査｣の結果における中学2年生
の回答割合
進捗状況:惣菜活用塾実施後アン
ケート
対象：居場所利用中の中学生

①毎日食
べる・

時々食べ
ない

93.5％
②野菜か
ら22.1％
③毎日1回

以上
28.6％

④自由に
食べる
74.0％

①毎日食
べる・

時々食べ
ない

76.8％
②野菜か
ら43.1％

子どもの健
康・生活実
態調査以上

の結果

くらしとしごと
の相談センター

保健所保健栄養

3
ハイリスク家庭・
ひとり親家庭への
食支援

保健所栄養士が保健師、ケースワーカー等と連
携し、食支援が必要な家庭の保護者に対して個
別調理指導やレシピ提供、訪問支援等を行う。

ハイリスク
家庭

必要に応じ

レシピ作
成・配付
個別指導
300件

433件 144％ Ａ
乳幼児健診や離乳食教室等の機会を活用し、
保健師等と情報共有を行いながら対象者に合
わせた個別指導の強化を図る。

事項：指導後の改善率(指導した内
容が改善した割合）
データ：事前事後アンケート

― 79% 100% 保健所保健栄養

4
あだちベジタベラ
イフ協力店

野菜の販売、野菜たっぷりメニューの提供、ベ
ジ・ファーストメニューの提供等の店舗を登録
し、区民がいつでも野菜を食べることができる
環境づくりを行う。
また、朝食にも野菜が食べられる環境づくりと
して、野菜付のモーニングを提供する店を「ベ
ジタベモーニングの店」として登録する。

全区民
登録店
624店

600店 827店 137.8％ Ａ

コロナ禍の影響もあり、登録店舗が大幅に減
少してしまっているため、新規開拓委託を行
い登録店舗の増加を図るとともに、質の向上
を進めていく。

登録店舗数
登録店
624店

827店

900店
※目標値を
600店から
上方修正

こころとからだの
健康づくり課
保健所保健栄養

5
あだち食の健康応
援店

バランスのよい食事を選択できる環境づくりと
して、エネルギーをはじめ、塩分・野菜量等の
表示を行う店舗や、食に関する情報発信等を行
う店舗を登録し、区民へ栄養バランス及び野菜
摂取の必要性を啓発する。

全区民
登録店
全121店

新規5店
140店

新規1店
100店 71.4％ Ｂ

新型コロナウイルス感染の影響により、閉店する
店舗が4店、退会が1店あった。コロナ禍におい
て、連携が希薄になってしまった応援店との連携
回復に努めるとともに、ベジタベ店に対しては、
食育月間や糖尿病月間等での協力依頼をきっかけ
に、応援店へのレベルアップを目指す。また、区
民からの店舗情報等も踏まえ、新規店舗を開拓す
る。

登録店舗数
登録店
121店

登録店
100店

新規30店舗
（累計）
140店

こころとからだの
健康づくり課
保健所保健栄養

6 特定給食施設指導

特定多数の人に継続的に食事を提供している施
設（保育園、学校、事業所、病院、社会福祉施
設等）において、喫食者の健康の維持増進を図
るため、健康増進法に基づき、指導・支援を行
う。それぞれの施設の特性に応じた栄養管理が
できるよう、塩分・野菜量等の適正量等を含め
て指導し、あだちベジタベライフの普及啓発も
行う。

対象施設：
499施設

個別指導
2,363件

2,300件 2,385件 104% Ａ

コロナ禍で実施できなかった新規開設施設及
び栄養管理に課題のある施設への巡回指導を
強化する。また適切な栄養管理の実施に繋が
るよう、栄養関連情報の提供等の支援に努め
るとともに、あだちベジタベライフの普及啓
発を行う。

適正な栄養管理ができている特定
給食施設割合
（栄養管理報告書による野菜量）

45.1% 61.7% 60%
中央本町地域・
保健総合支援課
保健所保健栄養

おいしい給食おいしい給食おいしい給食おいしい給食
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別紙２-２　　　令和４年度食育事業一覧（活動実績及び活動目標の達成状況)

３　簡単な料理を作ることができる(ごはんが炊ける、インスタントに頼らずみそ汁が作れる、目玉焼き程度のフライパン料理ができる）

No. 事業名 目的・具体的内容 対象者
実施頻度
実施回数

活動目標
2022年度

2022年度
活動実績

2022年度
活動目標の

達成率
（％）

2022年度
目標達成度
（A・B・C)

2023年度の方針
成果指標

(事項・データ・対象　等）

成果指標
現状

（2016年
度）

成果指標
現状

（2022年
度）

成果指標
目標値

(2022年度）
担当部署

1 野菜の調理体験

幼児期の好奇心旺盛な時期に調理体験をするこ
とは、自分で食べるものを作ることができたと
いう自己肯定感を育て、将来的に生きる力につ
ながると考えている。区立保育園では、ﾎｯﾄﾌﾟﾚｰ
ﾄ、ガラス鍋、包丁・まな板等を導入し、調理体
験の充実を図っている。私立保育園も様々な取
り組みを実施しているが、園により取組みにバ
ラつきがある。そのバラつきを把握し、すべて
の保育・幼稚園で一定水準の調理体験を園児が
体験できるよう事業を推進する。

保育・幼稚
園児

不定期

区内5歳児
全保育施
設・幼稚
園で実施

①区立園100%
　公設民営園100％
　私立認可園91％
　認証保育所80％
　私立幼稚園50％
　施設全体92％

②区立園児59％
　全園児　61％

①施設全体
92％
②全園児
61％

Ａ

安全な食育体験の方法や年齢に合わせた
取組など具体的に各施設に情報発信を行
い、すべての施設で野菜に親しむ食育体
験の実施ができるよう支援していく。

①事項：調理体験実施園の拡大
データ：食育月間アンケート等
対象：区内5歳児全保育施設・幼稚園

②事項：家庭での園児調理体験実施拡
大
データ：ベジタベアンケート等
対象：区内5歳児全保育施設・幼稚園

区立保育園
100％

私立保育園
85％

幼稚園未実
施

区立保育園
児32％

（小松菜味
噌汁）

①区立園100%
　公設民営園
100％
　私立認可園
91％
　認証保育所
80％
　私立幼稚園
50％
　施設全体92％

②区立園児59％
　全園児　61％

全保育施
設・幼稚園

100％

全園児
50％

子ども施設指導・支
援担当課

2
親子クッキング
プログラム

食育に対する理解の向上、親子のコミュニケー
ションを目的として、未就学児・小学生とその
保護者を対象とした親子クッキングプログラム
を実施する。なお、献立は毎月変更する。

未就学児・
小学生とそ
の保護者
各回8組・
16名

毎月2日・各
日2回程度、
年間48回程度

384名
（24回）

89名
7回

人数比：
23.2％
回数比：
29.2％

Ｃ

料理講座をきっかけに家庭での調理に挑戦
するなど、食への興味関心の向上に寄与で
きるように働きかける。調理施設がない施
設でも、食育に寄与できるような講座内容
を検討する。

事項：「自宅でも料理を作りたい」と
思ったと回答した未就学児・小学生の
割合 (14人中11人)
データ：本事業参加者アンケート
対象：未就学児・小学生とその保護者
等

― 0% 100% 生涯学習支援課

3
学童保育室での
料理教室・おや
つ講座

子どもの食事作りへの関心を高めるため、調理
体験教室を行う。夏休み等に学童保育に通う児
童を対象に実施する。

学童保育に
通う児童

各学童保育室
年１回程度

学童保育
室主体で

実施
100％

新型コロナウイ
ルス感染状況を
鑑み、調理体験
教室は中止し、
代わりに望まし
いおやつのとり
方と調理デモの
教室を実施し

た。また、「野
菜クイズ動画
DVD」も配布し
た。（教室実

績：5施設124名
DVD実績：19施

設871名）

- Ｃ

2022年度は子どもの肥満対策として、望ま
しいおやつのとり方についてのクイズと簡
単おやつの調理デモの教室をモデル的に実
施した。2023年度は実施数を増やし、引き
続き取り組んでいく。

事項：料理教室後に、家庭で料理
を作った、または作ろうと思って
いる割合
データ：保護者への事後アンケー
ト

子どもとの
料理頻度

「めったに
しない」

31％
※参考値

（子どもの
健康・生活
実態調査）

― 70%
住区推進課

保健所保健栄養

4
親子で楽しむ団
欒食作り講座

家庭での食育機能向上および親子のコミュニ
ケーションの充実のため、簡単にできるバラン
スの取れた食事を一緒に作る講座を実施する。
自らの力で料理を楽しく作ることにより、心も
体も満足できる体験を提供する。

小学生とそ
の親

各回8組
（16名）程

度

４回
50名

3年間の実
績を勘案
して設定

１回
17名 - Ｃ

講座のテーマは、アンケート等のニーズ把
握などにより決定している。講座テーマの
要望が多岐に渡っているため、親子向け講
座は食に関わるものになるとは限らず、
2023年度は実施の予定がない。

事項：「今回学んだ料理を家でも
自分で作ってみよう」と思ったと
回答する参加者の割合
データ：講座参加者へのアンケー
ト

― 63% 90%
多様性社会推進

課

5

「食べる」が楽
しくなる！2歳～
4歳親子の食育
レッスン

“食べること”に興味・関心を持ってもらうこ
とを目的とした、2歳からはじめる食育プログラ
ム。
子どもの好き嫌いが多い、ご飯自体をあまり食
べたがらないという心配をされる保護者の方に
も、悩みごとを共有し、楽しむ経験を積む機会
提供とし、自宅での食事等でも良い影響が生ま
れることを狙う。

２～４歳の
子どもと保

護者
各回4組

毎月2回
96組

24回
96組

20回(83%）
58組(60%) 71％ Ｂ

令和4年度はウィズコロナの状況下でおおむ
ね予定通り事業を実施できた。令和5年度も
引き続き内容や開催形態の見直しを行いな
がら継続し、幼少期からの食育の機会提供
を行っていく。

事項：「自宅でも実践したい」と思っ
たと回答した参加者の割合
データ：本事業参加者アンケート
対象：講座参加者へのアンケート

― 90% 100% 地域文化課

6
自分でできる
昼食つくり

給食のない長期学校休業日に自分で、危なくな
い、包丁を使わない、または、ホットプレート
で簡単昼食を作れるよう練習会を実施する。
(鹿浜いきいき館）

小学生
中学生

年4回程度
60人

4回
60人

新型コロナウ
イルス感染防
止のため実施

なし

0 Ｃ
新型コロナウイルス感染防止のため、長い
期間実施ができなかったため、今後事業を
実施する予定である。

事項：食に関心を持ち「自分で調理し
てみよう」と思ったと回答する子ども
の割合
データ：参加児童(者)へのアンケート

90% ― 100% 住区推進課

7

長期休み期間の
課題「わが家の
シェフになろ
う！」

全小・中学校の家庭科授業で事前に献立作成を
学んだ後、長期休み期間中を活用して子どもた
ちが自宅で調理を行うことで、調理の実践力を
身につける。

小学生
中学生

年1回程度 全校実施
実施校
47校 46% Ｃ 夏休みの課題として実施できる学校には授

業実施後に取り組んでもらう。

事項：自分一人で、ごはん、みそ汁、
目玉焼き程度の簡単な料理を作ること
ができる子どもの割合
データ：おいしい給食アンケート
対象：小学6年、中学2年

小学6年及
び中学2年
（－）

小学6年
（60％）
中学2年
（71％）

小学6年
（80％）
中学2年

（100％）

学務課
教育指導課

8
給食メニューコ
ンクール

児童・生徒が、給食の献立作りのポイントを考
慮しながらメニューを家庭やグループで考え
て、その作品を応募してもらうことで、食の重
要性や食べる意欲を高める。

小学生
中学生

年1回
応募総数
5,950点

7,221作品 99% Ａ 引き続き、学校と連携しながら実施

事項：栄養バランスのよい食事を
選択できる子どもの割合
データ：おいしい給食アンケート
対象：小学6年、中学2年

小学6年及
び中学2年
（－）

小学6年
（73％）
中学2年
（92％）

小学6年
（90％）
中学2年
（90％）

学務課

おいしい給食おいしい給食

おいしい給食おいしい給食

おいしい給食おいしい給食

おいしい給食おいしい給食
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別紙２-２　　　令和４年度食育事業一覧（活動実績及び活動目標の達成状況)

No. 事業名 目的・具体的内容 対象者
実施頻度
実施回数

活動目標
2022年度

2022年度
活動実績

2022年度
活動目標の

達成率
（％）

2022年度
目標達成度
（A・B・C)

2023年度の方針
成果指標

(事項・データ・対象　等）

成果指標
現状

（2016年
度）

成果指標
現状

（2022年
度）

成果指標
目標値

(2022年度）
担当部署

9
地域学習セン
ター食育講座

料理室のあるセンターを中心に、簡単野菜料理
を作る料理教室等を実施する。あわせて講座参
加者に、区の啓発チラシを配布する。

中学生以下
の子どもま
たは保護者

年間20回程度
20回
320人

16回
139名

人数比：
43.4％
回数比：
80.0％

Ｂ

料理講座をきっかけに家庭での調理に挑戦
するなど、食への興味関心の向上に寄与で
きるように働きかける。調理施設がない施
設でも、食育に寄与できるような講座内容
を検討する。

項目：学んだ料理を家でも自分で作っ
てみようと思った子どもの割合
データ：参加者アンケート

― 80% 100% 生涯学習支援課

10 住区でごはん
住区センター内の悠々館利用者と多世代交流を
通して、食材を大切にした食事づくりを実施す
る。

小学生以上
年10回程度

100人
15回
150人

なし 0％ Ｃ
新型コロナウイルス感染拡大防止のため、現在
実施を見合わせている。感染状況に応じて再開
をしていく。

事項：食に関心を持ち「自分で調
理してみようと思ったと回答する
子どもの割合
データ：参加児童(者)へのアン
ケート

― ― 100% 住区推進課

11 住区de団らん
元気高齢者に呼びかけを行い、夜間の落ち着い
た団らんの時間と夕食の場を提供する。

60歳以上
各住区ｾﾝﾀｰ月1～2

回
1,000人

各住区ｾﾝﾀｰ
月1～2回
1,200人

545
（6,259）

79％
（42％

）
Ｂ

孤食対策を目的に、住区センターに来てもらう
よう「住区de団らん」を実施し、利用者に対し
健康意識を高める声かけを行っていく。また、
コロナが５類に移行となったが、悠々館では食
事を伴う事業においてまだ感染不安も大きく、
リクリエーションのみで開催しているところも
多い。感染状況や利用者のニーズに合わせなが
ら、食事の再開時期を検討していく。

1年間の参加延べ人数
平成27年度
12,370人

※1,000人/月

悠々館利
用者
545回
（6,259
人）

14,800人
(対H27年度
20％増)

※1,200人/月

住区推進課

12
居場所での
子どもによる
食事提供

施設内で実施される（予定）食事提供にて、準
備・調理段階から子ども自ら携わる。
料理を学ぶだけでなく、段取りや工夫するスキ
ルを身に付けるとともに、大人との関わり方や
コミュニケーション力、チームワークの重要性
に気付かせる。また、食べた人に美味しいと言
われることで思いやりの気持ち（ホスピタリ
ティ）や自尊感情・自己肯定感を高める効果な
ども期待できる。

居場所を兼
ねた学習支
援事業利用
中の中学生
（中部エリ
アのみ）

90名

年10回程度
年10回

各回10名
111％

開催:5回
人数:37名

回数:50%
人数:37% Ｃ

新型コロナ５類移行に伴い、食事提供の準
備の際、子どもたちが参加できる場面や、
食に関する体験活動などを徐々に増やして
いる。
コミュニケーション能力や自己肯定感の向
上、食を含めた規則正しい生活習慣の確立
に向けて、食事提供の工夫や体験活動の充
実を図る。

事項：①「勉強すれば、自分のふ
だんの生活や社会に出て役立つ」
②「朝食の品数はどれくらいです
か」と回答する子どもの割合
データ：
現状:①｢足立区基礎学力定着に関
する総合調査｣における｢学習意識
調査｣結果の中学生の総回答数を元
に、くらしとしごとの相談セン
ターが算出した回答割合
現状:②｢第2回子どもの健康・生活
実態調査｣の結果における中学2年
生の回答割合
進捗状況:｢居場所を兼ねた学習支
援アンケート集計結果｣
対象：居場所利用中の中学生

①そう思
う、どち
らかとい
えばそう

思う
86.0％

②３品以
下

83.7％

①そう思
う、どち
らかとい
えばそう

思う
82.3％

②３品以
下

90.6％

①基礎学力
定着に関す
る総合調査
以上の結果
②子どもの
健康・生活
実態調査以
上の結果

くらしとしごと
の相談センター

13

居場所での
子どもごはん教
室
（やる気スイッ
チONキッチン）

子どもが簡単な食事を自分でつくることができ
るよう、ごはん教室を実施。夏季休暇期間中に
「居場所を兼ねた学習支援」施設を利用中の中
学生または保護者を対象に実施する。
併せて保護者にＡメールの登録も促し、配信中
の「おすすめレシピ」の紹介も行う。

居場所を兼
ねた学習支
援事業利用
中の中学生
及び保護者

250名

年4回程度
（2施設夏季
休暇中に2回
ずつ、または
4施設で1回ず

つ）

年4回
各回10名

16％

開催:9回
人数:75名

開催:
230%
参加:
188%

Ａ

当事業には、仕事で保護者の帰宅が遅い等
の理由で、自分で食事を準備する必要のあ
る生徒も多いため、簡単な調理技術の習得
は不可欠である。
足立区ホームページに掲載されている簡単
なレシピや、啓発グッズを活用しながら、
調理をはじめとした食に関する取り組みを
引き続き実施していく。

事項：①「勉強すれば、自分のふ
だんの生活や社会に出て役立つ」
②「朝食の品数はどれくらいです
か」と回答する子どもの割合
データ：
現状:①｢足立区基礎学力定着に関
する総合調査｣における｢学習意識
調査｣結果の中学生の総回答数を元
に、くらしとしごとの相談セン
ターが算出した回答割合
現状:②｢第2回子どもの健康・生活
実態調査｣の結果における中学2年
生の回答割合
進捗状況:｢居場所を兼ねた学習支
援アンケート集計結果｣
対象：居場所利用中の中学生

①そう思
う、どち
らかとい
えばそう

思う
86.0％

②３品以
下

83.7％

①そう思
う、どち
らかとい
えばそう

思う
82.3％

②３品以
下

90.6％

①基礎学力
定着に関す
る総合調査
以上の結果
②子どもの
健康・生活
実態調査以
上の結果

くらしとしごと
の相談センター

保健所保健栄養
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別紙２-２　　　令和４年度食育事業一覧（活動実績及び活動目標の達成状況)

No. 事業名 目的・具体的内容 対象者
実施頻度
実施回数

活動目標
2022年度

2022年度
活動実績

2022年度
活動目標の

達成率
（％）

2022年度
目標達成度
（A・B・C)

2023年度の方針
成果指標

(事項・データ・対象　等）

成果指標
現状

（2016年
度）

成果指標
現状

（2022年
度）

成果指標
目標値

(2022年度）
担当部署

14
子どもの共食の
場提供

NPOが実施する子ども食堂や、居場所を兼ねた学
習支援施設で、子どもが家庭以外の場でも安心
して誰かと食事ができる機会をつくる。

中学生
H27 居場所での
食事提供回数

20回

居場所での
食事提供回

数
1,100回

1,229回 112% Ａ

新型コロナウイルス感染症への対応のた
め、既成弁当の提供も併用しながら食事提
供を実施した。今後は、新型コロナ５類移
行に伴い、子どもたちとスタッフが食卓を
囲み、コミュニケーションを図りながら食
事をしたり、食に関する体験活動を増やす
ことで、生徒の食習慣・生活習慣の習得を
支援していく。

居場所での食事提供回数

H27 居場所
での食事提

供回数
20回

居場所での
食事提供回

数
1,229回

居場所での
食事提供回

数
1,100回

くらしとしごと
の相談センター

15
母子寮・児童養
護施設等での料
理教室

寮を出た後、食生活も自立できるよう、栄養バ
ランスを考えた食品の選び方、簡単にできる料
理等の教室を実施する。

施設入居者 年2回程度
年4回程度

30人
なし ０％ Ｃ 新型コロナウイルス感染症拡大以降教室を

見合わせている。

事項：教室後の改善率(指導した内
容が改善した割合
データ：事前・事後アンケート

― ― 100% 保健所保健栄養

16
高校生向け包丁
いらずの朝ベジ
料理教室

家庭科の授業等で、コンビニ等での栄養バラン
スのよい食事の選び方、野菜を使った簡単な朝
ベジ料理の実習やデモンストレーション等、体
験を交えた教室を実施する。

高校生

８校
(都立９校

中）
1,716人

9校(都立
全校）

家庭科授
業等で実

施
1,900人

7校
1518人 80％ Ａ

栄養教室を再開し、内容を充実させる。都
立高校だけではなく、私立高校にも働きか
けを行い、望ましい食習慣の定着に向けた
取り組みを進めていく。

事項：栄養バランスを考えて食事
を選ぶ
データ：高校生向け教室時アン
ケート

26.4％
(※H28)

36.0% 50%
こころとからだの
健康づくり課
保健所保健栄養

17
簡単野菜レシピ
啓発

調理の知識がなくても、多忙でも、手軽に簡単
に野菜が食べられるレシピを作成し、ホーム
ページ、Ａメール、クックパッド、レシピカー
ド等様々な方法で周知する。

全区民 年54品
年48品

(1品/週) 年44品 91.6％ Ａ 年間計画を立て、旬の食材や行事食を取り
入れるなど工夫をし、実施している。

活動目標 年54品 年44品 年48品
こころとからだの
健康づくり課
保健所保健栄養
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別紙２-３ 糖尿病対策アクションプラン-歯科口腔保健対策編－【中間見直しによる改定版】成果指標進捗　

NO. 新規・継続 事業名 目的・具体的内容 対象者
実施頻度
実施回数

活動目標
令和4年度

事業実績
令和4年度

目標達成度
(％)

目標達成度
令和4年度
（Ａ・Ｂ・Ｃ）

令和5年度の方針
活動目標
令和5年度

成果指標
(事項・データ・対象等)

成果指標現状
(平成29年度)

成果指標現状
(令和2年度)

成果指標現状
(令和4年度)

成果指標目標値
(令和5年度) 担当部署

1 継続 妊婦歯科健診
妊娠期の歯・歯肉の健康及び子どものむし歯予防
について啓発する。 妊婦 通年 29% 29.6% 102% A

引き続き、妊娠期に歯科健診
を受診するよう、働きかける。

30%
妊婦歯科健診を受
診した割合

16.5% 22.6% 29.6% 30% データヘルス推進課

2 継続
親子はじめて歯科健診(こんにち歯ひろ

ば)

乳歯が生え始める１歳前後の子どもと保護者を対
象に、親子歯科健診ならびに甘味習慣や歯みがき
相談等を行い、乳歯のむし歯予防を推進する。

１歳前後の子どもと保
護者

通年
１２２回
４,８８０人

１２２回
４,６４１人

95.1% A

令和２年度より、感染症対策
として定員枠を減らして実施し
ていたが、希望した日に参加
しやすいようコロナ前の定員
に戻す。引き続き、個別での
歯みがき体験や甘味習慣に
関する指導を丁寧に実施す
る。

１２２回
５，０００人

１歳前後の親子対
象｢歯の健康教室｣
の実施回数と参加
人数

１３０回
５，３４３人

１３０回
４,６７５人

１２２回
４,６４１人

１２２回
５，０００人

データヘルス推進課、
中央本町地域･保健総
合支援課、保健セン
ター

3 継続 乳幼児歯科相談事業
主に０～３歳の子どもと保護者を対象に、歯科衛生
士が個別相談を行う。

０～３歳の子どもと保
護者

通年
６６回

１,８００人
６６回

１,０６５人
59.2% C

１歳６か月児歯科健診で、む
し歯のリスクが高い児や、仕
上げみがきの負担が大きい保
護者の歯科保健指導を強化
する。リーフレットを活用し、
フッ化物配合歯みがき剤の応
用や歯によいおやつの習慣を
積極的に啓発していく。

６６回
１,８００人

乳幼児歯科相談の
実施回数と参加者
数

６６回
１，６２５人

６６回
６７５人

６６回
１,０６５人

６６回
１,８００人

データヘルス推進課、
中央本町地域･保健総
合支援課、保健セン
ター

4 継続 １歳６か月児歯科健診フォロー事業
歯科健診の結果、要医療の子どもにていねいに受

診(治療)勧奨を行い、歯科受診につなげる。
１歳６か月児 通年 82% 82.7% 101% A

かかりつけ歯科医がない児に
対しては、歯科医療機関一覧
より地域の歯科医院を一緒に
探すなど、引き続き、丁寧な
受診勧奨を行い、早期の歯科
受診につなげる。

85%
受診報告書の提出
率

74.9% 65.9% 82.7% 85%

5 継続
３歳児歯科健診
フォロー事業

歯科健診の結果、要医療の子どもにていねいに受
診(治療)勧奨を行い、歯科受診につなげる。

３歳児 通年 80% 75.3% 94.1% A

引き続き、丁寧な受診勧奨を
行い、早期の歯科受診につな
げる。特に支援が必要な家庭
には、多職種や関係機関と連
携したフォロー体制を検討して
いく。

80%
受診報告書の提出
率

74.7% 77.6% 75.3% 80%

6 継続
４(年少児)～６歳(年長児)を対象に、統一基準・てい
ねいな受診(治療)勧奨・結果の集計分析をセットに
歯科健診を実施する。

4月～11月 ― ― ― ―

歯科健診を担当する職員が
代わった施設や新規に施設
内健診を開始する認可外保
育施設等に丁寧に説明を行
い、事業の定着化を図る。

― 92% ― ― ― 子ども家庭部

7 継続 私立幼稚園・認定こども園 4月～6月 100% 98.6% 98.6% A
歯科医師会・衛生部と連携し
て歯科健診の実施について周
知を継続する。

100% 98.7% 98.6% 98.6% 100% 子ども政策課

8 継続 区立保育園・認定こども園 5月～7月 100% 99.0% 99.0% A
引き続き受診率の向上を目指
し、未受診の状況を園に確認
し、受診推奨していく。

100% 99.3% 98.5% 99.0% 100% 子ども施設運営課

9 継続 公設民営園 5月～7月 100% 99.6% 99.6% A
引き続き受診率の向上を目指
し、未受診の状況を園に確認
し、受診推奨していく。

100% 99.4% 98.4% 99.6% 100% 子ども施設運営課

10 継続 私立保育園 5月～7月 100% 99.3% 99.3% A

昨年度より、受診率が上がっ
てきているので、引き続き受
診を勧め向上させていきた
い。

100% 99.7% 98.9% 99.3% 100% 子ども施設整備課

11 継続 認証保育所 5月～7月 100% 99.3% 99.3% A
あだちっ子歯科健診の受診率
を向上させ、むし歯の早期発
見、早期治療を促す

100% 98.2% 97.8% 99.3% 100% 子ども施設入園課

12 継続 未通園児 9月～11月 25% 23.5% 94.0% A

新規に認可外保育施設（１園）
が施設内健診開始となるの
で、丁寧に説明して受診率の
向上を図る。また、引き続き発
達療養施設等の職員と連携を
図っていき、保護者への周知
をしていくとともに、未通園児
の実態把握を進めていく。

28% 13.5% 14.1% 23.5% 28% 子ども政策課

13 継続
歯科健診の結果、要医療の子どもにていねいに受
診(治療)勧奨を行い、歯科受診につなげる。

― ― ― ―
各教育・保育施設・衛生部と
連携して、積極的な受診勧奨
をしていく。

― 61% ― ― ― 子ども家庭部

14 継続 私立幼稚園・認定こども園 70% 63.1% 90.1% A
各園に受診勧奨実施につい
て周知する。

70% 56.3% 64.4% 63.1% 70% 子ども政策課

15 継続 区立保育園・認定こども園 100% 79.2% 79.2% B

提出率の低い園については、
随時、受診状況を確認し、園
から保護者に呼びかけてもら
うよう促していく。

100% 67.0% 76.8% 79.2% 100% 子ども施設運営課

16 継続 公設民営園 100% 73.6% 73.6% B

提出率の低い園については、
随時、受診状況を確認し、園
から保護者に呼びかけてもら
うよう促していく。

100% 67.1% 84.9% 73.6% 100% 子ども施設運営課

17 継続 私立保育園 90% 81.5% 90.1% A

昨年度より、治療報告書の提
出率が上がってきているの
で、引き続き受診を勧め報告
書の提出を向上させていきた
い。

90% 67.2% 81.5% 81.5% 90% 子ども施設整備課

18 継続 認証保育所 85% 83.8% 98.6% A
丁寧な受診勧奨をするよう各
教育・保育施設への働きかけ
を継続する

85% 52.4% 84.6% 83.8% 85% 子ども施設入園課

19 継続 未通園児 ― 90% 66.7% 74.1% B

昨年度に引き続き、要治療者
には電話連絡等で複数回受
診勧奨を行い、未処置のまま
にならないよう支援していく。

90% 76.0% 87.2% 66.7% 90% 子ども政策課

20 拡充 ６歳臼歯健康教室(年長児)
生え始めの６歳臼歯のむし歯予防のため、年長児
および保護者を対象に、６歳臼歯健康教室を実施
する。

年長児および保護者 通年
１４５施設
３,０００人

１６０施設
３,１２０人

104% A

園と連携し、課題を共有しな
がら効果的に教室を行うとと
もに、家庭での歯みがき習慣
の定着につなげる。また、フッ
化物配合歯みがき剤やフッ素
塗布の応用を積極的に啓発し
ていく。

１６３施設
３,２００人

実施施設数と参加
人数

１３１施設
４，４００人

２８施設
６６４人

１６０施設
３,１２０人

１６３施設
３,２００人

データヘルス推進課、
中央本町地域･保健総
合支援課、保健セン
ター

21 継続
仕上げみがきの
個別指導

「親子はじめて歯科健診」「１歳６か月児歯科健診」
「３歳児歯科健診」等で、保護者に個別歯みがき指
導を行う。

保護者 通年 ７,８００人 ７，５４６人 96.7% A

フッ化物配合歯みがき剤の応
用や、仕上げみがき動画の
リーフレット等、啓発媒体を活
用した個別指導を実施する。

７，８００人
保護者への個別歯
みがき指導実施人
数

８，８１３人 ７,０６８人 ７，５４６人 ７，８００人

データヘルス推進課、
中央本町地域･保健総
合支援課、保健セン
ター

22 継続
歯科健診有所見者に対し、受診(治療)勧奨を強化
するよう各小学校に依頼する。

小学生 70% 56.6% 129% A

感染不安を理由に受診を控え
る家庭が多い。感染状況をみ
ながら、引き続き学校を通じて
むし歯があった児童への歯科
受診勧奨を行っていく。

70%
歯科受診報告提出
率

59% 45.2% 51.0% 70% 学務課（区立小学校）

保健予防課、中央本町
地域・保健総合支援
課、保健センター

４(年少児)～６歳(年長
児)

受診率

治療報告書提出率

通年

あだちっ子歯科健診

1
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NO. 新規・継続 事業名 目的・具体的内容 対象者
実施頻度
実施回数

活動目標
令和4年度

事業実績
令和4年度

目標達成度
(％)

目標達成度
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（Ａ・Ｂ・Ｃ）

令和5年度の方針
活動目標
令和5年度

成果指標
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成果指標現状
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成果指標目標値
(令和5年度) 担当部署

23 継続
歯科健診有所見者に対し、受診(治療)勧奨を強化
するよう各中学校に依頼する。

中学生 40% 30.1% 75.3% B

感染不安を理由に受診を控え
る家庭が多い。感染状況をみ
ながら、引き続き学校を通じて
むし歯があった生徒への歯科
受診勧奨を行っていく。

40%
歯科受診報告提出
率

32% 26.7% 30.1% 40% 学務課（区立中学校）

24 継続 ６歳臼歯健康教室(小学校低学年)
生え始めの６歳臼歯のむし歯予防のため、小学校
低学年児童及び保護者を対象に６歳臼歯健康教室
を実施する。

小学校低学年児童と
保護者

通年
５５校

４,０００人
６５校

４,７９７人
120% A

感染対策を講じたうえで、歯
みがき実習校を増やすととも
に、フッ化物配合歯みがき剤
の啓発を強化する。

６７校
５,０００人

実施施設数と参加
人数

４５校
４，２８７人

３３校
２,４６２人

44.5%
６７校

５,０００人

データヘルス推進課、
中央本町地域･保健総
合支援課、保健セン
ター

25 継続 小学校における歯みがき指導
各小学校で６歳臼歯等に関する歯みがき指導を実
施する。

小学生 69校 68校 98.6% A
学校歯科医や衛生部と連携
し、歯みがき指導を継続して
いく。

67校
（全校数） 実施校数 19校 56校 43.2%

67校
（全校数）

学務課（区立小学校）

26 継続
小学校第６学年の保健学習「病気の予防」の中で、
むし歯や歯周病の予防について学習する。

小学校第６学年 100%

区内６年生全児童
が、体育科保健領
域「病気の予防」の
学習で、むし歯や歯
周病の予防のため
に、口腔の衛生を保
つことや健康によい
生活習慣を身に付
けることが重要であ
ることを学習した。

― A

全６年生児童に対して、体育
科保健領域の学習でむし歯や
歯ぐきの病気などを適宜取り
上げ、その予防には偏った食
事や間食を避けたり、口腔の
衛生を保ったりすることなど、
健康によい生活指導習慣を身
に付けることを理解できるよう
にする。

100%

保健学習「病気の予
防」の中で、虫歯や歯
周病の予防について、
全ての学校の第６学年
で学習した。

全６年生児童が、体育
科保健領域「病気の予
防」の学習で、生活習
慣病など生活行動が
主な原因となって起こ
る病気の予防に、口腔
の衛生を保つことが重
要であることを学習し
た。

46.3% 100% 教育指導課

27 継続

むし歯予防のため、おやつ後のうがいを実施する。
自分の歯と口への関心を高め、食べた後のうがい
が習慣づくようにする。歯の衛生に関して、おたより
等で啓発していく。

100％
(全107箇所121室)

令和４年度末廃園　　２室
（鹿西・新田西）

ポスターの掲示率
は、89.17％で目標
は概ね達成できた。
一方で、うがいの実
施率は、63.3％で昨
年よりも15％アップ
したものの、実施率
100％の目標数値に
は達していない。う
がいが実施できない
理由として多かった
のは、新型コロナウ
イルス感染症への
懸念。次に、水道の
狭さや・コップの管
理、学校の方針に
合わせているなどの
意見があった。

63.3% Ｂ

うがい啓発ポスターの掲示及
びおやつの後のうがいを継続
して実施していく。ポスターの
汚れや破れがある室には、新
しいものを送付する。令和５年
４月に開設した学童保育室（２
室）にもポスターの掲示やお
やつ後のうがいについて推奨
していく。

100％
(全109箇所124室)

令和５年度新設　３室（鹿
浜未来２室・Ｍo‐neやなぎ

ちょう１室）

　おやつ後のうがい
は、周知徹底が不十分
であったこと、及び設備
的な問題があったため
あまり実施できていな
い。
　足立区は、虫歯のあ
る子の割合が他区に
比べて高い状況を指導
員に伝え、うがいの必
要性を理解してもらう。
歯の衛生に対する意識
を高め、日々の声掛け
によりおやつ後のうが
いが習慣づくようにして
いく。

うがいのポスターの掲
示は継続している。令
和２年４月に開設した
学童保育室（３室）にも
ポスターの掲示とうが
いの実施を依頼した。
新型コロナウイルス感
染症が拡大する中で、
間隔をあける、密着し
ないようにするなどの
対策を行いながらうが
いを実施してきた。

55.2%

100％
(全109箇所124室)

令和５年度新設　３室（鹿
浜未来２室・Ｍo‐neやなぎ

ちょう１室）

住区推進課

28 継続
全学年・毎日歯みがきを行うよう各小学校に働きか
け、永久歯にむし歯がない児童の割合を増やす。

小学生 20% 13.0% 65% B

歯みがき実施よりも感染対策
を優先せざるを得ない場合が
ある。引き続き、歯みがき実
施校の工夫内容等を他校へ
共有し、学校歯科医の意見も
聞きながら実施を促していく。

20%
全学年･毎日歯みが
き実施率

72% 15% 28.7% 20% 学務課（区立小学校）

29 継続
全学年・毎日歯みがきを行うよう各中学校に働きか
け、永久歯にむし歯がない生徒の割合を増やす。

中学生 12% 9.0% 75% B

歯みがき実施よりも感染対策
を優先せざるを得ない場合が
ある。引き続き、歯みがき実
施校の工夫内容等を他校へ
共有し、学校歯科医の意見も
聞きながら実施を促していく。

12%
全学年･毎日歯みが
き実施率

11% 6% 28.7% 12% 学務課（区立中学校）

30
全数(２０歳〜７０歳)
若い世代を中心に、受診率向上に向けて啓発を強
化する。

２０歳〜７０歳の
５歳ごと

6% 6.1% 102% A 6.2% 4.4% 5.8% 26.1% 6.1%

31 ２０歳 ２０歳 7% 9.9% 141% A 10% 4.4% 5.2% 30.0% 9.9%

32 ３０歳 ３０歳 7% 5.8% 82.9% A 6% 6.0% 6.4% 20.3% 5.8%

33 ４０歳 ４０歳 8% 7.6% 95% A 7.8% 6.4% 7.8% 24.4% 7.6%

34 ５０歳 ５０歳 7% 6.8% 97.1% A 7% 5.3% 6.1% 19.3% 6.8%

35 ６０歳 ６０歳 8% 8.4% 105% A 8.6% 4.7% 7.7% 19.6% 8.4%

36 継続 糖尿病医科歯科連携

糖尿病があり、歯科に通院していない区民を対象
に、内科から歯科を紹介し、｢医科歯科連携チケッ
ト｣を活用して歯周病チェックを受けやすくする連携
事業を実施する。

18～59歳で、HbA1c7％
以上かつ｢かかりつけ歯

科医を持たない方
通年 5件 0件 0.0% C

チケットの配布方法を検討す
る。

5件
医科歯科連携チ
ケットの活用件数

4件 1件 17.8% 5件
データヘルス推進課、
こころとからだの健康
づくり課

37 継続 糖尿病医科歯科連携
歯周病と糖尿病の関係について歯科医師会等、関
係機関と連携して、区民に啓発する。 区民 通年 196件 196件 100% A

歯科医師会と連携して、協力
歯科医療機関を募っていく。

197件
医科歯科連携協力
歯科医療機関数

189件 195件 20.1% 197件
データヘルス推進課

38 継続 歯周病予防教室
歯周病と糖尿病の関係の啓発を含め、歯周病の重
症化予防について、健康教室を開催する。

区民 通年
２回
８０人

０回
０人

0% C

歯周病と全身の健康との関連
についてリーフレット等で啓発
するとともに、感染症対策を講
じた上で、開催を検討する。

２回
８０人 開催回数

５回
１７６人

０回
０人

42.8%
２回
８０人

39 継続 歯みがき相談
保健センターを利用する子どもの保護者を対象に、
歯みがきや歯間清掃具の使用方法等、歯科衛生士
による歯科保健指導を実施する。

保健センターを利用す
る子どもの保護者

通年
６０回
２５０人

５２回
１５５人

62.0% B

親子歯科健診の結果、要指
導となった方や、歯間清掃の
習慣がない方を対象に、個別
歯みがき相談を実施する。ま
た、周知方法の見直し等、PR
を強化し、若い世代からの歯
周病予防を啓発する。

６０回
２５０人

５５回
２７０人

５５回
１９５人

44.2%
６０回
２５０人

２０歳にはがき、３０歳・
４０歳・５０歳・６０歳・７０歳に
再勧奨リーフレットを送付し、
受診率向上を目指す。

成人歯科健診 受診率継続 データヘルス推進課

データヘルス推進課、
中央本町地域･保健総
合支援課、保健セン
ター

4/1～翌年2月末
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40 継続
歯みがき指導を実施する保育施設・幼稚園・こども
園が増えるよう、働きかける。

通年 ― ― ― ―

子ども家庭部歯科衛生士が
園長会や施設訪問をとおし
て、安全に歯みがき指導を実
施できるよう提案・支援をして
いく。また、衛生部と連携し
て、事業等の紹介や歯科保健
に関する情報を啓発する。

― 85% ― 52.9% ― 子ども家庭部

41 継続 私立幼稚園 通年 70% 56% 80% A

保健センターとの連携により、
歯科衛生士による訪問講座を
紹介する。歯科保健に関する
情報を発信する。また、コロナ
による影響で減少しているた
め、実施方法等を工夫するこ
とで目標達成に努めていく。

70% 66.0% 52.9% 70% 子ども政策課

42 継続 区立保育園・認定こども園 通年 80% 77% 96.2% A

引き続き、新型コロナウイルス
をはじめとした感染症対策を
万全にして行うよう各園に周
知していく。

80% 100.0% 43.3%
区立保育園　76.7％
私立保育園　75.0％
公設民営保育園　71.4％

80% 子ども施設運営課

43 継続 公設民営園 通年 80% 71% 88.8% A

引き続き、新型コロナウイルス
をはじめとした感染症対策を
万全にして行うよう各園に周
知していく。

80% 94.1% 81.3% 56.0% 80% 子ども施設運営課

44 継続 私立保育園 通年 100% 75% 75% B

コロナも終息に向っているの
で、歯磨き指導実施率も上
がってきている。歯磨き指導
の実施を推奨していきたい。

100% 90.3% 66.7% 81% 100% 子ども施設整備課

45 継続 認証保育所 通年 50% 25% 50% C

歯みがき指導に取り組むよう
各教育・保育施設に啓発活動
を継続していく。また、新型コ
ロナウイルス感染症の流行に
よって取組みを辞めた施設に
対して、５類移行に合わせて
再開するよう働きかけていく。

30% 73.3% 41.7% 8.3% 30% 子ども施設入園課

46 継続
年少児クラスから、給食後の歯みがき(毎日)に取り
組むよう、各施設に働きかける。

通年 ― ― ― ―

子ども家庭部歯科衛生士が
園長会や施設訪問をとおし
て、感染症対策をとりながら安
全に年少からの給食後の歯
みがき実施ができるよう、啓
発・支援していく。

― 63.4% ―
区立保育園　6.7％
私立保育園　17.0％
公設民営保育園　21.4％

― 子ども家庭部

47 継続 私立幼稚園 通年 70% 28% 40% C

保健センターとの連携により、
歯科衛生士による訪問講座を
紹介する。歯科保健に関する
情報を発信する。また、コロナ
による影響で減少しているた
め、実施方法等を工夫するこ
とで目標達成に努めていく。

70% 47.2% 27.5% 28.0% 70% 子ども政策課

48 継続 区立保育園・認定こども園 通年 60% 7% 11.7% C

「あだちっ子の飛沫防止の歯
みがき方法」を基に、感染症
対策を万全にしたうえでの歯
みがき実施を推奨していく。

60% 50.0% 13.3% 13.0% 60% 子ども施設運営課

49 継続 公設民営園 通年 60% 21% 35% C

「あだちっ子の飛沫防止の歯
みがき方法」を基に、感染症
対策を万全にしたうえでの歯
みがき実施を推奨していく。

60% 70.6% 18.8% 9.0% 60% 子ども施設運営課

50 継続 私立保育園 通年 85% 17% 20% C

コロナ禍の中、食後の歯磨き
実施が難しかったが、落ち着
いてきているので、歯磨きの
実施を推奨していきたい。

85% 75.8% 15.3%
区立保育園　100.%
私立保育園　89.3％
公設民営保育園　92.9％

85% 子ども施設整備課

51 継続 認証保育所 通年 50% 8% 16% C

歯みがき習慣を年少児から取
り組むよう各教育・保育施設
に啓発活動を継続していく。ま
た、新型コロナウイルス感染
症の流行によって取組みを辞
めた施設に対して、５類移行
に合わせて再開するよう働き
かけていく。

15% 73.3% 33.3% 72.0% 15% 子ども施設入園課

52 継続
全学年・毎日歯みがきを行うよう働きかける。(小学
校)

小学生 通年 20% 13% 65% B

歯みがき実施よりも感染対策
を優先せざるを得ない場合が
ある。引き続き、歯みがき実
施校の工夫内容等を他校へ
共有し、学校歯科医の意見も
聞きながら実施を促していく。

20% 72% 15% 100.0% 20% 学務課

53 継続
全学年・毎日歯みがきを行うよう働きかける。(中学
校)

中学生 通年 12% 9% 75% B

歯みがき実施よりも感染対策
を優先せざるを得ない場合が
ある。引き続き、歯みがき実
施校の工夫内容等を他校へ
共有し、学校歯科医の意見も
聞きながら実施を促していく。

12% 11% 6% 9% 12% 学務課

54 継続
歯科校医や養護教諭が中心に、染め出しを行うなど
歯のみがき方についての保健指導を実施する。

通年 60%

小学校３６校、中学
校６校で歯磨き実習
を実施した。（４０．

８％）

68% C

感染症拡大防止に配慮しなが
ら、各校の状況に応じた指導
や歯磨き実習の実施を促して
いく。

60%
歯みがき指導を実
施する学校の割合

歯みがき実習につい
て、小学校で３０校、中
学校で５校が実施し

た。

小学校で7校、中学校
で2校で歯磨き実習を
実施した。

小学校３６校、中学校６
校で歯磨き実習を実施
した。（４０．８％）

60% 教育指導課

55 継続 歯みがき支援推進事業
給食後の歯みがきの定着や歯みがき習慣づくりに
ついて、保健センター歯科衛生士が施設職員と連
携し、支援を行う。

保育施設、幼稚園、小
中学校等、関係機関職

員
通年 ２０施設 ４施設 20% C

６歳臼歯・１２歳臼歯のむし歯
が多い小中学校や、幼稚園・
保育施設における歯みがき習
慣の定着に向けて、施設と連
携し、実施する。

２０施設 実施施設数（年間） １８施設 ０施設 ４施設 ２０施設

56 継続 あだちっ子・いい歯推進園表彰
歯科健診結果のフィードバックや啓発物等の作成を
とおして、歯の健康づくりに取り組む園(所)の増加を
目指す。

教育・保育施設 通年 ６０園 ６５園 108% A

受診(治療)勧奨や歯みがき習
慣づくり等に取組む園に積極
的に声掛けするなど、応募園
の増加を目ざして活動する。

70園 応募園(所)数 ４２園 ５４園 ６５園 70園

歯みがき指導を実
施する保育施設･幼
稚園の割合

年少児から給食後
の歯みがき(毎日)を
実施する園の割合

給食後の歯みがき
(全学年・毎日)を実
施する小中学校の
割合

保育施設・幼稚園・
こども園

データヘルス推進課、
中央本町地域･保健総
合支援課、保健セン
ター

歯みがき習慣づくり
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別紙２-３ 糖尿病対策アクションプラン-歯科口腔保健対策編－【中間見直しによる改定版】成果指標進捗　

NO. 新規・継続 事業名 目的・具体的内容 対象者
実施頻度
実施回数

活動目標
令和4年度

事業実績
令和4年度

目標達成度
(％)

目標達成度
令和4年度
（Ａ・Ｂ・Ｃ）

令和5年度の方針
活動目標
令和5年度

成果指標
(事項・データ・対象等)

成果指標現状
(平成29年度)

成果指標現状
(令和2年度)

成果指標現状
(令和4年度)

成果指標目標値
(令和5年度) 担当部署

57 新規 人材育成研修
保育施設、幼稚園、小中学校等、関係機関職員に
歯の健康を啓発するため、歯科保健教室を実施す
る。

保育施設、幼稚園、小
中学校等、関係機関職

員
通年 ２回 ０回 0% C

関係所管および関係機関と連
携し、研修会等を開催する。

２回 実施回数 ０回 ０回 ２回

データヘルス推進課、
中央本町地域･保健総
合支援課、保健セン
ター
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